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は じめ に

当協会で は、わが国におけ る情報処理の発展 に資す るため、海外 にお ける情報産業およ

び情報化の動向を長年 にわた り継続的に調査 し、諸国の最新事情の把握 に努 めてお ります。

本年度 は、米国な らびに東南 アジアにお ける情報化 の現状を最近話題のテーマを中心 に

調査致 しま した。米国においては、 ク リン トンーゴア政権下で活発な情報化施策が展開 さ

れ る中にあ って、特 に注 目され るイ ンターネ ッ トとCALSの 動向にっき、その実態 と今

後の発展可能性を企業担当者へ の ヒア リングを中心 に調査 いた しま した。 また、東南ア ジ

アについては、韓国 と台湾に調査員を派遣 し、行政の情報化 をは じめ、情報 ・通信産業の

最新動向を調査 いた しま した。

ここにその結果を とりまとめ、関心 を もたれる方 々の ご参考 に供 したいと存 じます。

なお、本調査の実施 に当た って ご支援、 ご協力 を賜 った関係各位 に対 し、心 よ り感謝の

意を表 します。

平成6年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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1.米 国 に お け る イ ン タ ー ネ ッ トに 関 す る 調 査

現在、 イ ンターネ ッ トは全世界で約2千 万人のユーザがい ると推定 されて いる。

イ ンター ネ ッ トは当初、学術 ・研究用 に発展 してきたが、商業利用な ど自由に利用で き

る商用 ネ ッ トワー クサー ビスが出現 して、その利用 は飛躍的な伸 びを示す よ うにな って い

る。

既に米国で は商用 イ ンターネ ッ トのサー ビスプロバ イダーは20社 を超えてお り、 日本で

も平成5年 か ら商用利用 が始 まっている。

このよ うな状況か ら、世界の6割 を占め ると言われ る米国の イ ンターネ ッ ト構築 ・利用

の実態 と商用利用の1っ にな ると予想 され るEDIへ の対応 にっいて調査 を行 った。

1.1イ ン ター ネ ッ トの概要

1.1.1イ ンター ネ ッ トの 発展 と現 状

イ ンターネ ッ トは、1970年 代に米国国防省 の支援で構築 され たARAPANETと 呼 ば

れ る研究用 ネ ッ トワー クが発展 して きた ものである。

1994年1月 時点で全世界で は、イ ンターネ ッ トに接続 されてい るコンピュータ数 は約220

万台、IP接 続 されてい る国 は61カ 国に達 していると言 われ る。

このよ うに地球規模 で成長す るイ ンターネ ッ トは、現在 も毎月10%で 成長 してい ると言

われ、研究 目的の利用 は年率30～40%、 商用利用 は年率300～400%で 増加す るとい う予測

もあ る。

表1直 接 イ ンターネ ッ トに接続 される国別 コンピュータ数

1994.1時 点

米国
イギ リス

ドイツ
オース トラ リア

カナダ

日本

オラ ンダ

ス イ ス

ス エ ーア ン

フ ラ ンス

ノル ウエ ー

イ タ リア

オ ー ス トリァ

ス ペ イ ン
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1.1.2イ ン タ ー ネ ッ トの 特 徴

イ ンター ネ ッ トは ネ ッ トワー ク間相 互 接 続 を意 味す る言 葉 で あ るが 、一 般 に は物 理 回線

の種 別 に係 わ りな くrIPプ ロ トコル に よ り接 続 され た ネ ッ トワTク 全 体 」 と い う解 釈 が

され て い る。

代 表 的 な プ ロ トコル はTCP/IPで あ るが 、 数 多 くの プ ロ トコルが共 存 して お り、 そ

の構 造 は コ ン ピュー タ、 コ ン ピュー タが 接 続 され るLAN、LAN間 を接 続 す る ネ ッ トワ

ー ク(WAN) 、 さ らに そ れ らの ネ ッ トワー クを 接 続 す るネ ッ トワー クとい う階 層 構 造 に

な って い る。

米 国 で は、上 位 の レベ ル の ネ ッ トワー クを順 に、NationalBackbon、Mid-levelNet

Works/RegionalNetworksと 呼 ばれ て い る。 この よ うな 上位 の レベ ル の ネ ッ トワー クは、

米 国 政 府 が 関与 して お り、NationalBackbonと して 代 表 的 な もの に は、教 育 研 究 ネ ッ トワ

ー クNSFNETやNASAのNSIな どが あ る
。

(1)通 信の形態

パ ソコン通信 はその ホス トとな るパ ソコンの下 に、パ ソコンが端末 と して接続 され ると

いう上下関係の構造 にな ってお り、同 じネ ッ トワー クに加入 して、 ホス トコンピュータに

ログイ ンしな い限 りメールのや り取 りや情報の入手 がで きない。

つ まり、パ ソコン通信 はパ ソコン間で通信 を行 ってい るよ うにみえるが本質 的にはホス

トコ ンピュータ(WSな ど)と パ ソコンとのネ ッ トワー クで、 ホス トコンピュータにある

デー タを必要 に応 じてパ ソコンに転送 す るにす ぎない。

これに対 して、イ ンターネ ッ トで は直接接続 され るコ ンピュータは全て平等な関係 にな

って いる。 このため、イ ンターネ ッ トに接続 して いるネ ッ トワーク ・LANに 接続す るネ

ッ トワー ク(LAN・ コ ンピュータ)は 、全てイ ンターネ ッ トの一部 とな り他の コ ンピュ

ータを利用 した り、その コ ンピュータのデータを持 って くることが可能である。

またインターネ ッ トで は、ルータが通常の通信網 における通信事業者の交換機 に相当す

る役割を果た して いる。

ルータがイ ンターネ ッ トに接続 され るネ ッ トワー クの情報経路に関す る情報 を持 ち、流

れ る情報 とその宛先を管理す る特徴 的な形態を とってい るわけであ る。
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図1イ ン ター ネ ッ トに おけ る通 信

パソコン通信の場合 インターネットの場合

ホ ス ト

コ ン

ピ ュ ー タ 『

00

AB

(2)IPア ドレス

イ ンタ ー ネ ッ トに接 続 され る コ ン ピュ ー タは、電 話 番 号 に相 当す る ユニ ー クな ア ドレス

を持 た な け れ ばな らな い。 これ をIPア ドレス と言 い、32ビ ッ トを8ビ ッ ト毎 に 区切 って

表 現 され る。 ア ドレス は、 ネ ッ トワー ク部 とホ ス ト部 に分 け られ 、 そ の 区切 り方 で クラ ス

A、B、C、D、Eの5つ の ク ラス が あ る。

この うち 、一 般 の ネ ッ トワ ー クに 割 当 られ るのが クラ スA、B、Cの いず れ か で あ り、

ク ラスDは マ ル チキ ャス ト用 に、 ク ラスEは 将 来の た め に予 約 され て い る。

しか し、現 在 で は ク ラスA、Bの 割 当 はか な り制 限 されて いて 、 通 常 は クラ スCが 割 当

られ て い る。

IPア ドレス は、 米 国 のGovernmentSystems,Inc.に よ って=運営 され るDDN(Defence

DataNetwork)のNIC(NetworkInformationCenter)で 国 際的 に一 括 管理 され て い る。

日本 国 内 のIPア ドレス の割 当 ・管 理 は、東 大 大型 計算 セ ンタ ー 内 に設 置 されて い るJP

NIC(NICの 日本 支部 、1991年12月 に設 立 されたJNICが1993年4月 に改称)が 行 って

い る。

表2イ ンタ ーネ ッ トのIPア ドレス

Internet

。-r・ ・1当 ・

BAO
/一

0-
⊥一⊥一

(囚 η匡L

クラ ス 1バ イ ト目 ネ ッ トワ ー ク番 号 ホス ト番号

クラスA 1～126 は じめの1バ イ ト 後 ろの3バ イ ト

クラスA 128～191 は じめの2バ イ ト 後 ろの2バ イ ト

クラスA 192～223 は じめの3バ イ ト 後 ろの1バ イ ト

クラスA:約1,600万 台 分 のIPア ドレスを 割 り当 てることができる。

クラスB:約65,000台 分 のIPア ドレスを 割 り当 てることができる。

クラスC:254台 分 のIPア ドレスを 割 り当 てることができる。
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(3)ド メイ ン名

JPNICに ア ドレスを 申請す る場合には、IPア ドレスの他 に、 自分 自身 の名前 に相

当す る ドメイ ン名 も申請 しなければな らない。

この ドメイン名 は、図のよ うな階層構造を持 ってお り、 ドメインの下位の ほ うか ら順 に

記述 される。

例 えば、日本のABC株 式会社のあ る部門 にあ るAAAと い うホス トの正式名称 は次の

よ うになる。

aaa.man.abc.co.jp

この うち、 「co」 は一般の企業 に必ず割 当 られ るサブ メイ ンである。

ドメイ ンの階層構造 は、物理的な接続状況 を示す ものではな く、電話帳で個人の名前 や

企業名か ら電話番号を引 くよ うに、 ドメイ ン名か ら相手のIPア ドレスを探 しだすための

ものであ る。 このための管理 システ ムがDNS(ド メイ ン管理 システム)と 呼ばれ る もの

で、予 めホス ト名(ド メイ ン名)とIPア ドレスを登録 しておけば、ホス ト名か ら自動的

に相手のIPア ドレスを探 し出 して くれ る。

したが って、イ ンターネ ッ トに接続 しようとす る企業 や組織 は、 ドメインの上下の構造

を管理す るネ ッ トワー クサーバを1台 設定す る必要があ るが、DNSの 機能 はUNIXマ

シンで は標準装備 とな っている。

図2ド メイン名の例
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(4)接 続方式

OSIベ ースの ネ ッ トワー クで は、相手 システム と接続(コ ネクシ ョン)を 行い、 この

接続パ ス上でデータの転送を行 うコネ クシ ョン型 と呼 ばれ る接続方式 を とってお り、ネ ッ

トワー ク提供側が エラー検出 ・再送、フロー制御な どの処理を行 うことによ り、 ホス ト側

の処理を簡素化 して い る。

これに対 してイ ンターネ ッ トでは、ネ ッ トワー ク内の処理をで きるだけ簡素化 し、効率

的なデー タ転送を行 うためコネクションレス型を指向 して いる。 これがIP接 続であ り、

ネ ッ トワー クの技術 的信頼性を期待 した方式である。

したが って、TCP/IP接 続の場合 、相手 との接続(コ ネクシ ョン)処 理やエラー一一検

出 ・再送処理、 フロー制御が上位(TCPレ イヤ以上)に 任せてあ り、ユ ーザが ワー クス

テー ションやゲー トウェイなどの ノー ド設備を増設 しようとす る場合 にには、例えば、電

話局の中で実施 されて いるシステムの維持管理 と同様 な作業がで きない とネ ッ トワー クを

使い こなせないことにな る。

このよ うな管理作業 は、従来の研究用のイ ンターネ ッ トでは研究者が 自らローカルなイ

ンターネ ッ トシステ ムを維持管理 して きた。

今後、TCP/IPネ ッ トワークを一般業務 に導入す るような場合には、業務担当者が

ノー ドシステムの管理(例 えば、障害発生時の暫定処置対応やワークステー シ ョンの増設

に伴 うゲー トウェイの管理 テーブルの更新作業な ど)を 日常 的に遂行で きるか どうか見極

めて判断す る必要があ る。

なお、IP接 続をベースに実用化 されているWAN(こ れを一般 にフ レーム リレーと言

う)は 既に米国で は利用 されてお り、日本で もLAN間 接続を対象 と した フレーム リレー

(FR)サ ー ビスが平成6年 度か らNTTに よ り計画 されてい る。

(5)イ ンターネ ッ トのサー ビス

イ ンターネ ッ トネ ッ トでは、電子 メールに代表 され る様 々なサー ビス機 能があ る。

以下で、その主 な機能を説明す る。

①電子メール

主 として、'個人用 の情報交換に利用 され る機能で あるが、メイル リング リス トを使 っ

た一斉同報や任意 の メンバーによる電子会議 に使 うなどされている。
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また、 最近 で はCompuServeやNIFTY-Serve、PC-VANと い ったパ ソ コ ンネ ッ トワー ク と

接 続 されて 、 これ らの ネ ッ トワ ー ク利用 者 と相 互 に電 子 メー ルの や り取 りが で きる よ う

に な って い る。

②電子 ニュース

NetNewsと も呼ばれ るもので、イ ンターネ ッ トに投稿 された記事(News)が 隣接す る

サ ーバに次々に蓄積 ・転送 され るサー ビス。例えば、 日本 の研究者が論文を投稿す ると、

それが欧米の主要なサ イ トに配送 され、1日 程度で世界中に伝 えることがで きる。

③ ファイル転送

データを一括 して相手の ホス トに送 った り、相手のホス トのデータを取 りにい く場合

に利用 され る。電子 メールが幾つかの ノー ドを経 由 して行われ るのに対 して、フ ァイル

転送 は、直接相手のホス トと1対1の 関係でデータのや り取 りがお こなわれ るので、す

ぐに転送結果を知 ることがで きる。

④情報検索

インターネ ッ ト上 にどのよ うなデータがあ るのかを提供す る もので、 この ツールを利

用す ると異なるネ ッ トワーク上にまたが る情報 を高速、効率的 に検索 で きる。

主な ものにキー ワー ド検索型のWAIS、 ナ ビゲー ションのよ うに情報を発見 してい くこ

とがで きるGopher、 画像を含 めた ドキ ュメン トをハ イパーテキス トと して検索で きるWW

Wな どがあ る。(詳 細後述)

⑤ リモー ト・ログイ ン

イ ンターネ ッ トに接続 されてい るコンピュー タを遠隔か ら利用す る機能。 このために

は予め利用者 は登録 されて いなければな らない。

⑥ 商用 デ ー タベ ー スサ ー ビス

リモ ー ト ・ロ グイ ンに よ って 、DialogやSTNな どの 商用 デ ー タベ ー スを利 用 で き る。

この 場 合 、 当然の こ とで あ るが 、別 途 利 用 者 識 別番 号(ID)を 取 得 し、利 用 に応 じ

た料 金 を 支払 わ ねば な らな い。
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(6)イ ン ター ネ ッ トのプ ロ トコル

以 下 の ア クセ ス ・プ ロ トコル に よ って 、ユ ー ザ に よ るイ ンタ ーネ ッ ト接 続 が可 能 に にな

る。

telnet:イ ンター ネ ッ ト上 の ネ ッ トワー クか らネ ッ トワー クへ の ア クセ ス を可 能 にす る。

UUCP:(UNIXか らUNIXへ の コ ピー)標 準UNIXフ ァイル転 送 プ ロ トコル。 単 純 接 続 お よ び フ

ァイ ル転送 ユ ーテ ィ リテ ィー。 提 供 者 に よ って は利 用 で きな い場 合 もあ る。

SLIP:(シ リアル回線 イ ンタ ーネ ッ トプ ロ トコル))9.6Kpbsか ら14.4Kpbsま で の モ デ ム

を使 用 す る直接 イ ンタ ーネ ッ ト ・ア クセ ス に使 用 され る接 続 ソ フ トウ ェア。

PPP:(2地 点 間 プ ロ トコル)モ デ ム ま た は専 用 回線 を使 用 して 直接 イ ンタ ーネ ッ トに到

達 す るため に使 用 され る接 続 ソ フ トウ ェア。MorningStarPPPは 、UNIX計 算 機 用 の

一 般 的接 続 ソ フ トウ ェアで あ る
。

TCP/IP:(伝 送 制御 プ ロ トコル/イ ンター ネ ッ ト ・プ ロ トコル)イ ンター ネ ッ ト ・プ ロ ト

コル。 専用 回線 に よ って イ ンタ ー ネ ッ トに直接 接 続 す るに は、 ホ ス ト ・システ ム

/ネ ッ トワー クに これ が 必要

FTP:(フ ァイル転送 プ ロ トコル)遠 隔ホス ト上の ファイルのア クセスまたは システム間

の フ ァイルの転送(あ るいはその両方)に 使用 され る。

SMTP:(単 純 メール転送 プロ トコル)遠 隔ホス ト間のeメ ールの転送 に使用 され る。

NTP(ネ ッ トワー ク ・タ イム ・プ ロ トコル)遠 隔 ホ ス トに お け る時刻 の 同期 に使 用 され

る。

NNTP:(ネ ッ トワー ク ・ニ ュー ス転 送 プ ロ トコル)ニ ュー ス記 事 を リア ル タ イムで 送 信 す
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るために使用 され る。

SNMP:(単 純 ネ ッ トワー ク管 理 プ ロ トコル):ネ ッ トワー ク利用 統 計 の収 集 に使 用 され る。

(7)イ ンター ネ ッ トの ユ ーテ ィ リテ ィ

イ ンターネ ッ ト ・ユ ー テ ィ リテ ィは、 イ ンター ネ ッ ト上 で通 信 、 検索 、 また は情 報 の ア

クセ ス(あ るい は これ らす べ て)を 容 易 にす るた め の ソフ トウ ェアの サ ー ビス また は ツ'一

ル で あ る。 ・

Gopher:メ ニ ュー方式の ソフ トウェア ・ツールで、 イ ンターネ ッ トの走査検索/経 路指定

を容易 にす る。 ア ドレスまたは名前 を調べず に、資源をア クセスす ることがで き

る。異 なるタイプのGopherが 存在す ることがで き、幾つかの基本的標準 タイプ と

同様 うま くい く。

Archie:保 存サーバ ・システムで、作者不明のFTP保 存の大部分 につ いて知 ってお り、 ど

こで探せば よいかを教えて くれる。

WAIS:広 域 情報 サ ー ビス(WideAreaInformationService)は 、 キー ワ ー ド検 索 に よ っ

て ネ ッ トワー ク内 の情 報 を検 索 す る シス テ ムで あ る。 キ ー ワー ドが 合 致 す る文 書

を 取 り出す 。

TALK:ユ ーザによるイ ンターネ ッ ト内の任意の場所か らログイ ンした他のユーザ との会

話 を可能にす るソフ トウェア。 ターゲ ッ ト・ホス トも、 この ソフ トウェアをサポ

ー トして いなければな らない。

IRCChat:複 数 の イ ンター ネ ッ ト ・ユ ーザ 間 の 複数 の電 子 会 話 を可能 にす る。

(8)イ ンター ネ ッ トの ア クセ ス

イ ンターネ ッ ト ・ア クセ ス ・サ ー ビス提供 者 が提 供 す る ア クセ スに は、基 本 的 に次 の種

類 が あ る。
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①直接ア クセス

直接ア クセスで は、エ ン ド・ユーザが それぞれのコンピュータを接続 して、 インターネ

ッ トの一部分 とす ることがで きる。

9.6Kpbsか ら19.2Kpbsま で の速 度 の モ デ ムお よび適 切 な接 続 ソフ トウ ェアを 使用

した ダ イ ヤ ル呼 出 し。

56Kpbsか らT1(1.544Mpbs)以 上 まで の 速 度の 専用/リ ー ス回線 。

基 本 的 な利 用 可 能 イ ンタ ー ネ ッ ト ・サ ー ビス に は、eメ ール 、 フ ァイル転 送 、 ニ

ュ ース 、 お よ び遠 隔 コ ン ピュー タ ・ア クセ スが あ る。 その 他 の 利 用 で き るサ ー ビ

ス は、 ア クセ ス とサ ー ビス提 供者 の能 力 に よ って決 ま る。

複合料金体系 には、一時払 いの予約金、ア クセスのタイプと必要 な機器 に応 じた

設備、利用、 または帯域幅(あ るいは両方)の 料金 が含 まれ る。

② 間接 ア クセス

エ ン ド ・ユーザ は、間接的ア クセスによ って 「ダム端末」を使用 し、 イ ンターネ ッ トに

直接接続 された コンピュー タ ・ホス トにア クセスすることがで きる。

ホ ス ト ・シス テム ま た はPC/ラ ップ トップか らの ダ ム端 末 は、1200BAUDか ら4800

BAUDの 速度 で ダ イヤ ル呼 出 しを 行 う。

イ ンターネ ッ トのサー ビスは、一般的 に提供者によ ってeメ ール または遠隔 コン

ピュー タ ・ア クセス(顧 客のホス ト・システムに対す る)に 制 限 されている。 こ

れ には、ニ ュースやuucpフ ァイル転送が含まれ る場合 もあ る。

料金 は一般的 に接続時間 に基 づいて決め られ、一時払 いの予約金 が含 まれ る場合
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1.2米 国 に お け る主 な イ ンター ネ ッ トプ ロバ イ ダ ー

1.2.1PSI(バ ー ジニ ア州 八 一 ドン)

PerformanceSystemsInternational(PSI)(パ フ ォー マ ンス ・シス テム ズ ・イ ンタ

ー ナ シ ョナ ル)は 、5千 人以 上 の顧 客 と何 百万 もの ユ ーザ を 持 ち、電 子 情 報 の ユ ー ザ用 の

多種 多 様 な プ ロダ ク トを提供 す る付加 価 値 ネ ッ トワー ク ・サ ー ビスの提 供 業 者 で あ る。

PSIは 、1989年 に設立 され 、本 社 は ヴ ァー ジニ ア州 ハ ー ン ドン。主 要 施 設 と して 、Net-

workOperationsCenter(NOC)(ネ ッ トワ ー ク ・オ ペ レー シ ョ ンズ ・セ ン ター)と

CustomerSupportGroup(CSG)(カ ス タマ ・サ ポー ト ・グル ー プ)を ニ ュ ー ヨー ク州 ア

ルバ ニ ー近 郊 に設 け て い る。

同社 のPSINetは 信 頼 性 の高 い、高 性 能 な 公衆 デ ータ ・イ ンター ネ ッ トワー ク(PDI)

で り、(TCP/IPな ど)共 通 ネ ッ トワー キ ング言 語 を使用 し、電 子 メ ール 、USENETニ ュー ス、

遠 隔端 末 ア クセ ス、 フ ァイル転 送 、掲 示 板 お よ び登 録 簿 の各 サ ー ビスを は じめ と して 、 バ

ッチ方 式 お よび対 話 方 式 両方 の ネ ッ トワー ク ・サ ー ビスを サ ポー トして い る。 そ の特 徴 は、

以下 の とお りで あ る。

●

●

●

●

PSINetは 、TCP/IPを 使用す る全国イ ンターネ ッ トワー クであ る。

最大 の米国 インターネ ッ トワーキ ングの提供業者であ り、世界規模 イ ンターネ ッ トの

米国部分の約35%を 構成 している。

PSINetの 利用 は、圧倒的 に(90%が)商 業関連(10%は 教育関連)の ものであ り、多

種多様 な商業お よび産業関連 の顧客および個人に利用 されている。

サー ビスが最低4時 間停止 した場合 には、丸1日 分 のサ ー ビス ・クレジッ トを与 える

とい うサー ビス保証を契約提供す る。

また、PSINetは 次の よ うな多種多様 なダイヤル呼出 しおよび専用ア クセスの オプシ ョン

とサポー ト ・サー ビスを提供す る。

a.ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビ ス

◆

◆

●

個 人 用 イ ンター ネ ッ トワー キ ング ・サ ー ビス

ダ イ ヤ ル呼 出 しTCP/IPサ ー ビス

TITCP/IPサ ー ビス
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・ バ ッ チ 方 式 サ ー ビ ス

・ フ レ ー ム ・ リ レ ー ,・サ ー ビ ス

b.イ ンター ネ ッ ト ・サ ポ ー トお よ び サ ー ビス

●

○

●

●

◆

●

●

●

ネ ッ トワークおよび ドメイ ンの登録 とサポー ト

永続IPア ドレス指定

USENETニ ュース配信

年中無休24時 間体制のサ ポー トとサー ビス

ハー ドウェア とソフ トウェア

無料 トレーニ ングと教育

CIX加 入

全国規模のア クセ ス

上 記 の ネ ッ トワー クサ ー ビスの うち、 個人 用 イ ンター ネ ッ トワー キ ング とフ レー ム ・リ

レー ・サ ビス につ いて補 足 す る。

①PSINet個 人 用 イ ンター ネ ッ トワー キ ング ・サ ー ビス

PSIか ら提 供 され る無 料 のMS-DOSお よ びWindowsソ フ トウェア を使 って 、 個 人用 イ

ンター ネ ッ トに ア クセ ス可 能 で あ り、北 米 都 市175カ 所 と ヨー ロ ッパ 都 市40カ 所 以 上

で 、構 内 ダ イヤ ル呼 出 しア クセ ス ・イ ンが 提 供 され て い る。

また、ATTMail、MCIMail、USENETお よびBITNET間 で の メ ッセ ー ジの や り取 りが 可能

であ り、v.32お よびv.32bisを サ ポー トす る モ デ ムを使 って ア クセ スで きる。

支払 い は、Mastercard(マ ス ター カ ー ド)、VISA、AmericanExpress(ア メ リカ ン ・

エ キ スプ レス)の 各 ク レジ ッ ト ・カー ドの み 。

② 専 用 デ ー タ回 線 プ ロダ ク トーInterFramesM

InterFramesMサ ー ビス は、 フ レー ム ・リ レー技 術 を利 用 して 、高 い性能 、 ス ル ー プ

ッ ト安 全 保 護 お よ び通 信量 の増 加 に も順応 性 の あ るパ ス を提 供す る。

InterFramesMは 、 フ レー ム ・リ レー技 術 を 採 用 し、 イ ンター ネ ッ トワーキ ングの 実証

値 の ほか 、性 能 、 安全 保 護 、 スル ー プ ッ トお よ び今後 の適 用 業務 にお け る最 新 の 強 み

を提供 す る。
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InterFrameは 、Standard、Classic、Basicの3種 類 の 方 式で 使用 で き、 端末 装 置お よ

びNNTPを 介 したUSENET/Newsへ の 全 国規 模 の低速 ダ イヤ ル 呼 出 しを は じめ とす るオ プ

シ ョンを追 加 す る こ とが で き る。 いず れ の サ ー ビス も、 各種 の 帯域 幅(56、128、256、

384お び512Kbpsか らT1ま で)と 、最 適 な編 成 内 お よ び編 成 間で の ビ ジネ ス使 用 向 き

PVC構 成 オ プ シ ョ ンを提 供 して い る。

rStandard」 サ ー ビスの特 徴 の一 部 は以 下 の とお り。

■

●

○

◆

●

◆

◆

◆

◆

PSI提 供の顧客の構 内に設置された機器

電子 メールお よび電話で利用できるカスタマ ・サ ポー ト・グループ

発足7年 のユ ーザ ・グループの会員権

無料の教育 と トレーニ ング

サー ビス保証

いかな る機能停止時に も緊急時バ ックア ップ ・サ ー ビス

年 中無休24時 間体制のネ ッ トワーク ・オペ レー ションズ ・セ ンター

Co㎜ercialInternetExchange(CIX)へ のア クセス

任意選択 によ り、安全保護 フィルタ リングおよび暗号化が利用可能

InterFrameの 「Classic」 サ ー ビスに はrStandard」 サ ー ビス と同 じ特 徴 が 数 多 く含 ま れ

て い るが 、顧 客 は、 各 自の ホ ス トまた はル ー タお よ びDSU/CSUを 提 供 し、 保 守 を行 う。

InterFrameの 「Basic」サ ー ビス は、 イ ンタ ー ネ ッ トワーキ ングの 経験 の あ る顧 客 を対 象

と した もの で 、信 頼 性 は保証 され るが、 相談 、 緊急 時 バ ックア ップお よ び サ ー ビス保 証 に

対 す る通 常 の ニ ー ズ は含 まれ な い。

InterFramesMサ ー ビス は、以 下 の よ うな、 「通信 量 が 突 然増 大 」 し、迅 速 な応 答 を必 要

とす るア プ リケ ー シ ョ ンに最 適 と されて い る。

画像 およびグラフィクスの伝送

リアルタイムの ファイルまたは レコー ドの更新 と転送

分散処理

データベー ス ・ア クセ ス

電子 メール、特 にマルチ メディア

ドキュメン ト・シェア リング
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その他のサー ビスの概要 は、以下の とお りである。

・StandardConnectionService(SCSsM)19 .2Kbps、56Kbps、500Kbpsお よびT1(1.5

Mb)、3.OMb:

TCP/IPお よび専 用 回路 を用 いた ター ンキ ーLAN統 合 、PSIに よ り提 供 、 構成 お よび保

守 され る顧 客の 構 内 に設置 され た機 器 、 ドキ ュ メ ンテ ー シ ョンお よ びニ ュー ス配 信 、

電 子 メー ル統合 お よ び ドメイ ン名 称 サ ー ビスな どの カ ス タマ ・サ ポー ト。

・CustomerConnectionService(CCSsM)19 .2Kbps、56Kbpsお よびT1:

顧 客 に よ り所有 、 構成 お よび保 守 され る機 器 を顧 客 の構 内 で使 用 す る一 方 、 信頼 性 の

高 い専 用 デ ー タ回 線LAN-WAN間 と ドキ ュ メ ンテー シ ョンお よび 内容 の あ るカ ス タマ ・

サ ポ ー トとの統 合 。

●HOST-DIALConnectionService(HOST-DIALsM):

最 大9600ボ ー でPCお よ び モ デ ム を 使 用 し た 、 ホ ス ト ・ コ ン ピ ュ ー タ か らPSINet、LIP

を 介 し た イ ン タ ー ネ ッ トへ の 、 ダ イ ヤ ル 呼 出 し に よ るTCP/IPパ ケ ッ ト ・ア ク セ ス 。

.LAN-DIALConnectionService(LAN-DIALsM):

LANか らPSINet、SLIPま た はPPPを 介 した イ ンター ネ ッ トへ の、 ダ イ ヤル呼 出 しに よ る

TCP/IPパ ケ ッ ト・ア クセ ス。 最 大9600ボ ーの ダイヤ ル 回線 お よび モ デ ム を介 した、LAN

-WAN間 の統 合
。

OLAN-ISDNService(LAN-ISDNsM):

LAN-DIALと 同様 、LANか らPSINet、PPPを 介 した イ ン ター ネ ッ トへ の ダ イヤ ル呼 出 し

また は 「交換 」 によ る、TCP/IPパ ケ ッ ト ・ア クセ スを提 供 。 最 大64KbpsのLAN統 合 ア

クセ スの た めに、 顧 客 のISDN回 線(ま た はBRI)のrB」 チ ャネル を1っ 使 用す る。

●WORLD-DIALServicesM:

Telnet、XRemote、tn3270、 お よ びrloginか ら 、 米 国 の 多 数 の 都 市 に あ る 構 内 ダ イ ヤ
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ル 呼 出 しを介 して 、PSINetお よび イ ンター ネ ッ トの ホ ス ト・コ ン ピュー タ に2400ボ ー

(v.22bis)、9600ボ ー(v.32)お よ び14,400ボ ー(v.32bis)で 年 中無 休24時 間 体 制

で ア クセ スを可 能 にす る廉 価 な従量 制 の サ ー ビス。

●UUPSIsMMail/News:

共 通UUCPプ ロ トコル 、PCお よ びモ デ ム を使 った 、電 子 メー ル お よ び掲示 板 サ ー ビス。

UUFTPは 、UUPSIの 追加 サ ー ビスの オ プ シ ョ ンで あ り、UUCPプ ロ トコル を用 いて イ ン

ター ネ ッ トか らの 匿 名 フ ァイル転 送 機能 を サ ポー トす る。

1.2.2SprintLink(バ ー ジ ニ ア 州 八 一 ド ン)

SprintLinkは 、SprintInternationalが 提 供す る世 界 最 大規 模 の イ ンタ ーネ ッ ト ・ア ク

セ ス ・サ ー ビスで あ る。 現 在、 ス トッ ク トン(カ ル フ ォル ニ ア)、 シカ ゴ、 ワ シ ン トンDC、

フ ォス ワー ス(テ キ サ ス)の4カ 所 に ル ー タ ロケ ー シ ョ ンが あ る。

IPト ラ フ ィ ックを運 ぶ た め にSprintフ ァイ バ ・ネ ッ トワー クを 使 用 して お り、主 な イ

ンタ ーネ ッ ト・ネ ッ トワー ク提 供 者(NSFnet、NREN(NationalResearchandEducational

Network)、 お よびlnternationalConnectionsManagement(ICM)と 関係 が あ る。

SprintLink公 衆 デ ー タ ・イ ンター ネ ッ トは、 世界 中 の ユ ー ザ お よ び ピア ・ネ ッ トワー ク

に 各種 の サ ー ビスを提 供 す る。 ユ ー ザ に対 し、SprintLinkは 、世 界 規 模 の イ ンタ ーネ ッ ト

へ の ア クセ ス を可 能 にす る。 ピア ・ネ ッ トワー クに対 して は、他 の ピア ・ネ ッ トワー クへ

の 中継 お よ びSprintLink顧 客 への ア クセ ス を可 能 にす る。 ユ ー ザ の定 義 は、法 人 、 機 関 ま

た は個 人 で あ る。 ピア ・ネ ッ トワー ク とは、 公 衆 サ ー ビスを ユ ー ザ に提 供 す るネ ッ トワー

クを い う。 ピア ・ネ ッ トワ ー クの 例 と して は、Alternet、ANS、Morenet(ミ ズ ー リ州)、

WESTnetな どが あ る。

世 界 中 の イ ンター ネ ッ トを構 成 す る何 千 もの ネ ッ トワ ー クの相 互 接 続 トポ ロ ジお よ びプ

ロ シー ジ ャは、非 常 に複 雑 で あ り、 あ らゆ るユ ー ザ に不 利 に働 く。SprintLinkを 使 用 す る

と、 ユ ー ザ は、 この複 雑 さの大 半 を避 け る こ とが で き る。

Sprintで は、4種 類 の イ ンタ ーネ ッ ト ・ネ ッ トワー クを 稼 動 して い る。

InternationalConnectionsManagerNetwork(ICMnet)-Atlantic(大 西 洋)、ICMnet-

Pacific(太 平 洋)、ICMnet-Moscow(モ ス ク ワ)お よ びSprintLinkで あ る。ICMnetは 、 米
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国R&Eと 行政間の国際接続のための米 国国立科学財 団(NSF)、 数社の商業的米国国

際サー ビス提供業者および数社の外 国の国内ネ ッ トワークの協力を得て、国際間の経路指

定サー ビスを提供す る。 これ ら4つ のネ ッ トワークを組み合わせ ることによ り、国際 イ ン

ターネ ッ トの経路指定 の 「核 」とな るイ ンフラス トラクチャが生 まれ る。

(1)1㎝net-Atlantic

ICMnet-Atlantic(AutonomousSystemNumber(ASN)(独 立 シ ス テ ム 番 号)1800)は 、

現 在 、 米 国 イ ン タ ー ネ ッ トとEuropeanBackbone(EBONE)と の 間 の 経 路 指 定 サ ー ビ ス を 提

供 し て い る 。 英 国 、 フ ラ ン ス 、 ドイ ツ お よ び ス ウ ェ ー デ ン に 相 互 接 続 地 点 が4カ 所 設 け ら

れ て い る 。ICMnet-Atlanticは 、 南 ア フ リ カ 共 和 国 、 ク ウ ェ ー ト、 トル コ 、 イ ン ド、 コ ス

タ ・リ カ お よ び エ ク ア ドル の 国 内 ネ ッ トワ ー ク も相 互 接 続 し て い る 。 ま た 、ICMnet-Moscow

と も 接 続 し 、ICMnet-Moscowは 、 ま だ 発 足 し た ば か り の ロ シ ア ・イ ン タ ー ネ ッ トへ 接 続 す

る 。 ペ ル ー 、 ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 お よ び ラ テ ン ・ア メ リ カ の い くっ か の 国 内 ネ ッ ト ワ ー ク は 、

93年 第3四 半 期 に 接 続 さ れ る こ と に な っ て い る 。

ICMnet-Atlanticは 、 メ リー ラ ン ド州 カ レ ッ ジ ・パ ー ク に あ るFederalInternetExchang

(連 邦 イ ン タ ー ネ ッ ト交 換)に お い て 、NSFnetや 、 他 の 連 邦 ネ ッ ト ワ ー ク 、 た と え ば 、NASA

ScienceInternet(NASA科 学 イ ン タ ー ネ ッ ト)、EnergyScienceNetwork(エ ネ ル ギ ー 科

学 ネ ッ トワ ー ク)、MILnetな ど に 接 続 し て い る 。ICMnet-Atlanticは 、WashingtonDCMe-

tropolitanAreaEthernet(MAE-East)(ワ シ ン ト ンDCメ トロ ポ リ タ ン ・エ リ ア ・イ 一一サ

ネ ッ ト)に も 接 続 さ れ て お り 、 こ のMAE-Eastは 、MetropolitanFiberSystem(メ トロ ポ

リ タ ン ・ フ ァ イ バ ー ・シ ス テ ム(MFS))が 提 供 す る10mbpsイ ー サ ネ ッ トを 介 してAlternet、

PSInetお よ びSURAnetと 接 続 す る 。 ヨ ー ロ ッ パ へ の 経 路 指 定 を 行 うICMnet-Atlanticは 、

い く っ か の ヨ ー ロ ッパ 国 内 ネ ッ ト ワ ー ク の 協 同 機 関 で あ るEuropeanBackbon(EBONE)と の

調 整 が な さ れ て い る 。ICMnet-Atlanticは 、Alternet/EUnetお よ びANS/EASInetか ら大 西

洋 経 由 で バ ッ ク ア ッ プ を 受 け て い る 。

(2)lCMnet-Pacific

ICMnet-Pacific(イ ン タ ー ネ ッ トASN1240)は 、 現 在 、 米 国 イ ン タ ー ネ ッ ト と 日 本 の

NationalCenterforScienceInformationSystems(NACSIS)(文 部 省 学 術 情 報 セ ン タ ー

と の 間 で 経 路 指 定 サ ー ビ ス を 提 供 し て い る 。 当 方 で は 、1994年 に 、 中 国 、 イ ン ドネ シ ア 、
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フ ィ リピ ンお よ びそ の 他 の 日本 の ネ ッ トワー クへ の接 続 を確立 す る計 画 で あ る。ICMnet-

Pacificは 、 カ リフ ォル ニ ア州 のNASAエ ーム ズ にあ るFIX-WestでNSFNetや 他 の連 邦 ネ ッ ト

ワー クに接 続 して い る。 環太 平 洋 諸 国 の大半 は 、 このパ ス経 由でPACCOM(韓 国 、香 港 、 日

本 、 オ ー ス トラ リアお よ びニ ュー ジ ーラ ン ド)に ア クセ スす る こ とがで きる。ICMnet-Pa

cificは 、SprintLinkに も接 続 して い る。

(3)1CMnet-Moscow

ICMnet-Moscow(イ ンタ ーネ ッ トASN1803)は 、現在 、 米国 イ ンター ネ ッ トに直 接 ア クセ

ス して い る。 この ネ ッ トワー クは、1993年6月 に設立 され た もの で あ る。

(4)SprintLink

SprintLink(イ ン タ ー ネ ッ トASN1239)は 、Sprintの 商 用 公 衆 デ ー タ ・イ ン タ ー ネ ッ ト

で あ る 。SprintLinkは 、ICM-Atlanticお よ びICM-Pacific、Co㎜ercialInternetExchan

ge(CIX)、 ワ シ ン ト ンDCに あ るMetropolitanAreaEthernetEast(MAE-East)に 接 続 し て

い る 。CIXで は 、 経 路 はAlternet、PSInet、CERFnet、ANSnet(MCI/IBM)、BARRnet、NEAR

netJVCnet、WESTnet、Nordframe(Finland)、EUnet(ヨ ー ロ ッ パ)お よ びUKPIPEXと 交 換

さ れ る 。MAE-Eastで は 、SprintLinkは 、Alternet、PSInet、SURAnetお よ びANSnetと 接 続

して い る 。SprintLinkは 、 米 国 の い く っ か の 地 域 ピ ア ・ネ ッ ト ワ ー ク お よ び 州 立 ピ ア ・ネ

ッ ト ワ ー ク と も接 続 し て い る 。

SprintLinkは 、基 本 とな る4っ の ノー ド ・サ イ トを 結 ぶT1を 完 全 網 羅 したネ ッ トワ ー ク

で あ る。 一 部 の リン クは複 数 のT1が 備 わ って お り、DS3(45mbps)も1カ 所 あ る。 基 本 容 量

(連 係 と経 路指 定)は 常 時 監視 され 、必 要 に応 じて容 量 が追 加 され る。

SprintLinkは 、 ネ ッ トワー ク ・ニ ュー スお よび ネ ッ トワー ク情 報 サ ー ビス ・セ ンタ ー(

NISC)の 機能 を提 供 す る。SprintLinkは 、 この サ ー ビス を購 入 した顧 客 に対 し、 一 次 ドメ

イ ン名 称 サ ー ビス(DNS)を 提 供 し、す べ て のSprintLink顧 客 に対 して は 、二 次DNSを 提 供

す る。

全 国 規模 の ダ イヤ ル 呼 出 しサ ー ビス は、 特定 の顧客 向 け に展 開 中 で あ る。 フル スケ ー ル

の ダ イヤ ル呼 出 しプ ロ ダ ク トが 使 用 で きるよ うに な るの は 、94年 第1四 半 期 を 予 定 して い

る。
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SprintLinkは 、 マ レー シア、 日本、 イ ン ド、 お よ び英 国(ICMnetを バ イパ ス して)の 国

内 ネ ッ トワー クに直 接接 続 して お り、国 際経 路指 定 サ ー ビス を提供 して い る。 諸外 国 の ネ

ッ トワー ク は、NSFnet提 供 のUSA中 継 を受 け た くな い場合 に は、SprintLinkに 接続 す る。

SprintLinkで は、 ダイ ヤ ル呼 出 しお よ び専 用 イ ンタ ーネ ッ ト ・ア クセ ス ・サ ー ビス に よ

り、 次 のサ ー ビス を提 供 す る。

・2 .4Kpbsか ら38.4Kpbsの 速 度 で のSLIP/PPPダ イ ヤル 呼 出 しア クセ ス

・56Kpbsか らT1ま で の速 度 で のTCP/IP専 用 ア クセ ス

・SprintFrameRelayお よ びSprintNetX .25ネ ッ トワ ー クを介 して ア クセ ス す る。

・24時 間 、7日/週 稼 動 の ネ ッ トワー ク ・オペ レー シ ョ ン ・セ ンタ。

・ 遠 隔(す な わ ち ダ イヤ ル呼 出 し)保 守機 能 。

・ サ ー ビス割 り込 み に対 す るデ イ ・ク レジ ッ ト

・ 顧客 の た めの管 理 ル ー タ ・サ ー ビス

ー ネ ッ トワー クの設 計 お よ び技 術

一 ハ ー ドウ ェア お よ び ソ フ トウ ェアの 構成 管 理

一 一 次 お よ び二 次 ドメ イ ン名 サ ー ビス

ー イ ンタ ー ネ ッ ト使 用 の テ クニ ックお よび解 決 策 につ いて の 相 談

・ イ ンター ネ ッ ト ・サ ー ビス

ー ネ ッ トワー ク ・ニ ュー ス

ーWAISサ ーバ

ー 匿 名 のFTPサ ーバ

ーGopherサ ーバ
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SNMP報 告機能

・ 機密保護

SprintLinkネ ッ トワー クは機 密保 護 の監 視 を受 けて い る

大 筋 はDefenceDataNetworkTerminalAccessControllerSystemに よ って管

理 され て い る

サ ポ ー トす る全 て の シス テム(即 ち、Gopher、News、 お よ びStatsの サ ーバ)

を モニ タす る

全 て の端 末 ア クセ ス ・サ ーバ によ るア クセス を保 証 付 の ホ ス トが 管 理 す る

1.2.3CERFnet(カ リ フ ォ ル ニ ア 州 サ ン デ ィ エ ゴ)

CERFnet(CaliforniaEducation&ResearchFoundtionNetwork:カ リフ ォル ニ ア教 育

研 究 財 団 ネ ッ トワー ク)は 、 主 に教 育 市 場 サ ー ビス(教 育 関連 が80%、 商 業 関 連 が20%)

を提 供 して い るイ ンタ ーネ ッ トネ ッ トワー ク ・サ ー ビス提 供 者 で あ る。

・加 入 資 格 は、総 合 大学 、 単 科 大学 、 民 間企業 、 産 業施 設 、 政 府 施設 、病 院 、 図 書 館

な ど、米 国 内 の あ らゆ る組 織 と個 人 に与 え られ て い る。

・CERFnetは 、CIX(Co㎜ercialInternetExchange:商 用 イ ンタ ー ネ ッ ト交換)の 設

立 会 員

・CERFnetネ ッ トワー クは、45Mbps以 下 の デ ータ転 送速 度 で 、カ リフ ォルニ ア州 の100

以 上 の主 要 な研 究 セ ンタ、 教育 セ ンタ や全国 の数 千 の 個 人 ユ ーザ を接 続 して い

る。

・CERFnetの 目的 は、研 究機 関 、教 育機 関 、民 間組 織 の 間 の情 報 交換 を支 援 す る こ と

に よ って 、研 究 と教 育 を促 進 す る ことに あ る。

CERFnetは 、 イ ンター ネ ッ トに対 す る専 用 リー ス回線 、 ダ イヤ ル ア ップIP接 続 オ プ シ ョ

ンを幾 つ か提 供 して い る。 また 、CERFnetは 、以 下の よ うな サ ー ビス も提 供 して い る。

・24時 間体 制 の ネ ッ トワー ク監 視

・技 術相 談

・電 話 ホ ッ トラ イ ン(800番 通 話 、 コ レク トコー ル)の サ ポ ー ト
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・ネ ッ トワー ク活動 に関す る週 間 レポー ト

・隔月 発行 のニ ュー ス レター

・セ ミナー

・会 員 に対 す る特 別 な通 信 ソフ トウ ェア

・SLIPを 含 む 完全 なTCP/IP機 能

・リモ ー ト ・ロ グイ ンとフ ァイ ル転 送

・顧 客 ドメイ ン ・ネ ーム 、CERFnetド メイ ン ・ネー ムの 使 用

・電 子 メー ル ・ボ ックス

・追 加 課金 な しのNetNews料 金

表3CERFnet専 用 ア ク セ ス ・サ ー ビスの概 要

高 速 アクセスサービス(3),

(4),(5),(6)

摘 要 設置費用 月額料金 月額回線使用料

CERFSMDS(1) 45Mbpsサ ー ビ ス $4,000 $2,000 顧 客 サ イ トとCERFnet

基 幹 ノー ドCERFSMDS

(1)との距 離 に よ る

CERT1544(1) 1.544Mbps(T1)

サ ー ビ ス

$4,000 $1,675 $1,000

CERF56(2) 56Kbpsサ ー ビ ス $2,500 $1,300 $125

(注1)CERFnetは 、ハードウェア据 え付 け、cicso3102ル ータ、モデム、CSU/DSU、

基 幹 ノードのボー}、年 中 無 休24時 間 体 制 の基 幹 ノードに対 する1.544Mbps

サービスを提 供

(注2)CERFnetは 、ハードウェア据 え付 け、cicso3102ル ータ、モデム、CSU/DSU、

基 幹 ノードのポート、年 中 無 休24時 間 体 制 の基 幹 ノードに対 する56Kbpsサ ービ

スを提 供

(注3)顧 客 サイトのルータ、モデム、CSU/DSUに っいては、CERFnetは 、ルータまで

の責 任 のみを負 う。

(注4)顧 客 ネッ}ワーク/システムは、TCP/IPを サポートしなければならない。

(注5)ル ータは、インタネットアクセス専 用 のものとし、如 何 なる場 合 も、CERFnet

により管 理 される。

(注6)ル ータまたはサービスがダウンした場 合 、CERFnetは 、一 切 補 償 を行 わない。
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表4(ERFnetダ イヤ ル ア ップ ・ア クセ ス ・サ ー ビスの概 要

ダイ アル ア ップ
・サ ー ビス

摘 要 設置
費用

月 額 料 金

/ユ ーザID

接続料

DIALn'CERF
PIus

SLIPとPPPを 使 用 して

14.4Kbpsア クセ スを 提 供

$50 $20 平日$5/時 間
週末$3/時 間

DIALn'CERF SLIPま た は シェル ・ア クセ

ス を提 供

$50 $20 平 日$5/時 間
週末$3/時 間

DIALn'CERF

AYC

SLIPま た は シ ェル ・ア クセ

ス を提 供

$50 一 $200

(一 定 料金)

DIALn'CERF

USA

800番 回線 を使用 してSLIP

または シェル ・アクセスを

提供

$50 $20

(モデム利 用)

平 日$10/時 間

週 末$8/時 間

1.2.4JvNCnet(ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 州 プ リ ン ス ト ン)

JvNCnetは 、 イ ンター ネ ッ ト技 術 を利 用 したT1コ ンピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クで 、Global

EnterpriseServices(GES)社 が保 有 して い る。

・国 内 お よ び国 際 的 な相互 ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス を提 供 して い る。

・GES社 の サ テ ライ ト・シス テム に よ って 、遠 隔地 の クラ イア ン トに もイ ンター ネ

ッ トサ ー ビスの 提供 を拡 大 して い る。

・CIX、NSFnet、ESNETへ も接続 して い る。

・イ ンター ネ ッ トGlobalNetworkへ の 公 衆 ア クセ ス と、 個人 的 な相 互 ネ ッ トワー ク

・ソ リュー シ ョンを提 供 して い る。

・商 業 目的(60%)と 教 育 目的(40%)に 利 用 され て い る。

・サ ー ビス は、GES社 に よ り提 供 され て い る。

JvNCnetの 専 用 ア クセ ス ・サ ー ビス や ダ イヤ ル ア ップ ・ア クセ ス ・サ ー ビス に加 え て 、

GES社 はネ ッ トワー ク設 計、 相 談 サ ー ビス、 サ ー ビス実 行 、現 行 の運 営 活 動 を 提 供 して

い る。 内容 は以 下 の よ うな ものが 含 まれ て い る。

・装 置 の 調 達 、 テ ス ト、設 定 、 据 え付 け(顧 客 サ イ ト)

・登 録 サ ー ビス(ド メ イ ン ・ネー ム、IPア ドレシ ング、 デ ィ レク トリ ・サ ー ビス ・エ

ン トリ)

・19 .2Kbps～4.5Mbpsの 通 信速 度 を サ ポ ー ト
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・使 用制 限 な し

・ トレー ニ ング

・電子 メー ル 、 ネ ッ トワー ク ・ニ ュー ス、telnet、ftp、gopherの 使 用

・ネ ッ トワー ク ・ニ ュー スの供 給

・ヘ ル プ ・デ ス ク

・年 中 無休24時 間体 制 の ネ ッ トワー ク監 視

表5GES社 のホ ス ト接続サー ビスの概要

サ ー ビス 摘 要 初期

費用

月額

料金

四半期

料 金

年間

料金

Dialin'Tiger SLIP接 続 に よ る イ ン タ ネ ッ ト フ

ル ア ク セ ス(電 子 メ ー ル 、 ニ

ュ ー ス 、FTP、telnet、UNIXア

カ ウ ン ト)FTP、telnet、UN

IXア カ ウ ン ト)

$99 $120 $354 $1,356

Dialin'Tiger

II

Dialin'Tigerと 同様(た だ し、

UNIXア カ ウ ン トは利用 不 可) $99 $99 $291 $1,116

TigerMail 電 子 メー ル とニ ュー スの み $36 $19 $57 $228

Dialn'terminal 顧客 のイ ンタネ ッ ト接続ホ ス ト

・システムにのみ アクセスで き

るター ミナル

$36

$36

$19

$19

$57

$57

$228

$228

(注)

・四 半 期 料 金 、年 間 料 金 は、前 納 時 に適 用 される。

・ターミナル・アクセスは、800番 回 線 専 用

・800番 回 線 は、$10/時 間 の料 金 で他 のオプションにも利 用 できる。

・複 数 のアカウントを利 用 する場 合 は、従 量 割 引 を利 用 できる。

・ルータは
、顧 客 サイトに配 置 される。ホスト、ネットワーク、アプリケーションのタイプにより、

GES社 がカスタマイズする。
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表6GES社 のゲー トウェイ接続サー ビスの概要

加入初期費 年会費 年間回線使用料
見積額(参 考)

TigerT1(1.5Mbps) $13,850 $36,750 $10,600

Tiger2T(3.OMbps) $27,800 $49,500 $21,200

Tiger3T(4.5Mbps) $38,500 $64,500 $31,800

Tiger19.2 $13,817 $10,058 $1,600

Tiger56 $9,770 $15,400 $4,700

Tiger128 $13,500 $10,600 $10,600

Tiger256 $13,500 $25,560 $21,560

Tiger512 $13,500 $31,560 $10,600

Tiger56-E $9,700 $10,058 $4,700

Tiger128-E $13,500 $24,000 $10,600

Tiger512-E $13,500 $35,500 $10,600

(注)
・教育関連組織 、非営利組織 には、ゲー トウェイコネ クシ ョン年会費の10%の 割

引が適用 され る。
・加入初期費用 には、全ての必要機器、電話回線敷設、設置予備調査、IPア ドレ
ス ・アプ リケー シ ョン、 ドメイ ン ・ネーム ・アプ リケー ション、接続 イ ンス ト

レー シ ョン、ネ ッ トワー ク ・サー ビス設定 の相談料が含 まれ る。機 器(ル ータ

な ど)は 、顧 客サイ トに配置 され る。ルータは、イ ンタネ ッ ト専用 とし、GE

Sが 保守管理 す る。(費 用 は料金に含 まれる)。GES社 がル ータ管理を行わ
ない場合、月刊 レポー トは配布 されない。 また、 この様 な場合、GES社 はルー

タの保守義務 を一切負わない。
・年会費 には、保守 サー ビス、運用サー ビス、情報 サー ビス、技術サー ビスが含

まれ る。
・年間回線使用料 は、会員 と最寄 りのJvNCnetア クセス ・ポイ ン ト間の リー ス回

線の使用料金
・サー ビス上の問題 の補償 は一切行われない。

1.2.5NETCOMOnline(カ リ フ ォ ル ニ ア 州 サ ン ノ ゼ)

NETCOMは 、 商用 直 接 ア クセ ス ・サ ー ビスで あ る。 この サ ー ビスに よ って、 顧 客 は、 米 国

内の19主 要都市 のイ ンタネ ッ ト接続ホス ト・システムに自社のネ ッ トワー クを接続す るこ

とが で きる。 また、NETCOMは 、 イ ンタネ ッ トへ の ア クセス を 望 ん で い る個 人 ユ ーザ に ダ イ

ヤ ル ア ップ ・ア クセ ス ・サ ー ビスが提 供 され る。

NETCOMの 主要な顧客 は、防衛関連契約に関わ る大手企業、 コ ンピュータメー カ、保 険会

社、半導体 メーカ、投資会社な どである。 これ らの顧客は、支社 との接続や電気通信用の
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ロー カ ル電 話 の提 供 、要 求 対 応型 また は直 接 イ ンタネ ッ ト接 続 の 確立 、ニ ュー ス、電 子 メ

ール
、パ ー ソナ ル ・ダ イヤ ル ア ップ ・サ ー ビスの た めの 接続 にNETCOMサ ー ビスを利 用 して

い る。

この ため 、NETCOMは 、 電子 メー ル、 フ ァイル転 送 、 リモ ー ト ・ロ グイ ン、 ニ ュース供 給 、.

ソー ス記録 、通 信 相談 サ ー ビス 、通 信機 器購 入 割 引な どの サ ー ビスを提 供 して い る。

また 、 イ ンター ネ ッ トへ の ア クセ ス ・ア カ ウ ン トの 保 有 を望 む 個 人 ユ ー ザの た め に、 パ

ー ソナ ル ・ダ イヤ ル ア プ接続 オ プ シ ョンと直接(IP)接 続 オ プ シ ョンが 用意 され て お り、

ユ ーザ は、 適 切 な パ ー ソ ナル ・コ ンピ ュー タ/ワ ー クス テ ー シ ョ ン、 モ デ ム、通 信 ソ フ ト

ウ ェア を準 備 す る ことに よ り、パ ー ソナ ル ・ダ イヤル ア ップ ・ア カ ウ ン ト(シ ェル)、 電

子 メー ルへ の24時 間 ア クセ ス、USENETニ ー ス、FTP、telnet、IRC、UNIX、 その 他 の ユ ーテ

ィ リテ ィの 利 用 が可 能 にな る。 使用 料 は月 額$19.50

な お 、パ ー ソナ ル ・ネ ッ トワー ク接 続(SLIP/PPP)ユ ー ザ は、 個人 の コ ン ピュー タ ・ワ

ー クス テー シ ョを イ ンタ ネ ッ トに接 続 す る ことが で き、 ロー カ ル ・ワー クス テー シ ョ ン環

境 で 、gopher、WorldWideWebど の ネ ッ トワー ク情 報 リソー ス を最 大 限 に利 用 で きる。

月額$19.50+$2/時 間の使 用 料

妻 子NETCOM直 接 ア クセ ス ・サ ー ビス の概要

ア クセ ス ・サ ー ビス
＼ 摘 要

費 用

9600/14400SLIPダ イヤ ル

ア ップ(専 用 ポ ー ト)

クライ ア ン トに対 して 、す べ て のNETCOM

の ロー カ ル ・ ア クセ ス ・ポ イ ン トへ の

ダ イヤ ル ア ップ ・ア クセ ス と 直 接 イ ン

ター ネ ッ トア クセ ス を無 制 限 に提 供

月額$160

19.2KBSLIPリ ー ス 回 線 イ ンタネ ッ トア クセスへの専用デ ジタル

接続 を クライ ア ン トに提供

月額$220

9

56KBリ ー ス回線 高速伝送の必要なサイ ト用 月額$400

T1リ ース 回線 高速伝送の必要なサイ ト用 月 額$1,000

(注)

・NETcoMへ の接 続 は、v.32/v.42bis高 速 モデムとPPPま たはsLIP通 信 ソフ1ウェアを利 用 して、コンビ・一夕・

ワークステーションまたはサーバから行 うことができる。 ルーターはネッ1コムサトに設 置 される。

・クライアントは、 自 分 自 身 の永 久IPア ドレスを保 有 できるので、インタネットユーザは、クライ・アント・サイトとの間 でファイル転

送 を行 な・たり、クライアント・サイ}からtelnetを 送 信 したりできる。
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表8NET()omの 追 加 サ ー ビスの概 要

ドメ イ ン ・サ ー ビス に よる低 容 量 の メール(月10時 間 まで)

USENET、 電 子 メー ル供 給(uucp)

ダ イ ヤ ル ア ップ ・ア カ ウ ン ト(シ ェル ・ア クセ ス)

USENET、 電 子 メー ル、 ダイ ヤル ア ップ(uucp+シ ェル)

月額$25

月額$45

月額$45

月額$60

1.2.6UUNET(バ ー ジニ ア州 フ ォー ル スチ ャーチ)

UUNETは 、 国 内外 の 通信 情 報 サ ー ビス を提 供 して い る国 際 ネ ッ トワ ー ク会社 で あ る。

UUNETのAlertNet(R)ネ ッ トワ ー クは、 イ ンターネ ッ トへ の公 衆TCP/IPア クセ ス ・ネ ッ

トワー クで あ る。

UUNETは 、 以下 の よ うな ダ イヤ ル ア ップ ・ア クセス ・サ ー ビス と専 用 ア クセ ス ・サ ー ビス

を提 供 して い る。

・ トラ ッフ ィ ッ ク ・タイ プの 制 約 な し

・イ ンタネ ッ トサ イ トや その 他 のUUCPホ ス トへ のUUCPメ ー ル ・ゲ ー トウェ イ

・加入者 に対 して は無料で、非加入者 に対 して は非常 に低料 金で提供 され る ドメイ

ン登録

・午前8時 ～午後8時 の顧客サ ポー ト

・年 中無休24時 間体制のオペ レー タ ・サポー ト

・AlertNetの 顧客 に対す るNSFnetア クセス

・サ ー ビスに問題があ った場合 は、1ヶ 月間の使用料金 の支払を免除 され る。地域

の電話会社 に問題が生 じた場合 は、UUNETが 仲介 して対応す る。
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表9AlertNet(R)ダ イ ヤ ル ア ップ ・ア クセ ス ・サ ー ビスの概 要

サ ー ビス 摘 要 加入費用 使用料金

PHONE$HOME
telnetア クセ スを使 用 し、 ロ ーカ ル

UUNETPOPSを 介 して顧 客 自身 の イ ンタ
ー ネ ッ ト接 続 ホ ス ト ・シス テ ムへ の ア

クセ スを提 供 す る。

無料 $2～$12/時 間

UUCP イ ンター ネ ッ トメ ール 、USENETニ ュ
ー ス、UUCPフ ァイ ル転 送

月額$3 $2.6～$16/時 間

AlterDial(SM)

.ダ イヤルアップSLIP/PPPア クセス
。

●v32
、v.42、v.42bisと

互 換 性 のあるモデムが必 要 。

9.6Kbpsも サポート。

・地 球 規 模 でインタネッ1にアクセス

できるNSFnetフ ル・アクセス。

・ 電 子 メール
、USENET二 ・一ス、Gop

her、WAISな どTCP/IP上

で実 行 されるあらゆるサービスへのアクセス

を 提 供

初期
料金

月 額 サー

ビス料 金

使用料金 インタネッ}

メール

&USEN

ETニ ュース

同 時NNTP

セッション,

POPア カウント

クライア ン ト

(個人ア クセス) $99 月額$20 $3～$9

/時 間

月額$10 月額$10

LAN $49 月額$49 $3～$9

/時 間

月額$10 月額$10

(POP)

月 額$20

(NNTP)

専 用 $1,500 月額$250 使用制
限な し

包含 利用不可

1.2.了TELINKSystems(メ リ ー ラ ン ド州 ゲ イ ザ ー ス バ ー グ)

TELINKSystems、Inc.は 、独 立 型 マ イ ク ロ ・ベ ー スのEDI変 換 プ ロダ ク トを供 給 して

お り、1982年 か ら営 業 を 開 始 し、銀 行 、 政府 、食 料 雑 貨 店 、 製造 業 、小売 業 、 運送 業 、 倉

庫 業 を主 な市 場 と して い る。

TELINKシ ステ ム は、 ユ ーザ シス テ ム か らのEDIメ ッセ ー ジをX.12、EDIFACT、 独 自 フ

ォー マ ッ トに変換 す る機 能 を持 つ。 ま た、 イ ンター ネ ッ トへ のE-mailサ ー ビス を提 供 して

い るが 、TELINKシ ステ ムで は接 続機 能 を提 供 す るだ けで あ り、EDIデ ー タの や りと りが

行 わ れて い るか な ど メー ル の 内容 に は関知 して いな い

一26一



図3TELINKの サ ー ビスイ メー ジ

TELINKシ ステ ム

●フ ォーマ ッ ト変換

・メデ ィ ア変換

・速 度 変 換

・プ ロ トコル変 換

X.12

EDIFACT

独 自 フt－マツl

FAX

E-mail(イ ンターネット)

TELINKの ソフ トウェアを使用す ると、会社 と次のEDLTELINKソ フ トウェア諸機能 との通

信が可能 にな る。

●

●

●

ANSIX.12標 準EDI形 式

130-150変 換 セ ッ ト

50-60通 信 イ ンター フ ェー ス

また 、 関連 す る製 品 フ ァ ミ リー、 ソ フ トウエ ア に は次 の よ うな ものが あ る。

(製 品 フ ァ ミ リー)

①TELINK/micro:独 立 型 お よび フロ ン ト ・エ ン ドの 機能 を採 用 した テ ー ブル駆 動 の マ

イ クロ コ ン ピュー タ ・システ ム

②TELINK/sa:効 率 化 され た メニ ュー構造 に よ って 独 立 型 モ ー ドにお け る変換 を行 う。

③TELINK/gw:マ ッ ピング機 能 が あ り、 フ ロ ン ト ・エ ン ド ・ユ ー ザ用 に設 計 されて い

る。

④TELINK/osa:UNIXベ ー ス の システ ム で、 ユニ シ スU6000シ リー ズ ・コ ン ピュー タ用

に設 計 さ れて い る。 ホ ス ト ・ア プ リケ ー シ ョ ン用 に、 ユ ニ シスEDI

ソフ トウ ェア との 間 に継 目の な いEDIゲ ー トウ ェイを提 供す る。

(ソ フ トウエ アユ ー テ リテ イ)

①EDI-MAX:TELINKで 各 種 の デ ー タ形式 設 定 や取 引先 の 間 の コー ド変換 を使用 で き

るよ うにす るデ ー タ ・マ ッパ
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②BRIDGE:TELINKの 固 定 レコー ド ・フ ァイル をあ る リ リー ス形 式 か ら別 の リ リー

ス形式 に変 換 す る。

③HOST"2"HOLD:TELINKと 一 緒 に働 き、 あ る取 引先 か ら受 信 した トラ ンザ ク シ ョ ン ・

セ ッ トを と って 、 別 の取 引先 に コ ピーを送 信 す る。

④SEPARATE:ユ ーザ は 、 イ ンバ ウ ン ドTELINK固 定 レコー ド ・フ ァイ ルか ら指 定 され

た取 引 先 に 関す る トラ ンザ ク シ ョ ン ・セ ッ トを抜 き出 し、 そ れ をパ ー

テ ィー ・コー ドに基づ いて別 の フ ァイ ル に書 き込 む。

1.2.8RAILINC(ワ シ ン ト ンD.C.)

RAILINCは 、EDIお よび業界 データベースをは じめ とす るネ ッ トワー ク ・サー ビスお

よびソフ トウェアを運送業界 に提供す る。

主 に、鉄道業界 を対 象 としてサー ビスを提供す るが、同社 の クライア ン トには海運業者

や自動車運送業者、製造業者お よび配送業者 も含まれて いる。 また、VANも 顧客であ り、

VANは 、それぞれのネ ッ トワー クへの土台 としてRAILINCを 利用 して、RAILINC固 有の

サー ビスを提供 して いる。

サ ー ビスはIBM環 境 を介 して提供 され、購買発注、送 り状 、出荷 レース情報、積荷運

賃請求書、管理 メ ッセー ジの交換がRAILINCEDIサ ー ビスを利用 して行 われている。 クラ

イア ン トの数は400以 上あ り、以下のEDIサ ー ビスが利用で きる。

●

●

◆

◆

◆

RateEDINetwork-ANSIX.12形 式で 自動 関税 情 報 を提 供 。

InterlineSettlementSystem(ISS－ 取 引 相手 間 の 財務 上 の 決算 を容易 にす る。

CarHireDataExchange－ トレイ ン ・カー 、 トレー ラ、 コ ンテ ナの リー ス お よ

び追 跡。 最 近 、 固有 の デ ー タ フ ォーマ ッ ト形 式 か らANSIX.12形 式 に変換 され た。

IntelineServiceManagement－ 貨車 、 トレー ラお よび コ ンテ ナの 位 置 と移 動

を追 跡す る貨 車 デ ー タベ ー ス。

今後 は、EDIFACTの 利 用 が 多 くな る見込 み 。
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表10RAlLlNCサ ー ビスの概要

ダイヤル呼出し

非 同期 デ ー タ通信

Xモ デ ム/yモ デ ム ・プ ロ トコル

1200ボ ー か ら2400ボ ー まで

2進 デ ー タ同 期 通信

2400、4800、9600ボ ー

ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス

非 同 期 基 本料 金:100ド ル/月

2進 デ ー タ同期 通 信 基 本料 金

160ド ル/月

文字 料 金

非 同期 ・1,000文 字 当 た り0.08ド ル

2進 デ ー タ同期 通 信

:1,000文 字 当 た り0.06ド ル

接 続 時 間 料金

非 同期

1200ボ ー:0.62ド ル/分

2400ボ ー:0.75ド ル/分

2進 デ ー タ同期 通 信

2400/4800ボ ー:0.50ド ル/分

9600ボ ー:0.75ド ル/分

専用回線

設備および回線 関連費用 は顧 客が

責任を負 う

接続性
SNALU1、LU6.2

2780/3780同 期

接続 時 間料 金

2400ボ ー:460ド ル/月

4800ボ ー:690ド ル/月

9600ボ ー:920ド ル/月

19,200ボ ー:1,400ド ル/月

保 管 お よ び送 信料 金

初 め の1,000万 文 字 ・395ド ル

1,000万 文字 を越 え る分

100万 文 字 当 た り17ド ル

・IBMのRACF(資 源 アクセス管理機能)が 提供す る安全保護

・カスタマ ・サ ポー ト・セ ンター
一 午前8時 か ら午後8時 までの電話によるホ ッ トライ ン ・サポー ト(た とえば、

一夕追跡)

一 ネ ッ トワーク稼動:年 中無休24時 間体制

一 サー ビスに関す る問題 はサー ビス料金のみに限 り補償

1.2.9SP|(カ リ フ ォ ル ニ ア 州 パ ロ ア ル ト)

StanfordPublicationsInternational(SPI)社 は、 インターネ ッ ト利用 して、電子

メールによる書籍注文サー ビスを提供 している。 このサー ビスで は、書籍の入手可否の決

定、書籍 の注文、書籍注文 の送状作成の手段 と して、 イ ンタネ ッ トを利用 して いる。

サー ビスの利用者 は、 日本の大学、研究機関な どの顧客が大半 を占めている。

サー ビスの仕組 み は、図 のようにSPIが スタンフ ォー ド大学 ブ ックス トアのデ ータ(

常時20万 冊の在庫 、西海岸最大)か ら洋書 データベースを作成 し、AT&TJensが これ を管

理す るとと もに、イ ンターネ ッ トプロバ イダーと しての機 能を提供す る。

利用者側では第一 の店舗 に設置 された端末か ら、デー タを検索 し、その注文を電子 メー

ルでSPIに 転送す る。
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この インターネ ッ トを利用 したEDIの 特徴 は、次の とお りであ る。

・顧 客 の80%はIP接 続 されて い な い た め、独 自にSAMS(SPIAutomaticMailbackSystem)

を 開発

・SLIPダ イヤ ル ア ップ回 線 を使用 して い るた め 、 ル ー タが 不必 要

・コ ン ピュー タ お よび周 辺機 器 は、 マ ッキ ン トッシ ュで統 一 され て お り、 これ に よ って既

存 の サ ー ビスが 利用 で き、教 育 の 簡 素化 や ソー スのエ デ ィ ッ トが容 易 にな って い る。

・日本語 に よ る電 子 メール や請 求 書(大 学 ・省 庁 書式 、 見積 り ・納 品書)に よ り、 言 葉 の

障 害 か ら開放

図4SPlの ビジネス構造

注文

検索

注文 ・請求

デ ー タ

ベ ー ス

AT&T

Jens

ス タ ンフ ォ

ー ド大 学 ブ

ックセ ンタ

ー イ ンタ ー ネ ッ ト
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1.3イ ンタ ー ネ ッ トの 今後 の展 開 と課 題

1.3.1商 用 イ ンタ ーネ ッ トの拡 大

商用 インターネ ッ トの基本的なサー ビスは、VANサ ー ビスで ある。 しか し、一般的な

VANサ ー ビスは業界(あ るいは企業 グループ)に 閉 じたサー ビスであ り通信 プロ トコル

もSNA、DNA、FNAな ど個別 メーカのネ ッ トワー クアーキテ クチ ャを利用 して いる。

一方 、イ ンターネ ッ トは、TCP/IPと いうよ りオープ ンな、国際間およびび業界横断

的利用が容易 なネ ッ トワークプロ トコルを採用 して いる点 にその大 きな違いが あ る。

即ち、 イ ンターネ ッ トはVANサ ー ビス と比較 して次の利点 を持 って いる。

・不特定多数 の相手 と通信 できる。

・ネ ッ トワー クに接続 された様 々なデータベースにアクセスで きる。

(注:商 用データベースへの アクセス料金が安 い訳ではな い)

・国内接続 と国外接続 に料金格差が ない

この ことか ら、米国での接続 ネ ッ トワー ク増加率 は10%/月 という飛躍的な増 加を見

せてお り、ネ ッ トワー クの スケールメ リッ トにより、 この傾 向は一層進 む もの と思われ る。

1.3.2EDlサ ー ビスへ の応 用 課 題

イ ンタ ーネ ッ トを ベ ー ス とす るEDIサ ー ビスは 、 セ キ ュ リテ ィ問 題 な ど幾 つ か の 課 題

を か かえ て お り、 イ ンター ネ ッ トの ベ ンダ ー ・ユ ー ザ団 体 で あ るInternetsocietyの 技 術

ワー キ ング グル ー プ が現 在 、 実用 化 に向 け検 討 を重 ねて い る と ころで あ る。 カ リフ ォルニ

アで 洋 書 販売 デ ー タの交 換 を 実施 して い るパ イ ロ ッ ト的 な シス テ ム(SPI:Stanford

PublicationInternational)な ど も出現 して い る。

しか し、 イ ンタ ー ネ ッ トを利 用 した 本格 的EDIサ ー ビスは 米 国で もこれか らの テ ー マ

で あ り、調 査 の結 果 、 「ア ドレスの 枯 渇 問題 」 の み な らず 、 次 に示 す 多 くの課 題 を抱 えて

い る こ と も事 実 で あ る。
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(1)セ キ ュ リテ ィ

ネ ッ トワー クの特 性 か らセキ ュ リテ ィ を確 保 で きな い こ とを配 慮 し、 商用 イ ンター ネ ッ

トで は、 その こ とをの"ServiceTermsandConditioh"に 明記 して い る。

一ーー一(ffFil1:PSILIK)

"U
seofanyinformationobtainedviathisserviceisatcustomer'srisk.

PSI,Inc.specificallydeniesanyresponsibilityfortheaccuracyor

qualityofinformationobtainedthroughitsservices."

日本国内でサー ビスを提供 して いる商用 インターネ ッ ト業者 も、同様 の 「加入規約 」を

明記 してい る。

(修 元」2:InterSpin)

・「弊社 は、加入者がInterSpinネ ッ トワー クサー ビスによ って得 る情報の正確性

完全性、有用性 を保証 いた しませ ん。 また、InterSpinネ ッ トワー クサ ー ビス

の使用 により加入者 に発生 した いかな る損害 にっいて も、弊社 は責任 を負 いま

せん。 」

したが って、イ ンターネ ッ トベースのEDIに より企業間商取引を行 うため には、接続

相手が確か に事前 に取 り決めた相手であ ることを確認(=認 証)す るとともに取引データ

の暗号化などによ るセキュ リティを確保す る必要があ る。 この問題 に対す る具体的対策 と

して、 「INTNETcom'94Conference」 での議論では、認証機能 の実現のため、

今後ITU-T勧 告(旧CCITT勧 告)のX435(Pedi)の 採用が有 力視 されて

いた。

また、EDIの 実用化に熱心なSprintLinkで は、MITの プ ロジェク トが開

発 した、 「ケルベ ロス(Kerberos)分 散 セキ ュ リティシステム 」を採用す る予定である

と している。
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〔補足〕

「イ ンターネ ッ ト」 はネ ッ トワーク全体 を管理す る組織がない、いわゆ る 「草の根 」 ネ ッ

トワー クである。 この考 え方(一 交換機 をユーザが運用)が ユ ーザの間 に存在す るか ぎり、

信頼性が要求 され る商用 サー ビスにこのネ ッ トワークを本格的 に活用す ることは、危険を

孕んで いると言われ る。例 えば、1988年 米国で、 コーネル大学の大学院生が発 したウイル

スが 「イ ンターネ ッ ト」を介 して、約6000台 のUNIXマ シンに感染 し、数 日間 「イ ンタ

ーネ ッ ト」が全米規模で使用不能 になった事件(「 イ ン夕日ネ ッ トワーム事件」)が あ る
。

今後 も、UNIXマ シンをベ ース とす る 「イ ンターネ ッ ト」の 「オープ ン性」およびボ ラ

ンティアベースの ネ ッ トワー クの運用 ・管理 か ら考え ると、 この様な トラブルが再 発す る

可能性 は否定 し得 ない。即 ち、ネ ッ トワー クの 「オープン性 」 と 「信頼性 」は トレー ド・

オ フの関係にあ るといえ る。

セキ ュ リティを考慮 したEDIの 国際標準規格で あるX435(Pedi)で は、 メー

ル(X400:MHS)に よ りEDI情 報 を送信 ・受信す る上 で必要な 「メッセー ジ素性

認証」、 「素性の否認不能 」、 「発信 ・受信証明」、および 「発信 ・配信 の否認不能」な

どのセキ ュ リティ機能を暗号化技術 を利用 して実現 してい る。

イ ンターネ ッ ト上 にMHSを 実現す る方式 は技術的 には可能 といえ るが、国際標準 と し

て実現可能 かど うか、今後の動 向を注 目す る必要があ る。 また、 メールの送信相手の 「宛

先名」の検索 などのため、ITU-T勧 告X500(デ ィ レク トリ)の インターネ ッ ト上

への実装が議論 されて いる。

(2)ル ーテ ィングプ ロ トコル

「インターネ ッ ト」 は"ネ ッ トワークのネ ッ トワーク"と いわれて いる様に、広域 に接

続 されたネ ッ トワークであ り、 グローバ ルな国際間通信が可能 である。 しか し、 この ネ ッ

トワー ク間接続を実現す るルーテ ィングプ ロ トコルの国際統一規格 はまだ存在 して いない。

したが って、複数のネ ッ トワー クを介す る通信 は、現在の ところ非効率的なデータ転送 を

行 ってお り、今後、効率的 にデータを転送す るためには、ルーテ ィングプロ トコルの標準

化が必要 といえ る。

〔補 足 〕

ネ ッ ト ワ ー ク 間 の ル ー テ ィ ン グ プ ロ トコ ル はIRP(InternetRoutingProtocol)、
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EGP(ExteriorGatewayProtcol)及 びBGP(BorderGatewayProtocol)な ど幾 つ か

の プ ロ トコルが 既 に提 供 され て お り、 各 ドメ イ ンの 管 理者 は接 続 相手 との 個 別取 決 め によ

り何 れ か の プ ロ トコル を選 択 して い る。 既 に、 商用 イ ンター ネ ッ トサ ー ビス業者 の団 体 で

あ るCIX(CommercialInternetExchange)グ ル ー プで は、 この ル ー テ ィ ングプ ロ トコ

ル を統 一 す る こと に よ り、 商 用 ネ ッ トワー ク間接 続 を実 現 して い る。

今 後 、 米 国 で は、NSF(NationalScienceFoundation)が 中心 に、 この プ ロ トコルの

国家 的統 一 を達 成 出来 るか ど うか が 、NII(NationalInformationInfrastructure)構

想 の一 部 で あ るNREN(NationalResearchandEducationNetwork)を 成 功 させ る鍵 に

な る と言 わ れ る。

(3)学 術 ネ ッ トワークとの接続調整

商用 ネ ッ トワー クが学術情報 ネ ッ トワークと接続す ることによ り、 コマー シャル情報が

大量 に学術研究ネ ッ トワー クに入 り込む危険性がある。米国で も、NSF(学 術情報 ネ ッ

トワー ク提供団体)側 は、CIX(商 用 イ ンターネ ッ ト提供団体)と の接続 を拒んでいる。

しか し、学術 ネ ッ トワークの利 用者 か らも、物品の調達要求時に コマーシャル情報を得 る

メ リッ トも存在す る。学術研究 ネ ッ トワー クは、税金(国 民の負担)で 賄われているシス

テムのため、エ ン ドユーザ(研 究者な ど)は コス トに対す る負担感覚 がない。 どの様 に、

システムを相互 に接続す るかが、今後 のテーマであ る。

〔補足説明〕

基本 的に、上記 の問題 は、業務用の電話の私用規制 と同様 、利用者のモラル(AUP:

acceptableusepolicy:別 紙2)に 依存す る部分が あり、今後の 「イ ンターネ ッ ト」の

拡大 と、そこか ら発生す る問題 は、過去 に電話機が業務用か ら家庭用 に普及 して い った時

代 に発生 した問題に類似 してい る面が あ る。ただ、イ ンターネ ッ トに接続 されたパ ソコン

は、業務用電話機 よりもプライベー トな利用が容易である点 にその違 いがあ る。

また、 この問題 は、商用 ネ ッ トワー クは企業お よび個人の負担で賄 われて いるシステム

で あが、学術情報 ネ ッ トワークは 「アカデ ミックデ スカ ウン ト」の世 界であることに も問

題が潜んでい る。参考 まで にNSFNETの 標準利用規約を次に示す。
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(参考)

NSFNET標 準利用方針

NSFNETは 、固有 の資源へのア クセスと共同作業の機会 を提供す ることによって、

米国内に お ける研究お よびその他の学術活動を支援す ることを目的 と して いる。

本書では、NSFNETの 基本機能の標準的な利用方法にっ いて説明す る。本書 は、基本

機能の利用法の論点 を扱 うことだ けを 目的 としてい る。各種の中 レベルのネ ッ トワー

クで は、 この基本機能 に矛盾 しない独 自の トラフィ ック利用法が定式化 され る もの と

予想 している。

(1)い かなる利用 も、NSFNETの 目的に一致す る ものでなければな らない。

(2)こ の方針の意図す るところは、NSFNETの 目的 と一致す る特定 の利用法を明確

にす ることであ り、考え得 るすべての利用法を徹底 的に列挙す ることで はない。

(3)NSFNSFNETProjectOffice(NSFNSFNETプ ロ ジ ェ ク ト ・オ フ ィス)は 、 あ る

利 用 法 がNSFNETの 目的 に一 致 す るか しな いか を 随時 決 定 す る ことが で きる。

そ の決 定 は、NSFNetworkingandResearchandInfrastructureDivision

AdvisoryPanel(NSFネ ッ トワーキ ング&調 査&イ ンフ ラス トラ クチ ャ部 門 諮

問委 員 団)と ユ ー ザ ・コ ミュニ テ ィの双 方 に報 告 され る。

(4)利 用法がNSFNETの 目的に一致 して いる場合 には、 その利用を直接支援す る活動

はNSFNETの 目的に一致す る ものとみなされ る。たとえば、研究 や指導に必要な

支援 インフラス トラクチ ャのための管理通信 は妥 当で あるとみなされ る。

(5)米 国における研究または指導の非営利機関で行われる研究または指導の支援で

の利用は、妥当であるとみなされる。

(6)米 国における研究または指導の非営利機関のための研究または指導活動の一部

またはそれを支援するプロジェク トへの利用は、たとえその使用関係者の一部

またはすべてが別の場所に配置または雇用されている場合で も、妥当であると

みなされる。

(7)米 国における研究 または指導の営利機関によ る商業活動への利用 は、妥 当であ

るとみな され る。

(8)研 究 ま た は指導 の営 利機 関 にお け る研 究 また は指 導 へ の利 用 はNSFNETの 目的 に

一 致 して いて も
、 して い な くて も構 わ ず 、 ケ ー スバ イケ ー スでNSFProject

Officeで 再 検討 され る。
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(4)シ ステム監査用データの確保

商取引行為を成立 させ るためには、会計監査および システム運用監査などの 「システム

監査 」のベースとなる"監 査証跡"の 確保が必要であ る。今後 、 この監査証跡を如何 に確

保 して行 くかが インターネ ッ トと接続す るホス トシステムの課題である。

〔補足〕

システム監査は米国で は以前 よ り、会 計監査などに適用 されてお り、大規模 システ ムに

おけ る"監 査証跡"の 確保 は"自 明"の ことであ る。従来のEDIサ ービスで はホス ト(

orVANセ ンタ)セ ンタに取引データが蓄積 されてい るため、 システム監査 に必要 な情報

が確保 出来たが、イ ンターネ ッ トではユ ーザの システムが直接相手 と接続す るため、中継

ホス トが存在 しない。そのため、上記 の問題が発生す る。一方、 日本で はまだ、会計 監査

の資料 はペ ーパーが原則であ り、既存 システムで もこの問題

(="監 査証跡"の 確保)は 大 き くな っていない。

1.3.3今 後 の イ ンタ ーネ ッ トへ の対 応 課題

上記 、米国の状況を踏まえ、 日本国内にお いて、 イ ンターネ ッ トの普及やイ ンターネ ッ

トベー スのEDI環 境を実現す る上での今後の考 えかたを整理 してみ る。

(1)技 術 ・利 用動 向調 査

上 記 課 題 に対 す る検討 は、InternetSociety配 下 のIAB(InternetArchitecture

Board)と 、 その下 部組 織 で あ るIETF(InternetEngineeringTaskForce)な どで技

術 問題 を検討 中で あ り、今 後 、 商用 イ ンタ ーネ ッ トの 利 用動 向 を調 査 継続 して い く必 要 が

あ る。

② 将来的バ ックボー ンネ ッ トワークの構築

イ ンターネ ッ トをEDIな どの商取引で利用す るためには、 トラピックの ピークに対応

した基幹 ネッ トワークの設計 ・維持管理を行 う組織が必要 であるが、現在、国内で は米国

のNFSやCIXよ うなネ ッ トワー ク間接続を管理す る組織 は存在 していない。 その結果、
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複数 のネ ッ トワークを横断す る通信で は、 トラ ピックの ピー ク時 には レスポ ンスが保証 さ

れない面があ る。今後 、国内の商用 イ ンターネ ッ トが拡大す ることが予想 され るため、学

術ネ ッ トワー クとは別 に商用 のネ ッ トワー クを接続す るための 「高速バ ックボー ンネ ッ ト

ワーク」の構築 とオフィスまでの光 ファイバーの施設環境 の整備 が必要 といえ る。

(3)将 来的イ ンタラ クテ ィブEDI環 境 の整備

今後のEDIの 利用拡大 に伴い、従来の メッセー ジあ るいはフ ァイルの一括転送 を前提

と したバ ッチEDIの みな らず、 リアル タイムな トラ ンザ クシ ョン処理に対応で きるイ ン

タラクテ ィブEDIを 「イ ンターネ ッ ト」で実現可能か ど うか、検討 して行 く必要があ る。

〔補足〕

今回の調査 した範 囲で は、複数のネ ッ トワー クを横 断す るイ ンタラクティブEDIの 実

現性 は現在の ところ、難 しい との見解 が多か った。その主 な理 由は、以下の通 り。

① イ ンターネ ッ トはIPプ ロ トコルをベースとしてお り、 「コネクシ ョンレス」 タイ

プの プロ トコルであ るため、ユーザ管理 のホ ス トシステム内でTCP機 能(デ ー

タエ ラー処理やパ ッケ ッ トの順序制御な ど)を 実装 しなければな らずオーバ ヘ ッ

ドが多 くな る。

②"ク イ ックレスポ ンス"を 保証す るためには、マルチメデ ィアを指向す る高速 ・高帯

域基幹網(バ ックボー ン)の 構築(ATMの 導入)とFTTO(Fiber-to-The-Office)の 実

現環境が必要で ある。

即ち、 コンピュータ市場の7～8割 を占め る座席予約 システ ムやバ ンキ ングシステムな

どに代 表 され る 「オ ンライ ンリアル タイム システム」 は、専用線をベースと し、IBMな

どの プロプライア タ リな製品の世界である ことが、暗黙の合意 と して関係者の間で認識 さ

れて いる様であ る。

また、米国で は、現在のバ ッチEDIに っ いては、将来EDIFACTに 移行す るだ ろ

うと関係者 は公言 しているが、具体的移行 スケ ジュール は持 っていない。 また、ANSI

のEDI規 格であ るX.12の メンテは近 い将来、中止す ると宣言 してい るが、X.12

ベ ースの インタラクテ ィブEDIの 標準化 の検討に入 って いる。

EDIサ ー ビスを提供 して いるベ ンダに確認 した範囲で は、米国企業がEDIFACTに
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移行で きるか どうかは 「個 々のユ ーザの判断に依存す る」との立場を とってお り、今後E

DIFACTが 普及す るかどうかは不透明であ る。
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2.米 国 に お け るCALSの 現 状

2.1CALSの 歴 史

(1)登 場の背景 －DoDの 抱 える問題の深刻化

CALSは 、1980年 代半ばよ り米国の国防総省(DepartmentofDefense:DoD)が 中

心 にな って進めて きたペ ーパー レスシステム化による業務合理化計画であ る。紙の洪水に

音をあげたDoDが1985年 に提唱 した もので、当初 はComputer-Aided-LogisticsSys-

tems(コ ンピュー タによる後方支援)の 頭字語であった。

1970年 代か ら80年 代 にわたってDoDは 以下のよ うな問題を抱 えてお り、それは加速度

的 に深刻 さを増 して 自動化、電子化、高度情報化を図 ることが必然 の状況 にあ った。

・後方支援 コス トの増大

・ライ フサ イ クル コス トの早期明確化の必要性

・資料(ペ ーパ ー)の 増加 による管理 ・運用の重負荷

兵器 システムは、先端技術の導入 に伴 い、文書管理 も膨大 で複雑 さを増 し、 この ままで

は国家の安全管理 に も影響 を及ぼ しかねない と懸念 され る状況 にあ った。例 えば、米空軍

のB1爆 撃機 のマニ ュアル文書 は機体 よ りも重 いとか、AEGIS艦 はマニ ュアルの重量

で喫水が数 セ ンチ も下が るとい った話 も伝え られた。実際、 巨大 プロジェク トで要す る ド

キュメ ン ト類 は天文学的な数量で、宇宙 ステー ション 「フ リーダム」の概念設計 で も、87

年 の1年 間だけで、186万 ペ ージの技術資料が作成 され、 これが250セ ッ ト印刷 されたとい

う。紙の量 もさる ことなが ら、文書 の内容 と実 際に作 られて いるハ ー ドウ ェアや ソフ トウ

ェアとが一致 して いるか どうかといった コンフィギ ュレーシ ョン管理 や故障時の迅速 な対

応 とい った面 で、人間の側 の対応能力が追 いつかな くな って きていた。

CALS計 画が発案 された当時 は冷戦構造の終焉前で、 レーガ ン政権が83年11月 に提唱

した戦略防衛構想(SDI)、 いわゆ るスター ウオーズ計画が背景 にあ り、 その開発費用

が膨大なだけに軍需調達 コス トを切 り詰 める方針が打 ち出 されていた。 その方策 と して 、

DoDと 防衛産業界 との間の調達業務 を電子化す ることで、原材料 か ら納入 に至 るまで の

全費用(ラ イフサ イクル コス ト)と リー ドタイム(発 注か ら納入 まで の期 間)を 管理す る
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発想が生 まれた。

折 しも産業界 においては、情報技術の活用 に新 しい波が押 し寄せていた。特 に、エ ンジ

ニア リング分野におけるワー クステー ションの導入が軌道 に乗 り始 め、政府契約(受 注)

企業 において も調達業務の側面 か らばか りでな く電子化の流 れに対応すべ き状況 にあ った

と言 える。

コンピュータを利用 して情報の提供媒体 をオ ンラインや光磁気媒体に変え、調達業務 と

保守運用 プロセスの各段 階で発生する情報の標準化を図 り.、デ ィジタル ・フ ァイル交換標

準 に基づいたデータベースを構築 して再利用を可能 と し、官民(DoDと その受注企業)

で情報を共有す る。電子媒体への変換 によるペーパ ー レス化 は、兵器 システムの調達 ・運

用 の トータルな ライ フサ イクル コス トを削減 し、時 間を短縮す る合理化 目標を達成す る。

これがCALS計 画の 目的であ り、後述 す るよ うにその名称や コンセプ トは徐 々に変化 し

て きて いるものの、 この基本線 は変わ らない。

(2)10年 の経 緯(主 要 な動 き)

CALSの 開始 は、1985年9月24日 、 時 の 国 防副 長 官WilliamH.Taftの タ フ ト ・メモ ラ

ンダ ム 「コ ン ピュー タ に よ る後 方 支援 」 の公 布 によ る。 その前 年 よ り、官 民 の タス クフ ォ

ー ス に よる研 究 が進 め られ 、紙 ベ ー スの兵 器支 援 体 制 を電 子 化 し、高度 に統 合 され た運 用

シス テ ムに変 更 す るた め、80年 代 末 まで にDoDと の 契約 に はCALSを 適 用 す るよ う勧

告 す る旨の提 言 が 出 され た。 これ を高 く評 価 したTaftが 方 針 を承 認 し、 これ を受 けてDo

D内 にCALS政 策 課 が新 設 され た。 翌 年 に は産 業 界 の 支援 組 織 と してCALS/CE-

ISG(lndustrySteeringGroup)がNSIA(NasionalSecurityIndustrialAssoci-

ation:米 国 防衛 産 業協 会)内 に設 立 され た。 この段 階 か らCALSコ ンセ プ トは、 当初 の

"運 用"だ けで な く
、"設 計"、"製 造"、"支 援"が 付 け加 え られてComputer-aided

AcquisitionandLogisticsSupportと 称 され る よ うに な る。以 降、 官民 合 同の 作業 に

よ りCALS開 発 方針 が作 成 され 、1988年8月 に タ フ ト ・メモ ラ ンダム 「コ ンピ ュー タに

よ る調 達 と後 方 支 援(調 達 仕 様 化)」 が 下 院 予算 委 員 会 に提 出 され 、承 認 され るに至 った 。

これ を受 け て 、 同年12月 に は、CALS開 発 の基 本 に な るMIL-HDBK-59(CALSプ ログ ラ

ム開 発 ガ イ ド)が 作 成 され た。MILと は ミリタ リー、HDBKと はハ ン ドブ ッ クの 略称 で あ る。

同年 に はCALSEXPOも 開始 され た 。NSIAの 主 催 に よ る もので 、CALS活 動 の1年 間

の成 果 を発 表 し、情 報 交 換 を行 う国際 会 議 ・展 示 会 で あ る。 以 後 、毎 年 、 場所 を変 え て 開
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催 され て お り、 第6回 目のCALSEXPO'93は 昨 年11月1日 ～4日 に か けて ジ ョー ジア州 ア ト

ラ ンタ市 で 開 かれ 、 出展100社 、参 加 者3000名 とい う規 模 に発 展 して い る。 この 間、CA

LSは 米 国 内 に と どま らず、 他 国 の 関心 も集 め て、1990年 にはCALSEUROPEが 、1991年 に

はCALSAustralia(92年 か らはCALSPacificと して 開催 。 国 防省 主 導)が 始 ま った。CALS

EUROPEは 、AECMA(AssociationEuropopeennedesConstructeursdeMaterielAe-

rospatial)、CALSinEuropeSpecialInterestGroupな どの共 催 と各国 の 国 防 省 の支 援

で 、90年 の英 国 を皮 切 りに91年 オ ラ ンダ 、92年 フラ ンス、93年 ドイ ツで 開催 され て い る。

1990年 代 に入 る とと もにCALSは 国 際化 しは じめ 、 同時 に、 米 国 内 に お いて もDoD

と防 衛産 業 間の 専有 物 で は な く、政 府 全 体 に普及 拡大 す る動 きが 顕 著 に な って きた。Do

Dと 商務 省(DepartmentofCommerce:DoC)がCALS普 及 に協 力 す るMOUに 調 印

し、 米 国製 造 業全 体 の 競争 力 強 化 の た め の ア プ ローチ の色 彩 が 強 ま った。 他 の 政 府行 政 機

関 にお いて も、行 政 文書 の電 子 化 にCALS(SGMLベ ー スの 文 書 交換)を 利 用 す る省

庁 が増 え、 各 種 申請 業務 にCALS採 用 を義務 付 け るに伴 い、民 間 に もCALS市 場 が 形

成 され るよ うにな って きた。

1991年 に は一 般 会 計報 告 書 の指 摘 に よ りDoD長 官 室 にCALS管 理 事 務 局 が 設 置 され 、

DoCの 標 準技 術 院(NationalInstituteforStandardsandTechnology:NIST)に

お いて は、 製 品 デー タ交 換(ProductDataExchange:PDE)の 普 及 活動 が 開 始 され た。

翌92年 に は、技 術情 報 サ ー ビス セ ンタ ー(NationalTechnicalInformationService:N

TIS)にCALS/CE情 報 セ ンタ ーが設 立 され、 ホ ワイ ト商 務 次官 がrCALSで 米

国 製 造 業 を再 生 」 し 「中 小企 業 へ 展 開 」 して い く方 針 の 発言 を行 った。 国 防関 連 予算 が 大

幅 に削 減 され る中 に あ ってDoDのCALS予 算 は92年 の1.8億 ドルか ら93年 に は3.7億 ド

ルへ と倍増 され 、CALSは 産 業 競 争 力 の 向上 の ため の ツー ル と して軍 需 技 術 の 民需 転 用

の 好 例 との位 置付 け を与 え られ た よ うで あ る。 現在 、CALSの 力点 は 、DoD内 部 イ ン

フ ラ と して の後方 支 援 か ら、DoDを 含 む行 政 府 お よび民 間 の調 達 関連 へ と移 って きて い

る。

産 業 ビ ジネス の世 界 でCALSの 展 開 を と らえ る とそ の範 囲 は 国 内 に とど ま らな い。 そ

こで 、CALSの 国 際化 が 新 しいテ ー マ と な り、諸 国へ の参 加 呼 び か けが 始 ま った。 投 資

効 率 の 優 れ た 高度 情報 化 プ ロ ジ ェ ク トと して 、電 子情 報 交 換 の た め の国 際 的 な 標準 化 活 動

と して 、 また ビ ジネ ス ・プ ロセ ス ・リエ ンジニ ァ リング(BPR)の ツ ー ル と してのCA

LSの 効 用 が謳 わ れ 、 さ らに は 、来 世 紀 の 製造 業=仮 想 事 業 体 の プ ロ トタ イ プ と して のC
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ALSビ ジョンが掲げ られて いる。

以上のCALS10年 の歩 みを表1に まとめた。

表1CALS10年 の歩み

1984

1985

同.9

同

官民 タスクフォース

↓

CALS提 言

↓

CALSプ ロジェ外開始

DoD内 にCALS政 策課を新設

1986CALS/CE-ISGを 組 織

(IndustrialSteeringGroup)

1988.2DoDは 、文 書 作 成 の標 準

化技 術 と してMI七M-20081B

(SGML)規 格 を採用

同.8下 院予算委員会 にタフ ト・
メモ提 出

下院承認

「兵 器 システムの取得 と後方支援改善のための コ
ンピュータ利用に関す る研究」開始

80年 代 の終 りまで にDoDと の契約 にCALSの
適用 を勧告

タフ ト(DoD副 長官)が 提言 を高 く評価 し、
タフ トメモラ ンダム(覚 書 「コンピュータによる
後方 支援 」)が 公布 された。 これがCALS実 現
の発端 とな る。

産業界の支援組織 と してNSIA(米 国防衛産
業協会)内 に設置。民間にお けるCALS普 及 ・研
究団体 と して200社 、1000名 以上が参画

文書電子化の表現形式。DoD契 約企業 は全 ての
ドキ ュメ ン トのSGMLで の作成 を義務づけ られ
る。

タフ ト覚書 「コンピュータによる調達 と後 方支援
(調 達仕様化)」

①全ての開発計画 はCALS構 想を包含す る
②進行中の開発 プロ ジェク トは納入文書をデ ジタ

ル化す る

③今後着手す る開発 プロジェク トはCALS仕 様
を適用す る

同.12CALSfuグ ラム開発 ガイドの作 成(MIL-HDBK-59)

同 CALSEXPO開 始

1990CALSEUROPE開 始

同

1991

同

1992

同

DoDとDoCがCALS普 及に協力

す るMOUに 調印

DoD長 官室にCALS管
理事務局設置

DoC/NISTのPDE(Product

DataExchange)普 及 活 動

DoC/NTISにCALS/CE情 報 セ
ンタ ー設 立

CALS予 算倍増

同.11ホ ワイ ト商務次官発言

1993DoC内 にCALSプ ロジェク}推進
の た めの専 門 部 署 設 立

同.11CALSEXPO'93(第6回 目)

国防関連産業の情報交換の場

DoDの 専有技術で はな く、政府全体 に普及拡大

92年 の1.8億 ドルか ら93年 の3.7億 ドルへ

rCALSで 米国製造業 を再生 」、「中小企業へ展開」

①CALSコ ンセプ トの拡張 と具体化②
CALSの 国際化
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(3)安 全保障 と科学技術戦略

CALSの 歴史を米国の防衛戦略 と世界の安全保障の動 きに照 し合わせて考えてみ ると

次の ことが言 えよ う。

CALS発 案 当初 は米 ソニ大国 による冷戦構造下にあ ったが、1985年 には ゴルバチ ョフ

が ソ連共産党の書記長 と,して登場 した。米 ソの関係改善 は、軍縮交渉の紆余曲折を経 て、

87年12月 に中距離核戦力の全廃条約(IMF条 約)に 調印、89年12月 のマル タでの ゴルバ

チ ョフ=ブ ッシュ会談で冷戦 は終結 を迎えた。 ゴルバチ ョフの登場以来、米 ソ間の緊張が

緩み、米国の防衛戦略が冷戦終焉後の軍縮 ・安全保障を見据えた ものに変化 してい くの は

自然であ った。87年 にはスターウオーズ的色彩が強か ったSDI構 想が修正 され、比較 的

低 コス トで既存の技術 で実現可能 な兵器を3段 階に区分 して配備す るとした。

米 ソの緊張のバ ランスが崩れた後 の世界では、新たな地域紛争や宗教 ・民族の対立 が噴

出 し、反資本主義のイデオ ロギーも使命を失 った。軍事超大国 ソ連の脅威が凋落す る中で、

1990年8月2日 にイラクが クェー トに侵攻 し、湾岸紛争 が始 まった。翌91年1月 、 ブ ッシ

ュ大統領 は、GPALS(GlobalProteetionAgainstLimitedStrikes:限 定的攻撃 に対

す るグローバル防衛構想)を 発表 した。GPALSは 、数百個の弾頭か らなる限定 された

攻撃に対 して高 レベルの防衛 を提供す る ミサイル迎撃 システムである。冷戦終焉後 の国際

情勢に対応 してSDIの 方向修正を した もので、第三世 界に拡散 した弾道 ミサ イルの潜在

的使用の高 まりに備えた ものであ った。 同1月17日 、欧米軍 を主力 とす る多国籍軍 はイラ

クに対 して開戦、 イラク軍を クェー トか ら撤収 させ、 イラクの軍事 ・産業施設 を破壊 して

2月28日 に停戦 に至 った。湾岸戦争の是非の議論 は別問題 と して、 ここで世界 の注 目を集

めたのは、米国の高度 に情報 システム化 された兵器 とテ レビメディアを介 して見 た"軍 事

の情報化"の 強烈 な印象で あった。

1985年 に始 まったDoDの イ ンフラ近代化政策の一環 として高度情報化のための重点施

策が進め られ、中で もCALS関 連予算 は92年 より急増 し始めている。通常の国防予算 が

漸減 しているのに対 して 、投資効果の高 さを期待 されていることが うかがえ る。92年7月 、

DoDは 新 しい国防科学 ・技術戦略(DefenceScienceandTechnologyStrategy)を 明 ら

かに した。その3本 柱 と して、

① 第一線兵士 と開発担 当者 との緊密な フィー ドバ ック/フ ィー ドフ ォワー ド

② 飛躍的 に発展 す る情報技術の管理

③ 新技術の徹底 的な実証
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を掲げており、プログラムの焦点の中 に 「経費節減のための技術」が加え られてい る。 さ

らに、将来の軍事的ニーズにとってのキ ーテ クノロジーと して、次の11の 分野を選定 して

い る。

コンピュータ、 ソフ トウェア、セ ンサ、通信 ネ ッ トワーク、電子デバ イス、環境 シ ミ

ュ レーシ ョン、材料 ・製造法、エネルギー備蓄推進装置、エネルギー変換、 自動設計 、

ヒューマ ン ・システム ・イ ンタフェース

以上の ことか らも、米国の防衛戦略上 、情報技術の活用がいかに重視 されて いるかが見

て とれる。

その後、93年4月 に発表 された クリン トン政権初 の予算教書 において も 「技術的に優れ

た戦力の確保」が強調 され、技術向上へのバ ックア ップおよび兵器生産施設維持のための

産業基盤の支援、 また、軍事技術の優位性を確保す るとともに米国の経済成長を支援す る

ための汎用技術 に力点が置かれて いる。国防科学技術戦略を これまでの総花形か ら重点指

向型へ と転換することで、国防予算緊縮への対応を図 って い くと見 られ る。同年5月 には

SDIの 中止を決定 し、同時に、一今後 は、TMD(戦 域防衛)、 次 いでNMD(ア メ リカ

本土防衛)に その開発努 力を集中す ることを明 らか に して いる。

CALSはDoDの 高度情報化のための イ ンフラ整備のみを 目的 とす るもので はない。

米国の産業の国際競争力の向上をその前提 とす るものである。CALSEXPO'93に おいては、

む しろ後者 に重点が移 った ことを印象付 けた。 これまで10年 の技術開発、 ノウハ ウの蓄積

もDoDに あ り、国防の対GNP比 率 か ら見て も、防衛産業の裾野の広 さか らい って も、

DoDの 影響力が依然 と して大 きいことは明 らかである。 しか し、今後 のCALSプ ロジ

ェク トの推進 にあた って は、現政権 におけ る全米情報基盤整備構想(NII)と の連携が

重要 であり、DoC/NISTの 役割 と産 業界 との協調が重視 され る。
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2.2CALSと は何 か

CALSと は何 か。一言ではなかなか説明 しに くい包括的な概念であ る。前述 した よう

に、CALSの 歴 史 はDoD主 導で展開 しっっ、DoCや 他 省庁の行政業務の電子化 に活

用範囲が広が り、政府 と取引のあ るベ ンダー企業や各種 申請義務のある企業を中心 にCA

LSの 導入が図 られて きた。 そ して今 日、政府調達実績を持つ企業が、CALS開 発の ノ

ウハ ウを一般企業に向けて ビジネス展開す る動 きが出て きた。政府 もCALSの 普及促進

を図 り、CALS共 用資源セ ンター(CALSSharedResourceCenters:CSRC)を 設置

す るなど積極的な施策展開を図 っている。

CALSは 、政府内部、政府 と民間の連携、民間の3分 野で、 しか も世界規模で推進 さ

れ、やがて継 目な く統合 された電子的情報環境 が形成 され ることを 目指す ものであろ う。

それはCALSEXPO'93で 新 たに示 された ビジョンに明確に表れて いる。

(1)CALSの 基 本 コ ンセプ ト

1988年 に作 成 され たCALSプ ロ グラ ム開 発 ガ イ ド(MIL-HDBK-59)に よ る と、CALS

は次 の よ うに定 義 されて い る。

CALSと は、標準化および情報統合化技術 を用 いて、装備品等の設計、開発、生産 、

取得(調 達)、 管理 および後方支援 といったライフサイ クル全般にかかわ る経費の節

減、 リー ドタイムの短縮および品質の向上 を行 うための官/民 一体 の戦略的アプロー

チであ る。

(MILハ ン ドブ ックによる定義)

CALSの 目的は、下図に示す とお り、時 間 ・コス トの削減効果 と品質 ・即応体制の向

上を狙 い とす る。 そのためには、データは幾度 も使い(現 実に は使 う度 に作 った り、一度

しか使 われないデータが多 い し、同 じデータを各所で作 ってい るとい う重複投資が多 い)、

共有す るために共通の インタフェースを確立 し、製品ライフサ イクルを通 してのデータ、

プ ロセスの統合を容易にす ることが基本方針 とな る。 これによ って生産性 ・効率性 ・品質

が向上 し、産業競争力の強化にっ なが ることが期待 され る。
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目 的(導 入による期待効果) 基 本 方 針

・ライフサイクルコス トの低減

・リー ドタイムの短縮

・製品の品質の改善(支 援活動の向上)

・即応体制の改善(適 時的確な技術情

報の獲得)
・省力化

・データは一度つ くり、何度 も使 う

・製 品データを統合 し、共有す るた

めに、共通のイ ンタフ ェースを確

立す る(標 準化)
・プロセスの統合を容易にす る

〉

産業競争 力の強化 生産性 ・効率性の向上と品質改善∈

CALSの 定義や 目的は基本的には変わ って いないが、その名称 は、 コンセプ トの拡張

とと もに次の とお り3回 の変遷を して いる。ただ し、略称 は一貫 してCALSで ある。

Computer-aidedLogisticsSystems

↓

Computer-aidedAcquisitionandLogisticsSupPort('86～)

↓

ContinuousAcquisitionandLife-cycleSupport('93秋 ～)

特に、CALSEXPO'93で 注 目すべ きは、rCALSコ ンセプ トの拡張 と具体化」並 びに 「

国際化」が強調 された ことであり、 これ に先立っ9月 に、CALSの 名称 は上記のよ うに

変更 された。 この名称変更に込め られたCALSコ ンセ プ トの拡張の意味 は、図1に 示す

よ うに国防用 か ら産業向 けへの強調 と解釈 され る。

図1CALSコ ンセプ ト拡張 の意味

(旧)Computer-aidedAcquisitionandLogisticsSupport

↓(コ ンビ・一夕支 援 に よ る 調 達 と 後 方 支 援)

(新)ContinuousAcquisitionandLife-cycleSupport

(旧)

後 方支 援(Logistic)→

装 備品 システムのマネジメント →

DOD&防 衛 産業 の →

イ ンフ ラ整備

(連続調達および生涯支援)

(新)

調達業務の高度情報化、合理化、自動化

製造業を中心 とした産業界の情報システムの高度化とプ

ロセスの改善(BPR)
一般官庁、全産業の業務効率改善のための情報インフラ

整備(新 政府の産業競争力強化策に結び付ける)
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CALSEXPO'93で 示 され たCALSの 新 しい コ ンセ プ トは、CALS自 体 の 目的 を拡 張

・発展 させた上で、一般 の産業界への普及を促進 し、国際的な競争 力の増強を図ろ うとい

う もので あ る。

これは、別の見方をすれば、 ク リン トン政権 の政策(経 済安全保障政策、国防費削減、

情報インフラ整備優先、製造業の競争力強化等)と の整合性を考慮 し、CALS関 連予算

の削減 や計画変更を余儀な くされ ることのないよ うにDODが 進んでCALSの 新たな展

開方向(民 間、海外への普及による産業競争力強化と雇用拡大策)を 示 したものと言えよ

う 。

CALSの 軍需中心か ら民需拡大路線への変 更は、 ク リン トン政権の課題の一つで もあ

る 「国防産業 の民需転換」の具体例である。

(2)ビ ジ ョンと して のCALS

CALSは 、情報技術 を基盤 と して構築 され る21世 紀の産業社会 を描 くビジ ョン(理 想)

であ り、 この 目標 に向か って官民が一体 とな り、世界規模で展開 され るプロセスの構築そ

の ものがCALSプ ロジェク トの 目的である。 したが って、CALSの 概念 と実体 は、 こ

れか らのプロセスの積 み上 げによ って形成 されてい く。現在 は、その具体化のた めの作 業

が急がれている段階にある。

昨秋、CALS/CE-ISGが 提唱 した新 しいCALSの ビジ ョンは次の よ うな もの

で あ る。

世界規模の企業統合 による経済成長
CALS構 想 は、全世界をベースと した企業の統合を可能 にす ることを目標 に してい

る。CALSの ビジョンは、エ ンタープライズ(事 業体)の 全体 または一部、例えば、

装置 メーカー とその販売業者間、または官 ・民 ・学の三者によ る共同体(コ ンソー シア
ム)が 、製品の設計/開 発/製 造/販 売/サ ー ビスにっ いて、共通のデ ジタル ・デー タ

ベースを用いて リアル ・タイムで作業で きることで ある。CALSに よ る直接的な利益

は、品質 と性能 を大幅 にア ップ しっっ、商品化 までの時間 とコス トが大幅 に削減 され る

ことである。

このようなネ ッ トワーク機能 を構築す るためには、技術 と運用経験の両方が発展せね

ばな らない。 いわ ゆる 〈電子ハ イ ウェイ〉で あるこうしたネ ッ トワークは、CALSと
いう情報イ ンフラにお ける本質 的な部分である。CALS政 策 の基本思想 はオ ープ ン ・

システム環境 を想定 してい るので、データ交換のための商業規約お よび標準化の各国間

調整 を先取 りして いる。
CALSは 当初、防衛産業 と政府が複数 システムの開発、製造、および支援を統合す

る目的で始 めたが、今では、21世 紀 における製造共同体、いわゆる 「仮想事業体」の試

行 と認識 されて いる。 こう した ことか ら、CALSは 、欧州 と環太平洋の国 々全体にわ
た る事業体を統合す るかなめ として、受 け入れ られ るようにな った。

'93秋CALS/CE -ISG米 国防衛産業協会(NSIA)

一47一



ここで示 されたCALSビ ジ ョンの ポイ ン トは、次の3点 であ る。

①製造業の統合(電 子ハ イウェイを使 った世界規模 の情報交換 とそのための標準化)

② 関連機関が共通データベ ースを用 いて リアルタイム作業を行え る電子環境の構築

(製品の設計/開 発/製 造/販 売/サ ー ビスを通 して)

③21世 紀の製造業の原型 を実現(VirtualEnterprise)

また、 この ビジ ョンを実現す るための現段階の目標 は、次の3点 に集約 されよ う。

①政府 と民 間企業 との間のおける ビジネスと技術情報の利用、交換、管理、開発 のため

に標準化、 プロセスお よび最良 な技術の適用 による統合化 されたデー タ環境を創造す

る。

② 国際標準 とビジネスプロセ スの変化 および高度 な技術 アプ リケー ションの利用を通 し

て、製品のライフサイ クルを支援 す るデ ィジタルデー タの より効果的 な発生、交換、

管理 および利用を可能 とす る。

③データ交換 とよ り調和 の とれた実施方法を保障 し、政府 と産業界 との関係を拡大 し、

電子 フォーマ ッ トの標準化 によ り、生 きた情報 とビジネス ・トラ ンザ クションの転換

を図 り、ディジタル情報 の統合化 に向 けての継続的な発展を図る。

(3)現 状 におけるCALS

以上の コ ンセプ ト、 ビジ ョンを踏 まえて、それでは現在のCALSは どういう段階 にあ

るのか、現段階にお いてCALSと は何かを まとめ ると次の とお りであ る。

①CALSの 基本構想

CALSは 、基本的には、『研究、設計、試作、製造 といった一連の製造工程の ライ

フサイ クルと、 これ に付 随す る見積 り、入札 、技術マニ ュアルの作成な どを全て シス

テム化 し、これによ って製造作業 の合理化 とともに、政府および社 内外 との情報交換

のペーパー レス化を図 ることを 目標 とす る。

特 に、将来の情報利用 に関 して は標準 が徹底 され た後、分散統合データベースによ

り政府データや民間企業デー タの共有 を図 る構想 にある。

②CALSは 技術が概念を推進させている
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CALSは 技術先行、概念後追 い型で あ り、CALS技 術の発展可能性 を包含す る

施策概念 と してCALSビ ジ ョンが形成 されてきた。

それ は、 これ までのCALSの 発展段 階で、技術的背景 と施策展開の戦略的理 由を

伴 ってCALSの 概念 ・定義が変化 して きた経緯か らも象徴 され る。

③CALSは 、戦略、技術、概念、標準で構成 され る施策(手 法)で ある

CALSと は、具体的なシステムや規格体系その ものを指す とい うよ りは、 これ ら

を含む構想(思 想)の 総称であ り、戦略であり、概念であ る。政府 も狙 いなが ら商用

(民 間)も 狙 う、全ての方針を含む ものである。

CALSの 発展 は、 どうい うもの(CALSや 他の情報技術 、アプ リケー ション等)

を組み合わせ るかが鍵で あり、それが整理 されて いない現時点 におけるCALSの 実

態 は、曖昧で流動 的な要素を多分 に含む ものである。

④具体化 はこれか ら

その ことは、CALSEXPO'93(93年11月 ア トラ ンタで開催)の テーマが 「CALSビ

ジョンの具体化 」であ った ことにも示 されてお り、現在、 まさに具体化 に向けた取 り

組みが開始 され たフ ェーズ1の 段階にあ る。

1995年 まで にデータ交換 に必要な規格化を完了することと して お り、 ど うい うソフ

トで何 をす るか とい うことは、 これか らの システム開発の積 み上 げによって明 らかに

す ると して いる。

⑤統合 に向けた組織化

以上の点か らCALSの 現状を結論付ければ、CALSは アイデ ア(ビ ジ ョン)で

あ り、CALSLike(政 府受注 システムを基 とす るCALSの 概 念 に沿 った技

術基準 を利用 した システム)な 技術の開発が各所で さまざまに実施 されて いる状況で

ある。

これ らバ ラバラに実施 されているCALSLikeな システムや世 界中 に存在す

るCALSに 類似す るシステムを統合 し、CALSビ ジョンを具体化 して い くための

組織化(国 際的 に)を 図 るのが、 目下 の第一義の課題(特 にCALS/CE-ISG

におけ る)と な って いる。
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2.3CALS開 発 ア プ ローチ

川 技 術 的 ル ー ツ

CALSの 技 術 的 ル ー ツ はDoDの 自動 化構 想 に遡 る。CAD/CAM(コ ンピュー タ

に よ る設 計 製造)の 延長 線 上 で ロ ジステ ィ ック シス テ ム を コ ン ピュー タ支 援 す るのが 原義

で あ った。 も う一 つ は、80年 代 に産 業 界 か ら生 まれ た コ ンカ レン ト ・エ ン ジニ ア リング(

ConcurrentEngineerung:CE)の 手 法 の導 入 で あ る。

した が って 、CALSの 技 術 的 ル ー ツ と して は、 次 の三 つ が あ げ られ よ う。

① 「統 合計 算 機 支 援 マニ ュ フ ァ クチ ャ リ ング(ICAM)」(DoD空 軍)

② 「技 術 情報 自動 化構 想(AutomatedTechnicalInformationInitiative)」(DoD)

③ コ ンカ レ ン ト ・エ ン ジニ ア リング(民 間 、80年 代 ～)

限 られた資源で最大限の効果を上 げ るには、無駄を省 き、人、モ ノ、時間、情報、技術

をいかに活用す るかを考えねば な らない。産業界 の進んだ情報技術を導入 して、DoDの

イ ンフラを近代化する新たな政策が1985年 に開始 され た。その一環 と して、DoDに お け

る高度情報化のための重点施策 にと りあげ られたのが、CALSプ ログラムの推進、CE

の普及、TQC(TotalQualityManagement)、ACM(AdvancedCostManagement)の

四つであった。以降のCALSプ ログラムは、 この4点 を踏 まえて進展 して きた。

(2)開 発プロジェク ト

CALSの 開発 は、DoDを 中心 と した個別プ ログラムで実施 されて きた。 その主な も

のは表2に 示す とお りで ある。

代表的なプ ログラム として は、陸、海、空の三軍で実施 されてい る以下の三つがあげ ら

れ よう。

①JCALS(技 術 マニ ュア ル)

②JEDMICS(技 術 デ ー タ管 理)

③FCIM(FlexibleCIM)

…陸軍 中心

…海軍 中心、陸軍 は94年 秋 に導入予定

…海軍 中心
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表2国 防総省内の主要なCALSプ ログラム

プログラム名 開 発 期 間 金 額

DoDの 契約

支出報告額

(1989-93年 度)

㎡

内 容

JEDMICS 1989年 以来現在 も継続中 1.94億 ドル 6318万 ドル 統合工学 データ管理 情報 ・制御 シ

ステム。工学 ・兵端情報の保 存、

検索、配布 を自動化、規格化する。

JCALS 1991年 か ら15年 間 7.5億

～10億 ドル

5606万 ドル 統合CALSで あ り、陸軍CALSと 空軍

共同統一サー ビス技術情報 システ

ムを含む。JUSTISは 、重複を減 ら

すためにJCALSに 吸収 された。

CTOL 1990年 以来現在 も継続中 3900万 ドル 2562万 ドル 工具 目録化オ ンラインの ことで、

国防総省兵砧局サプライ ・セ ンタ

ー、兵砧施設、軍事 目録施設での

目録検索 ・分類を自動処理す る。

ADMAPS 1991年 か ら8年 間 800万 ドル 456万 ドル 自動文書管理 ・出版 システム。海

軍の コンピュータ設計要件を支援

す る出版 システムを発注 した際に、

海軍によって要求された。

IUSS 1991年 か ら4年 間 800万 ドル 52万 ドル 統 合海 中監 視 システム(フ ェー ズ

1)。 宇 宙 ・海 上戦 争 シス テム総

軍 が、IUSSプ ログラム のた めのCA

LSネ ッ トワー クを発 表 した。 この

調 達 は、 海 軍 のCALSの フェーズ1

の 一部 で あ った。

AFIPS 中 止 2000万 ドル 空軍情報出版サービスのことで、

軍および他の国防総省部局に電子

出版サー ビスを提供す ることを 目

指 していた。AFIPSは 、JUSTISの

出力デバ イスとなると考え られて

いた。

(資 料:INPUTResearchBulletin1994年1月 よ り 作 成)
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JCALSはJointCALS(統 合CALS)の こ とで 、 ユ ーザ を支援 す る ため の統 合 化 シ

ス テムで あ る。 第 一 の 目標 は、後 方 支 援 の た め の技 術 情 報が 効 率 よ く処 理 され る環 境 をっ

くりなが ら、統 合 防 衛 シス テム デ ー タベ ー ス(IDSDB)の よ うな共 有 構 造 の 中 にデ ー

タベ ース を統 合す るこ とで あ る。現 行 のJCALSシ ス テ ムの設 計 と構 成 は、 次 に あ げ る各 分

野 の研究 に基 づ くもの で 、 クラ イア ン'ト/サ ーバ ー に よ るハ ー ドウ ェア、 ソ フ トウェア 構

成 に よ って 実 現 され た分 散 デ ー タ シス テ ム を提 供 す る。

・この シス テ ムの全 ての 利用 者 に役立 っ 、 グ ローバ ル な統 合 デ ー タベ ー ス

・LAN 、広 域 ネ ッ トワー ク(WAN)に よ る全 て の 利用 者 の接 続

・現 在の 、 そ して 進 化す るデ ィ ジタル な デ ー タ規 格 の 実 施 と結 合

・B1レ ベ ル の保 安 条件 を満 た した、 信 頼 しう る コ ン ピュー テ ィ ング環 境 の提 供

・柔 軟性 を 提 供 し、 早期 の陳 腐 化 を防 ぐた め の オ ー プ ンシス テ ム環 境

JEDMICSはJointEDMICSの ことで 、EDMICS(EngineeringDrawingsMana-

gementandInformationControlSystem)は 、 技 術 図面 管 理 と情 報管 理 システ ムで あ る。

JEDMICSの ビジ ョ ンは、 図 面 お よ び テ キ ス ト用 のDoDのCALS適 合 エ ン ジニ ア

リング ・リポ ジ トリーで あ り、 ビジネ ス ・プ ロセ スを 能率 的 に し、運 用 経 費 を 節約 す るた

め に、 デ ジタ ル ・デ ー タ に対 す る電 子 的 ア クセ ス をDoDと の取 引企業 に提 供 す る標 準 オ

ー プ ン シス テ ム ・ソ リュ ー シ ョンで あ る。

FCIM(FlexibleComputerIntegratedManufacturing)と は、 「一 つの 組 織 体 に お

け る、 プ ロセ ス にお け る連 続 す る改善 を 伴 う要 求 に従 った迅 速 な製 造 、 修理 、供 給 を 行 う

た めの装 置 、 ソフ トウ ェア、 通信 、人 材 、 ビジ ネ ス実践 の統 合 で あ る。 」 と 定 義(CALS

EXPO'92に お け るJointCenterforFCIMに よ る)さ れ て い る。

国防予算が削減 される中にあって、DoDに 要求される対応力の レベルを維持するため

に、FCIMの 開発 と実装 を もって後方支援の サー ビスと要素の調和を図 ることを使命 と

している。

(3)開 発の方法論(段 階的アプローチ)

CALS開 発の基本方針 は次の五つであ る。CALSは 政府 と産業界の共 同プロ ジェク

トとして、多数の個別 プログラムが各所で実施 されてお り、 これ らを最終的に統合す るた

めには、 こうした原則 に基づ く共通認識が徹底 されていなければな らない。

①方針、指導、標準化を中央 に集中す る。
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②開発 は分散で行 う。

③技術、方針 、法律な どの問題 は官 と民 との共 同で解決す る。

④ 自動化 と統合 の二つの段階に分 けて実行す る。

⑤技術 的な リーダー シップは民が取 る。

CALSは 長期的な構想であ り、その開発は表3に 示す とお り段 階的なアプ ローチを と

る。現在 は、ペーパー フローか ら一部 デ ィジタルフローに移 行 した段階であ る。

また、CALSの 個別プログラムにおいて も、各 々の フェーズ区分に基づ く計画 的な取

り組みが行われて いる。

表3CALS開 発の段階的アプ ローチ

段階 目 的 主 要 技 術 課 題

現 状 ペ ー パ ー フ ロ ー

フ ェ ー ズ1

〔～go竃 〕

デ ィ ジタル フ ロー

(ディジタル情 報 の 交換)

・データ標 準 化(SGML
、IGES、CCITTG4、CGM)

・通 信 の 標 準 化(GOSIP
、OSI)

・ ドキ ュ メ ン トの デ ィ ジ タ ル 化

・デ ー タ の コ ン バ ー ジ ョ ン

フ ェー ズn

(～2000年 超)

デ ー タ共 有

(プロダクトデータの 統 合)

・IWSDB(兵 器 シ ステ ム統 合 デ ー タベ ー ス)

・DD(分 散 デ ー タベ ー ス)

・PDES/STEP(プ ロダ ク トデ ー タ交 換 標 準)

・CITIS(契 約 者統 合 技 術 情 報 サ ー ビス)

・デ ー タ ・セ キ ュ リテ ィ

十

ライフサイクルを見通 した設計

(性能 、生産性 、保守性の向上)

・コ ンカ レ ン トエ ン ジニ ア リ ング(CE)
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(4)期 待される効果(ケ ーススタディの評価)

CALSの 有効性にっ いては、例え ば表4の ようなケーススタデ ィの評価データが ある。

ここに示 された とお り、CALSの 直接的な導入 メ リッ トは、製品開発の ライフサ イ クル

の各工程で品質向上、 コス ト削減、時 間短縮が図れ ることにあ る。ただ し、全ての ケース

において同様の効果が得 られ るか どうかの実証 は先の話 であろ う。

また、DoDの 推定によ ると、CALSの 導入 によ り産業 か ら得 る技術情報 ・後方支援

データの コス トは、20～30%節 約 され ると見 られて いる。

表4CALS導 入 によるメ リッ ト

分 野 具 体 的 な 効 果 削減 ・向上の割合

工 学 ・新規開発の設計時間の短縮 50～60%減

(エンジニアリング) ・仕様変更の処理時間の節約 30～50%減

・概念設計にかか るコス ト削減 15～40%減

取 得/調 達 ・デ ー タエ ラーの 減 少 98%減

・検索時間の短縮 40%減

・手続 きのための作業時間短縮 30～50%減

・文書化 コス トの低減 10～50%減

製 造 ・品質改善 80%向 上

・品質保証に要する時間短縮 30～70%減

・在庫(棚 卸 し)減 少 30～70%減

保 守 ・ドキ ュメン ト内容変更の時間短縮 30～50%減

(ライフサイクル支 援) ・訓練計画に関す る経費削減と訓練時間の短縮 70～80%減

・ ドキ ュメ ン ト経 費の 削減 10～50%減

(出 典:CALSBenefitsWorkingGroup等)
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(5)推 進体制 と発展プ ロセス

今後のCALS発 展 にとって、米国の政府機関、産業界、国際的 なCALS組 織 の

連携が図2に 示す ネ ッ トワークとな って機能 して い くことが期待 され る。

また、2000年 に向けたCALS発 展 プロセスは、図3に 示す よ うな段階的開発を経

て、分散 して存在す るさまざまなデータをネ ッ トワー クで結ばれ た統合 データベ ース

上で共有 す る構想 に向か う。

図2CALSの ネ ッ トワーク

lndustry

National

Government

Specia|

Activities

(出 典:CALS/CE-ISG&TheOfficeoftheSecuretaryofDefense)

図3CALSの 発展 プ ロセス
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2.4CALS関 連技術 と標準化

米国 における技術 開発の重要度 は、国家安全保障 と経済産業競争力の2っ の観点か ら判

断 され る。1991年4月 に科学技術政策局(OfficeofScienceandTechnologyPolicy:

OSTP)よ り議会に報告 された 「国家重要技術(NationalCriticalTechnology)に 関

す る リス ト」では、6分 野計22項 目の技術が リス トア ップされて いる。優先順 にその6分

野が示 され、①材料 ・素材 、②製造技術 、③情報 ・通信、④バ イオテ クノロジー ・生命科

学、⑤航空 ・陸上輸送、⑥ エネルギー ・環 境 とな ってい る。 これによ って も製造技術 、情

報 ・通信が重視 されていることがわか る。

CALSは 、情報技術の革新 と標準化 され たツールをテ コとして、製造 にお ける品質 と

生産性 を向上 し、時間 とコス トを削減 して生産競争力を強化す ることを狙 いと している。

そのため、CALSの 開発 には情報技術 、生産技術な どの技術開発 と、経営 ・管理、商取
取

引慣行などの プロセス改革の両面か らのアプ ローチが必要 とな る。

製品 コス トの実態 は、製品その もの にかか るコス トは15%に す ぎず、85%は そのプロセ

スにかか っているとい う。 コス ト低減の観点か らはプロセ スの改善 が必要であ り、それ は

プロセス統 合化 によって可能 となる。

CE(コ ンカ レン トエ ンジニア リング)導 入の狙いは、製品指向か らプロセス指向への

移行の実現 にあ る。製品開発 にあた って は、製 品その ものの機能や性能 に多 くの関心が注

がれ、開発 プロセスにはあ まり注意が払 われない傾向があ る。 しか し、 プロセスを改善す

ることによ る時間、 コス ト、品質面の メ リッ トは大 きく、プ ロセスを もっと重視すべ きで

あ る。そのプロセ ス改善の支援 ツール としてCEは 効果を発揮す る。

同時並行的な作業を実施す る際、場所が離れて いる場合 には、 ネ ッ トワー クを使 った コ

ミュニケー シ ョンが必要 であ り、あ る部分が現在 どのバ ー ジョンにあるかを正確 に把握す

るデ ータコ ン トロールのための 自動 的な仕掛 け も必要である。

こうしたプロセスの改革を情報技 術を活用 して実現 してい くのがCALSの 役割である。

(1)CALSを 構成する技術

CALSは データ保存、検索、交換 のための規格以上の ものであ り、次 に示すよ うな広

範な技術の統合化 を目指す ものであ る。 各々がCALSの 主要な技術で あ り、 どれを欠 い

て もCALSの 目標 を完全 には達成 で きな い。
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① 情 報 技 術

EDI、CIM、SGML、Logistics、CAD/CAM、Robotics、Co㎜unications、PDES/STEP

デ ー タ ベ ー ス 、DTP、 マ ル チ メ デ ィ ア 、UNIX、LAN/WAN

② 製 造 技 術

ISO9000、CIM、TPM、CE、IMS

③ 管 理 技 術

CorporateInformationManagement(BPR)、PL、 環 境 保 全

これ らCALS関 連技 術 は個 々 に独立 した背景 と活動 を も って い る。CALSとCAL

Sを 構 成 す る要素 技 術 の 関係 を整 理 し、体 系 化 す るこ とで、 個 別 に進 化 して い る技 術 の 動

向 を見 極 めて いかね ばな らな い。

1985年 にCALSに 着 手す る こ とが 発 表 され 、1986年 にCALS/CE-ISGが 組 織

され たす ぐ後 に、CALSと 他 の良 く知 られ た活 動 との 関係 に 関 す る問題 が 持 ち上 が った 。

最 初 にCE(同 時 並行 エ ンジニ ア リング:ConcurrentEngineering)、 次 にEDI(電 子

デー タ交換)、 そ してPDES(STEPを 使 用 す るプ ロ ダ ク ト ・デ ー タ交換:Produc

DataExcahngeusingSTEP)お よびCIM(企 業 情報 管 理)で あ る。 最 近 で は、EI(企

業 統 合 化:EnterpriseIntegration)、 機 敏 な製 造(AgileManufacturing)、NREN(

全 米 研 究 お よび教 育 ネ ッ トワ ー ク:NationalResearchandEducationNetwork)、 お よ び

EC(電 子 取 引)が この リス トに加 わ った。CALSが これ らの 活 動 を どの よ うに関連 付

けれ ば よ いか につ いて 、以 下 、CALS/CE-ISG副 議 長 のH.B."stormy"Stormfeltz

氏がrCALSJournal(1993年 冬 号)」 に寄 せ た論 文を 抜 粋 して紹 介 す る。

まず 、CALSを 構 成 す る主 要 な技 術 を 次の よ うに定 義 し、基 準 線 を 示 す。

(a)CE－ 同時並行 エ ンジニア リング(ConcurrentEngineering)

CEは 、製品の設計、製造 、配送、およびサポー トの処理を体系的 に統合 しよ うとす

る取 り組 みであ る。 これ は、連続 した処 理の改善を押 し進め るための方法論であ る。 こ

の 目標 とす る所 は、品質の向上 、市場 に届 くまでの時 間 とコス トの短縮であ る。CEは 、

特定 の製 品の統合データベースを構築す るための基本 的方法で ある。重要 な要素の中 に

は、チーム管理訓練 、自動化ツール、統合化データベース構造、 および製品交換標準な
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どが ある。

(b)EDI－ 電 子 デ ー タ交換

米国 にお いて は、EDIは 、 主 にANSIX.12の ビジネ ス ・トラ ンザ ク シ ョ ンの コ ン ピ

ュー タ間 電 子 交換 の標 準 を使 用 して 実現 され て い る。EDIに は複 数 の トラ ンザ ク シ ョ

ン ・セ ッ トが あ って 、 効 率良 く業 務 を処 理 す る手 段 とな って い る。一 般 に、EDIで は、

2っ のパ ー テ ィー(即 ち、買 い手 と売 り手)の 間で 一 連 の標 準 化 され た メ ッセ ー ジを交

換 す る こと にな って い る。 この トラ ンザ ク シ ョ ン ・セ ッ トは、技 術 デ ー タの交 換 に も使

用 で きる よ うに拡 張 され て い る。

(c)PDES-STEPを 使用す る製品 デー タ交換(製 品 モデル ・データ交換用標準)

PDESは 標準ではな く、米国におけるSTEP標 準 の開発 と実現 をサ ポー トす るた

めの組織 的活動であ る。PDESは 、米国産業界の要求 をSTEPに 組織化す ることを

目標 と している。

STEPは 開発のための国際的標準 で、 これ を使用す ると、製品の ライ フサイ クル全

体 におけ る物理 的および機能的特性を、完全 で明確な、 コンピュータが理解 で きる形で

記述で きるよ うになる。 これには複数のアプ リケー ション ・プ ロ トコルが含 まれてお り、

EDIの トラ ンザ クション ・セ ッ トに似てい る(っ ま り、STEPに は、例をあげれば、

薄板 、製図、 コ ンフィグ レー シ ョン ・マネ ジメン ト、お よび電子構成要素の プロ トコル

があ る)。

(d)CIM－ 企業情報管理(CorporateInformationManegement)

CIMは 、国防長官 室(OSD)がDoDの 効果 と効率 を向上 させ るために提案 した

ものであ る。CIMに は、DoD全 体 の計算処理、遠隔通信 および情報サー ビスにおけ

る方針の確立 と活動の遂行が伴 ってい る。本来 はDoDの 業務処理の合理化および現代

化のために始 め られた ものなので、CIMで は、処理の改善、文書化お よび業務方 式の

標準化を処理 した後 に、現在の技術 と標準 を使用 して これ らの処理 を自動化す る。

産業界 にもこのよ うな活動が あ り、CIMと 同義の名前が数多 くある。

(e)EI－ 企 業 統 合 化
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EIは 、指定 された企業内の機能的活動の間の複雑 な機能 間処理性能 の改善 と管理に

関係 している。 これ は、連続処理の向上およびディジタル技術 の応用 と情報交換の標準

を推進 して、最大の効率を達成す る ものであ る。それぞれの企業 は、事業の集合である。

チームが共同で 目標 に向か って働 いた場合の効率 と有 効性の度合によ って、企業の統合

化の レベル と複雑 さが決 まり、 目標、チーム行動、柔軟性、 および構成す る人々によっ

て統合 された企業の性格が決 まる。

(f)機 敏な製造(AgileManufacturing)

機敏な製造 を行 うためには、予想 されなか った市場 の要求 に迅速 に対応す る能力が必

要であ る。 これ には、一度 に1個 の単位か ら、高度 にカス トマイズされた製 品を製造す

る能力が必要 にな る。 これは、プ ッシュ ・トゥ ・マーケ ッ ト・モー ドか ら動的な、高度

にカス トマイズ された迅速応答のプル ・マーケ ッ ト ・モー ドに移行 す ることであ る。

(9)NREN－ 全米研究および教育 ネ ッ トワーク

NRENは 、全 国の大学 および企業を接続す る、情報の スーパ ー ・ハ イウェイになる

であろ う。 これ は、現連邦政府が、米国の産業競争 力を向上 させ るため に進 めて いる主

な作 業で ある。連邦政府の資金提供 は、主要 な技術 に関連す るプ ロジェク トの実現に向

けられている。

(h)EC－ 電子取 引

Websterで は、取引(Co㎜erce)を 、あち こちへの輸送 を伴 う、大 規模 な商品の交換

また は購入 および販売 と定義 して いる。電子取 引とは、商品の購入、販売 および輸送の

情報が電子的 に移動す る環境を一般的に表 した語であ る。ECア プ リケー ションの歴史

にお ける初期の例 は、鉄道 によ る電報のサ ポー トであ った。

以上の定義 は短 いが、一般的に受 け入れ られれば、活動 は、当然、開始、標準、手順、

ネ ッ トワー ク、お よび環境 に分け られ る。CALSとCIMは 開始 、STEPとEDIは

標準であ る。EDIは 、CEと 同様、手順 とも考 え られ る。NRENは 、物理的に全国 に

わた るネ ッ トワー クである。機敏な製造、EIお よびECは 、環境で ある。 この関係 は、

図4の よ うになる。

一59一



企業統合 とCIMは 関連 している。 両方 と もCALSの 概念、標準 および技術 を利用 し

たイ ンフラス トラクチ ャの近代化を表 してお り、獲得期間あるいは市場 到達時間の短縮、

コス トの低減、および品質の向上 とい う共通の 目的を持 ってい る。

DoDと 産業界のCALSの 展望 は、互いに補完的である。DoDが 軍人 と武器をサポ

ー トしなければな らないのに対 し
、産業界 は世界的市場で競争 しなければな らない。Do

Dは 、迅速性 と相互作用可能性の 目的達成のために、産業界の基礎 の競争力を高め るよう

に努 力 して いる。

図4CALSとCALS構 成技術 の関係図

[蓮]全 体的戦略
を必要 とす る

CE主 要手順

同時並行エ ンジニ ア リング

を必要 とす る

EDIス テ ップ 交換標準

を使用す る

NREN遠 隔通信ネ ッ トワーク

全米研究 および教育 ネ ッ トワー ク

をサポー トす るため

El/CIM

企業統合/企 業情報管理

のために一 ]一
にお いて一

(出 典:CALSJournal1993年 冬号)

(2)CALSの 規格

①CALSの 規格採用方針

・CALSは 既存の国際規格(ISO)や 米国規格(ANSI)を 活用す ることを基本

方針 と している。

・各規格 ごとに、それぞれ既存 の審議組織 があるので、そこに提 案 しつつ、規格化 され

一60一



た ものを採用 して い く。

・CALS/CE-ISGに おいて は、ボ トムア ップ方式 をとってお り、産業界の意見

が集約 され、要請 された段階で提案 にもってい く。

② デ ィジタル情報の交換 は、文書、フ ァイル、相互の情報 システムへのア クセスで行わ

れ る。 その際、使われ る標準 には、機能標準、技術標準、データ標準がある。CALS

に使 う技術標準 は、既に産業界で開発 している ものを統合 して使 う。例えば、IGES、

SGML、Raster、CGMな どであ る。 また、 ネッ トワークに関 して はGOSIPを 使

い(う ことになって いる)、CALSで は標準を持 たない。

③CALSが 必要 とす る規格体系 は図5に 示す とお りで あ り、部分 的に標準化 されて い

るにす ぎない。 また、現段 階で採用(公 開)さ れてい るCALS規 格 は表5に 示す とお

りであ り、データ交換 に必要 なデータ構造(デ ータを どう表現す るかのコー ド定義)と

デー タ交換媒体が 中心であ る。

④CALSは テキス トと画像 を含む技術 データを扱 う。 そ こで、文書 の書式を定義す る

ための標準 と してSGMLが 使用 され、文書の技術的な内容 を指定す るためにPDES

標準(STEP)が 使われ る。 イメー ジの場合 はIGESが 使われ る。

⑤SGML(文 書 データ交換のISO規 格)

タフ ト・メモが下院 に提出 される直前 の1988年2月 、DoDはCALSの 主要技 術の

一つ と して
、新 たなMIL規 格MIL+28001Bを 採用 した。 これが、SGMLと 呼ばれ、

一般の文書 を電子化す るための コンピュータ言語であ り
、文書 データの多角的利用 と異

機種間の文書交換 を 目的 と した文書の表現形式の ことであ る。

この結果、DoDが 調達す る装備品の製造企業 は、応札書類、保守運 用の技術マニ ュ

アル、教育訓練用 のテキス トにいたるまで、全ての ドキ ュメン トをSGMLで 作成 す る

ことが義務付 られ ることとな った。92年 か ら、DoDと 主要 な防衛産業間で、統合マル

チ メデ ィア ・データベースの運用が開始 された。

SGMLは 、DoDがMIL規 格 と して採用す る2年 前の1986年 、国際規格(ISO8879)

と して既 に承認 された規格 とな っていた。国際規格 とな ったSGMLの 普及 は目覚 ま し
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く、情報通信 システムの大手 ユーザで ある公的機 関や業界団体 の積極的な支持を受け、

大 きな流れとな って世界中 に広ま っていったのである。SGMLのISO化 の翌年1987

年 には、いち早 く全米出版協会(AAP)が 基本的な文書型定義(DTD)を 公開 した。

DoDは 、産業界、出版会 におけるSGML採 用の動 きを見極めた上での採用 であ った

が、大量な文書 を集 中 して共有、保存(デ ータベース化)し て迅速 に配布 した り、異機

種間の文書交換 を行 った り、ペーパ ー レス化す る目的に適 していたことが、最大の採用

理 由であ った といえよ う。

その他、90年 には米国証券取引委員会(SEC)が 全上場企業15,000社 の60万 ペ ージ

に も及ぶ決算報 告書のデータベース(EDGER)を 稼働 させ、上場企業にはSGML文 書 に

よ る決算報告書の提 出を義務付 けた。 また、製造業界で は、航空業界(AIA/ATA)がATA-

100DTDを 開発 し、機体の製造 か ら運用、保守業務 にいたる文書 のSGML化 を進 めてお

り、米国通信業界(TCIF)、 コンピュータ業界、化学薬品業界が技術資料や保守運

用文書のSGML化 を進めて いる。92年 には自動車業界の団体(SAE)が 、部品、整

備 マニ ュアルなどの整備保守 にかかわる文書のSGML化 の ためにJ2008DTDを 開発 した。

この ように、DoDがSGMLを 文書作成 における標準技術 と して正式 に採用 したこと

が引 き金 となって、各製造業界 にお けるSGML採 用 に拍車 がかか ったのであ る。

⑥STEP(製 品 デ ー タ交換 のISO規 格)

・CALSデ ー タ交換 の た め の規 格 と して最 も注 目され るの はEDIとSTEPで あ る。

・STEPは 、CE、FCIMの 重 要 な技術 要 素 で、CAD/CAMシ ステ ム を支 援 す

る。

・STEPに つ いて は、米 国 の 国 家 的計 画rU.S.NationalInitiativeforProduct

DataExchange」 と して 、NISTに お け るPDES/STEPで 審 議 され て い る。

(1992年2月 に、官 民 の フル タ イ ムの人 員 か ら成 るオ フ ィ スが 、NISTの 施 設 内 に

設 置 され た。)

・プ ロダ ク トデ ー タの グラ フ ィ ックス化 とその デ ー タ交換 へ の 要 求 に応 え て 、STEP

を 使 った プ ロ ダ ク トデ ー タの 交 換 に関 す る プ ロ ジ ェ ク トPDES(ProductData

ExchangeusingSTEP)が 活 動 して い る。

・民 間分 野 で も、CAD/CAMを 伝送 した い との要 求 が 強 ま って きて お り、Enhanced

EDIやSTEPへ の 期待 は高 い。
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⑦CITIS(政 府調達のための契約者統合技術情報サー ビス)

CITIS(ContractorIntegratedTechnicalInformationService)は 、 日本の官

報 に技術情報 を入 れたような もので、政府の調達はすべてCITISに ア クセス して行

う。政府調達 の契約企業(ProductVendor)が 契約 した製品 を作成す る段 階でで きる情

報 はCITISに 入 れ られる。 この中には、政府に納めなければな らない情報、共 同契

約者 や下請 け契約者 との間で共有 した情報、企業所有の情報 な どが セキ ュ リティ保護 の

もとに提供 され る。 この情報 には知的所有権が確立 され る。 したが って、機密度の高 い

情報 をア クセスす るほど、高 い使用料を支払 うことになる。Customerは 、政府で もあ る

し、企業で もあ る。 このCITISが 官 と民 をっな ぐコ ミュニケー シ ョンのチ ャンネル

であ る。

図5CALSが 必要とする規格体系

CALS
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表5CALSの 規格

区 分 DoD規 格 商業規格 内 容

マスター規格 MIL-HDBK-59

MIL-STD-1840
CALS実 施ガイ ド

CALSマ スター規格、技術情報の 自

動交換、保管のためのメデ ィア、 フ ォ
ーマ ッ ト組織等 の総合的規格

表 現 フ ォー マ ッ ト MIL-D-28000

MI七M-28001

MIL-R-28002

MIL-D-28003

IGES

SGML

CCITT
Group4

CGM

InitialGraphicsExchangeSpecifi-

cation(2D、3Dの ベクトル設 計 図 の ディジタル

表 現 フォーマット)CAD/C醐/CAEに 適 用

StadardGneneralizedMarkupLangua

ge(ペ ー ジ 単 位 の 文 書 規 格)

電 子 出 版 と 文 書 交 換 に 適 用

(ビ ッ トマ ッ プ に よ る グ ラ フ ィ ッ ク ス

の フ ォ ー マ ッ ト)ラ ス タ ー 画 像 表 現

ComputerGraphicsMetafile(技 術 イ

ラ ス ト等 の2Dフ ォ ー マ ッ ト)

データ交換 EC/EDI

STEP

EC/EDI

STEP

電 子 デ ー タ 交 換 基 準(米 で はANSIX12、

欧 州 で はEDIFACT)

StandardfortheExchangeofProdu

ctModelData(製 品 デ ー タ 交 換 規 約)

PDES(ProductDataExchangeusing

STEP)

情報 サー ビス MIL-STD-974 CITIS ContractorIntegratedTechnicalIn

formationService(契 約者 統 合 技 術 情

報 サ ー ビス)

官民 の顧 客 が ア クセ スす る方 法 を規 定

電子 マニ ュアル MIL-M-87268

MIL-D-87269

MIL-Q-87270

IETM

IETM

IETM

InteractiveElectronicTechnical

Manual(対 話 型電 子 化 文 書)

電子 マ ニ ュアル の プ レゼ ンテ ー シ ョン

ソ フ ト開発 の 指 示書

電 子 マ ニ ュアル デ ー タベ ー スの政 府 へ

の提 供 の指 示 書

電 子 マ ニ ュアル の 受注 者 側 の 品質 保 証

プ ロ グ ラム指 示 書

(資 料:CALS/CE-ISG&TheOfficeoftheSecuretaryofDefenseに 基 づ き 作 成)

(3)CALS規 格 へ の適 応 と改 訂

CALS規 格 に基 づ く情 報 や 製 品 は 、次 の4条 件 を満 た す もので な けれ ば な らな い。

・テキ ス トとデ ー タ フ ァイ ル は、MIL-STD-1840Aで 指 定 され て い るフ ォー マ ッ トで 単 一 の

パ ッケ ー ジにす る こ と。

・テ キ ス トフ ァイ ル は、MIL-M-28001で 指定 されて い るSGMLで タ グを付 け て い る こ と。

・画 像 フ ァイ ル は、CGM、IGES、G4フ ァ ックス に適 合 して い る こ と。

・組 版 され た文 書 は
、MIL+28001の ガ イ ドライ ンを満 た して い る こ と。
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なお、CALS規 格の最新の改訂状況 は、概略、以下の とお りとな っている。

MI七STD-1840(技 術 情 報 自動 交 換)

バ ー ジ ョン:改 訂B-1992年12月3日

状 況:公 布 済 み 。バ ー ジ ョンBに 適 切 な有 効期 間を与 え るた め に 、少 な くと も今 後2

年 間 はバ ー ジ ョンCの 予 定 はな い。

内 容:

1)2800x準 拠 の 基準 と原 理 を1840レ ベ ル に引上 げ る。

2)CALS技 術 デ ー タ に関 して電 子 デー タ交換(X.12、841ト ラ ンザ ク シ ョン ・セ

ッ ト、EDIFACT)を 組 込 む 。

3)新 しいISO標 準(HYTIME、STEP)を 組 込 む。

4)9ト ラ ックの テ ープ に代 わ って 、光 デ ィス ク とEDIを 使 う こ とを強 調 す る。

MIL-D-28000(IGES)

バ ー ジ ョン:改 訂A-1992年2月10日 修 正1-1992年11月3日

状 況:修 正Aが 公布 お よび 配布 され た。1、2年 の うち に改 訂Bが 予定 され て い る。

内 容:

1)IGES設 計 図面APを 組 込 む 。

2)IGES電 子APを 組 込 む。

3)「 ク ラス皿(お よ び ク ラ ス 皿)サ ブセ ッ ト対AP」 を廃 棄 す る。

4)IGESにRFC#554が 採 用 され る場 合 の必 要 事項 を修 正 す る。

5)MIL-D-28000ユ ーザ ・ガ イ ドに関 係付 け る(こ れ に よ り、 ユ ーザ ・ガ イ ドが 向上

す る と思 わ れ る)。

6)他 の2800x仕 様 との 基 準 の 一貫 性 を 保 つ。

MI七M-28001(SGML)

バ ー ジ ョ ン:改 訂A-1991年10 ,月

状 況:改 訂Bが1993年9月 に予 定。

内 容:

1)デ ー タ ・デ ィク シ ョナ リ
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タ グ セ ッ ト ・ラ イ プ ラ リ

レ ジ ス ト リ ーDTD

DSSL(DocumentStyleSemanticsandSpecificationLanguage)

IETMDB(InteractiveElectronicTechnicalManualDataBase)

MIL-R-28002(ラ ス タ)

バ ー ジ ョン:改 訂B-1992年12月14日

状 況:公 布 済 み 。 問題 を解決 して 、1、2年 以 内 に修 正 を公 布 す る予 定。

内容:

1)MIL-D-28003ラ ス タ との 調 和 を 図 る。

2)ODAの 問 題(構 文)を 解 決 す る。

3)他 の2800x仕 様 との基 準 の 一 貫性 を保 つ 。

MIL-D-28003(CGM)

バ ー ジ ョン:改 訂A-1991年11月15日 修 正1-1992年8月14日

状 況:修 正1は 配 布 済 み 。修 正2が 計 画 されて い る。

内容:

1)制 限事 項(特 に表V)を 更 新 また は再 考察 す る必 要 が あ る。

2)準 拠 基準 に対 す る祖 父 条項 。

3)JPEG(JointPhotographicExpertsGroup)仕 様 を組 み込 む。

4)MIL-28002ラ ス タ との調 和 を 図 る。

5)ISOCGMプ ロフ ァイル規 則 に合 わせ て調 整 す る。

6)他 の2800x仕 様 との基 準 の 一 貫 性 を保 つ 。

MIL-STD-974(契 約者統合技術情報サー ビス(CITIS))

バ ージ ョン:原 版 一1993年8月13日

状況:公 布済み。必要 と判断 され るときに修正 される。

内容:国 際的 に適用す るためには拡張が必要 と思われ る。
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(4}CALSとEC/EDl

現時点 におけるCALSとEC、EDIの 位置付 けは、次のように解釈で きる。

(StanderdCo㎜unication

formsdocu㎜ent)

(INPUT社Dr.RobertDe1lerの 見 解)

①EC(ElectronicCo㎜erce)は 真のペーパ ー レス環境 にアプローチす る。ECは 電子的

手段で情報交換を行 う包括的な概念であ り、必要性の明示か ら要求の通知、公告 に対す

る応答の提示、提案の選択 、開発および発注、在庫管理 、評価、フィー ドバ ックにいた

るまでの電子 的に行われ るすべてを意味す る。

②EDIは 本来、書式 および文書 を伝え るための一連の標 準である。 フォームの中 に何が

あるかには関与 しない。EDIは すべてのECを 網羅 してい るが、データ伝送の ための

標準がい くつか欠けている。 これ らの標準が 出て くればEDIはEC空 間を もっと占め

ることになる。

い くつかのEC、CALSにEDIが 含 まれていないのはEDI標 準がないか らに

す ぎない。

③CALS環 境 は、EDIとECに 部分 的に一致す る。重 な って いない部分 はEC/ED

Iを よ りどころと しないCALS活 動 であ り、CAD/CAM/CAEが あ る。CAL

SはEC/EDI環 境の外 にあるCAD/CAM/CAEか ら始 まった。 これ らには ワ

ー クステー シ ョンにおけ るイ メージ取得が含 まれて いた。(DoDで は技術 マニ ュアルの

一67一



図を電子的に格納、伝送す ることが至上命令だ ったか ら)。 技術 データの電子的伝送 に

恩恵を受けたDoDは 、伝送の局面 を拡大 してCALS環 境の焦点 を広げたいと考 え、

CALS名 称を コンピュータ支援→連続 、兵端(後 方支援)→ ライフサイ クルサポー ト

へ と変更 した。CALSの 新 しいアプ リケー ションや伝達標準が作成 されれば、CAL

Sは よ り多 くのEC/EDI空 間を 占め るよ うになる。
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2.5政 府の取 り組み

(1)ク リン トン施策 とCALS

1993年1月 、民主党の ク リン トン政権が発足 し、2月 には、従来のテ クノロジー政策を

見直 し、テ クノロジー部門への財政支出を170億 ドル追加す るとの強化方針が示 された。

米国経済の再生を旗 印に、政府の積極的な介入により産業界 の競争力の強化 を図 ろうとす

る姿勢 であ り、 これまで共和党政権が民 間企業への過大 な介入 を嫌 い、産業政策 には消極

的 な姿勢 を とって きたの とは大 き く異な る。冷戦終結後 に誕生 した ク リン トン政権 におい

て は、国防や巨大科学 プ ロジェク トに対す る多額の財政支 出が削減 され、環境 や商用化 テ

クノロジーが重視 され るよ うにな った。 そう した点か ら、既存のプ ロジェク トや機関が産

業界や米国経済の要求に もっと的確に対応で きるよ うに作 り直す ことが、 クリン トン政策

の優先課題 とな って いる。

民生技術重視の具体策 と して は、

①DoD関 連 の研究開発 に占め る民生技術の比率の引 き上 げ

②DARPA(国 防高等研究計画庁)の 名称のARPA(高 等研究計画庁)へ の変更

③ 政府調達 における民生製 品の重視

な どが、その主な ものと してあげ られ る。

現在のCALSプ ロジェク トの動 向 も、 こうしたク リン トン政権 のテ クノロジー政策を

踏 まえて見て い く必要が ある。

(a)ク リン トン政権の技術戦略 と して、 まず とりあげ るべ きは次の二つであ る。

①製造 ベースの再構築(新 しい情報技術を どう生かすか)

②国家情報 イ ンフラの配備(情 報スーパ ーハ イウェイ)

CALS具 体化 にあた っての最重要課題 は、CALSビ ジ ョンを クリン トン行政の ビ

ジョンやテ クノロ ジー戦 略にど うフィ ッ トさせるかという点 にある。 それ はCALS推

進のため(予 算化等)の 戦略的措置で もある。製造業活性化にっいては、CALSの 推

進 は第1フ ェーズと して製造業 に照準 してお り、 ク リン トン施策 と合致す る。

また、NII等 の情報基盤 はCALSに とって も不可欠な イ ンフラであ り、CALS

を推進す る力になるが、 どうい うネ ッ トワーク環境 にな るかでCALSも 左右 され る。

したが って今後、CALSプ ロジェク トか らも積極 的な働 きか けを してい く必要があ る。
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(b)ク リン トン政権が経済基盤の強化の ために2000年 までの目標 として掲げて いる もの

に次の二つがあ る。

①輸出の強化(60%up)

②雇用の創出(600万 人)

輸出強化対象 にコ ンピュー タ、通信 分野が掲げ られてお り、CALS準 拠の ソフ トウ

ェアなどは期待 の高 いところであろ う。雇用面で は、デ ュアルユ ース としてのCALS

が防衛産業 にプールされた技術 と人材の民生転換の 巨大 な受け皿 とな りうるか どうかと

いう点にかか っている。防衛関連の総雇用 は550万 人 ともいわれ、人員削減 の中で新 た

な雇用創出 も図 っていかねばな らない。

(c)ク リン トン大 統 領 がEC(ElectronicCommerce)に 関 す る覚 書 に署 名('93.10/下)、

NIIやECの 推 進 を本 格化 して い る。 この ことは 、CALSに と って 環 境 が整 備 され

る ことにっ なが る。

①ECは 、 ペ ーパ ーベ ー スの 調達 システ ム を追 放 し、パ ソコ ンを使 って誰 で もア クセ ス

で き る政 府 ビジネ スを構 築 す る。

②NIIで 最 も重 要 な こ とは、 規格 お よび プ ロ トコル の 開発 とECの デ モ を行 うこ とで

あ る。

(d)以 上の とお り、CALSは 政府方針 と密接 に関連 して いる。 したが って、今後 のCA

LS推 進の方 向性 は、例えば、以下のよ うな クリン トン政権の施政方針 を反映 し、軌を

一 に した もの となろう
。

それは、技術の軍需 か ら民生への転換、官民両用のデ ュアル ・ユース ・テ クノロジー

の開発志向、CALSのDoDか らDoC/NIST主 導での展 開等の動 きとして既 に

始 ま って いる。

①産業の国際競争 力の向上を 目指 した技術戦略(=生 産性 の向上、米国の経 済成長の維

持、政府 と産業界の協調)… …CALS技 術のマスターキーを米国が握 る

②労働者の教育や技術の質的向上(=新 たな雇用創 出、高賃金、質の高 い仕事)

・・…NISTに よる中小製造業への技術支援

③ 国民生活の向上(一 情報基盤整備や制度改革 による政府サー ビスの改善)
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……政府 ア クセスへ の電子化

(e)CALSを 軍需技術の民生転用の観点か らと らえ ると次の ことが言えよ う。

米国における研究開発投 資額(年 間1,600億 ドル)の 政府支 出割合 は45%(700億 ドル)

近 くを 占め、中で もDoD、NASA、NSFを 経 由す るものが多 く、民間企業への委

託研究の形で産業界 に支払われる研究開発費用 も巨額である。 しか も、政府 イニ シアテ

ィブにより開発 された技術成果を産業界が享受 する技術的恩恵 は計 りしれない程 に大 き

い。CALSも その一つであ る。 しか し、今後のCALSは 技術開発 、 コス ト負担の両

面で民間に期待 され るところが大 きい。

米国政府の研究開発予算の6割 は国防関連であ るが、 クリン トン政権は国防用の研究

予算 と民生用 の予算 とを5対5の 比率 に改めよ うと している。ARPAで は、民生用 目

的に も使え るデ ュアルユース ・テ クノロジーの開発を強化 し、国立の研究所 は、民 間企

業 との協力研究 を増や して いる。官民共同体 の形成 によ り官民両用の技術開発 を推進す

る方策の一環であ る。

連邦政府 によ る研究成果 の民間への技術移転 は、 「スティーブ ンソン ・ワイ ドラー技

術革新法 」(1980年 制定)や 「連邦技術移転法 」(1986年 制定)等 の技術情報 普及政策

により積極的に行 われてい る。 しか し、防衛産業の民需転換 にっ いては決め手がないの

が実情である。構造 的な変革 を伴 うだけに難 しく、防衛関連産業 において も新 しい進路

が見 い出せて いない。CALSの 民間 ビジネス分野への応用 や国際展 開の動 きは、 こう

した背景 の下での模索であ り、試行であると もとらえ られ る。

(f)CALS技 術の民間への普及促進のため各種の施策が展開 されて いるが、その一つ に

CSRC(CALSSharedResourceCenters)の 設置が ある。CSRCは 、議会 が設立 し

たCALS共 用資源セ ンターであ る。CALS技 術 の利用促進を図 り、全米7地 域 に設

置 されてお り、今後、増設(95年 に3つ)し てい く方針であ る。CALSの 関連規格 、

各種エ ンジニア リング手法の提供 と文献、ツール展 示等 を実施 してお り、 その一例を表

6に 示す。
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表6CSRCの 役割

・ 調達企業の98%は25 ,000ド ル以下 の調達規模だ といわれ る。 こうした中小製造業 にお

け るCALS規 格の導入 をサ ポー トす る目的で全米各地域(7ヵ 所+3ヵ 所、今後 も増

設 してい く予定)に 議会予算でDoDが 開設。

・ 調達 システムが発注元か ら末端の下請企業 まで一貫 した電子化 で達成 され るためには、

CALS準 拠への投資能力等 に限界があ る中小企業を対象 に、導入のための技術的サポ

ー トとコンサルティ ング ・サー ビスを提供 し
、教育 ・訓練等をサポー トす る必要がある。

・CALS普 及のための地域拠点 と して、企業のみな らず、地方 自治体、州政府や地域

の連邦政府 関連機関、大学等教育機関 に も同様 のサ ー ビスを行 う。

地域密着型のCALS普 及 セ ンターと して は、CSRC(DoD)とMTC(NIST)

の2っ があ る。

(注)MTCは 中小企業への技術指導 を担当す る工業技術セ ンターで全米7ヵ 所 にあ る。

・一各セ ンター毎に専門、重点分野 を設 けるな ど特色があ る。ネ ッ トワー クを通 じて他の

CSRCや 政府 リポ ジ トリー、加入大学等へのア クセスが可能であ る。

〈具体 的 な 業務 内容 の例 〉

・資料 提 供/ア ドバ イ ス

・オ リエ ンテ ー シ ョン ・コー ス

・ トレー ニ ング ・セ ミナー

・コ ンサ ル テ ィ ング

・ツール の実 習 デ モ ンス トレー シ ョ ン

〈提供できる専門知識 一オ レンジCALSの 場合〉

・金属加工テ クノロジー

・検索お よび変換

・情報 テクノロジー

・商業 テクノロジー

・製造の 自動化

・設計の 自動化

・ビジネス業務の 自動化

(注)CSRCは 基本的にはツールのデモ ンス トレーシ ョンだけを行い、導入 とサポー

トは個々のベ ンダーが行 う。(CSRCを サ ポー トす るベ ンダーには、DoDと

の契約実績を もっ防衛産業が多 い。)
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(2)DoDに おけるCALS

CALSはDoDか ら始 ま った。 これ まで10年 のCALS技 術の蓄積 とノウハ ウはDo

Dに あ り、今後 の開発、普及 において もDoDの 影響力が大 きいことは確かであ る。 そ こ

で、DoDに おける現在のCALSの 位置付け と役割を確認 してお きたい。

①大量の紙(文 書)管 理の問題、装置に依存 しないオープ ンな規格を採用 してい る電子化

文書を対象 と した システムが存在 しない ことを理 由にCALSプ ログラムを スター トさ

せ、テキス トと画像が混在 した文書 を表現す るための標準化 された国際規格の採用を始

めるに至 った。

②政府調達の機能仕様のデ ィジタル化をベ ンダー(政 府契約企業)と もども目指 してお り、

1994年 度末 までにDoDの80%の 調達処理を電子化す ることにな ってい る。

③予算 と人員削減 の中で業務 を遂行するには、情報技術(電 子 的ツール)の 活用 による業

務 プロセスの改善が不可欠 であ り、CALSは 、DoDの 生産性向上運動(BPR)の

側面 ももっている。

④DoD内 の主要 なCALSプ ログラムと して、JCALS、JEDMICS、CTOL、

ADMAPS、IUSSが あ り、いずれ も1989～91年 にかけて開発がスター トして いる。

⑤政府 のCALS予 算 は1992年 度の総額1.84億 ドルか ら93年 度 には3.67億 ドルへ と倍増 さ

れた。 その内訳 は義 子に見 るとお りであ る。CALSに 対す る予算 は1991年 まで はDo

Dの 情報処理全体の中で扱 われていたが、92年 度 より表 のよ うな配分にな った。

表 了1993年 度のCALS予 算

技 術 マニ ュ アル

JCALS/Army

デ ー タベ ース管 理

CIM

技 術 デ ー タ管理

EDMICS/Navy

印刷

資 源 セ ンター

94.3M$

85.9M$

41.4M$

84.1M$

61.6M$

22.4M$

40.4M$

46.OM$

122.6億 円

111.7億 円

53.8億 円

109.3億 円

80.1億 円

29.1億 円

52.5億 円

59.8億 円

総 計367.8M$478億 円

(注)1992年 度 予 算 は総計184M$(239億 円)
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⑥DoDの 調達行為を1988年 のデータで示す と表8の とお りで ある。

表8DoDの 調達状 況

・DoD調 達所

・納入業者

・調達行為

うち

国外

・調達金額

1000

33.5万 社

1,500万 件

小企業への発注

政府 ・公益 ・教育

大企業

1,510億 ドル

900万 件(60%)

110万 件(7.5%)

110万 件(7.5%)

380万 件(25%)

うち2.5万 ドル以上の調達30万 件(2%)

2.5万 ドル以下1470万 件(98%)

注意すべ きは、調達件数の60%は 小企業への発注であ り、金額が2.5万 ドル以下の調達

が98%を 占めていることであ る。 防衛産業 は多数 の小企業で形成 されて いるとい うこと

であ り、調達業務 の情報 システム化 に際 して は、 これ ら小規模の業者を含む全ての業者

をカバーす る配慮が必要 となる。全てを統合 して継 目のない情報流通を可能 とす るには、

発注者 一元請業者 一下請業者 一下 々請業者 が共通す る情報基盤 を持 って いなければな ら

ず 、政府 一大企業のみの基盤が整備 されて も、中小企業への流れが途切れ るようで は意

義 も半減 して しまうか らであ る。

⑦DoDを 中心 とす るCALS推 進体 制 は図6の ようにな って いる。

図6CALS推 進体制
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(3)DoCに お けるCALS

CALSは 、1993年 秋を境に、総合的な情報戦略構想へ と新 たな展開を示 し始めた。今

後のCALSの イニ シアティブは、DoDよ りむ しろDoCに 移行 したと受 けとめ られる

の も、政府の情報化施策の推進がDoCを 中心に動いているか らであ り、商業ベ ースでの

展開にDoCの 役割 は欠かせ ないか らで ある。DoCに おけ るCALSの 位置付 けは、D

oCと 民 間セ クター との協調による高度技術の開発、 その一環 と してのCALSの 普及促

進 といえ よう。そ こでDoCか ら見たCALSを 以下 にまとめてみ る。

①CALSは 、 もはや国防総省 と防衛大手企業のみのプ ロジェク トではな く、米国製造業

全体 の競争力強化のため、全製造業お よび関連す るサー ビス業を も含 み、大企業のみな

らず 、中小企業 を も対象 として普及すべ き国家的最重要課題の一つである。

②推進役 として、NISTが 技術的な標準化 と中小企業への普及啓蒙活動の実務的な責任

を持つ。

③ 目的の達成のため、NISTは 、従来か らの研究活動 に加え、企業の先端技術開発を支

援す る高度技術開発計画(ATP)や 中小企業 に技術指導をす る工業技術セ ンター(M

TC:ManufacturingTechnologyCenter)、 それ に優 れた品質管理を して いる企業 を表

彰す る 「マル コム ・ボル ドリッジ賞(日 本で はデ ミング賞)」 の授与事業を新たに加え

た。

(a)NISTの 任務

商務 省の標準技術院(NationalInstituteofStandardsandTechnology:NIST)

は、その役割 と機能 を拡大す るために、標準局(NBS)を 改組 して1988年 に設立 され

た。産業の基盤技 術の構築、強化 を目的とす るもので、 同年制定 された 「包括通商競争

法」を背景 として いる。政府の技術政策の推進役 と して、長期的な経済成長を促す ため

に産業界 と協 力 して新 しい技術の開発を行 う戦略的な組織 としての性格が強 い。他 の技

術政策を担当す る組織 と大 き く異なる特徴 は、経済成長を 目的 と した政府投資を行 う点

にあ り、企業の技術支援 に直接向け られ る。例えば、DoDのARPAに よ る研究活動

は、民間企業への効用 はあるが、本来の 目的は安全保障 に置かれている。 ク リン トン政

権 は、安全保障という任務 は果た しなが らも経済や産業界が必要 とす る分野 に投資を振

り向けよ うと して お り、その格好の例がNISTで ある。実際、NISTの 予算 は年 々

倍増 してお り、93年 は3億8000万 ドル(政 府R&D予 算700億 ドルの0.5%)、97年 度 ま
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で には14億 ドルに引 き上げよ うと して いる。特に、"製 造に対す る支援"は ク リン トン

政権 の基本政策の筆頭 にあげ られてお り、具体化 にあた ってのNISTの 役割 は大 きい。

NISTで 実施 して いるプ ログラムの主な ものをあげれば、次の とお りであ る。 これ

らは前政権時代か らの継承であ り、その拡大 ・発展を図 って いる。

① 「高度技術開発計画(AdvancedTechnologyProgram:ATP)」(90年 よ り開始)

高度 な成果が望め るが リス クも大 きいとい う技術開発へ の資金援助制度。予算 は、

90年1000万 ドル、91、92年 は共 に3600万 ドル、93年 は6800万 ドルとな って いるが、企

業の応募が活発で資金不足の状態であ る。94年 度 は2億 ドル弱を要望、97年 度 には7.5

億 ドルまで増 やす考えだという。

② 「工業技術セ ンター(ManufacturingTechnologyCenter:MTC)」

中小企業の生産性向上 を支援 し、技術指導を担 当す る目的で、現在、全米7ヵ 所 に

設置 されてい る。CAD、 コ ンピュータ制御マ シンツール、電子式デー タ交換 など、

新 しい製造工程面でのテ クノロジーの利用 に対す る企業の能力を向上 させ るための研

究 に資金援助を行 って いる。 「マニフ ァクチャ リング拡大パ ー トナーシ ップ(Manufa

cturingExtensionPartnership)」 で全米100ヵ 所のExtensionCenterを 目指 して い

る。

また、35万 社の中小企業の近代化を支援す るため、CALS準 拠 の最新の製造技術

の導入を図ろ うと して いる。

③ 「共同研究開発契約(CRADA)制 度」

国立研究所な どの政府研究施設 と民間企業が共 同研究 を進 めるための取 り決めであ

る。研究者 や費用を双方が持 ち寄 るところがATPと 異 な る。NISTの 研究所 も、

す でに数百件のCRADAを 結んで いる。

以上の とお り、NISTで は官民共同の産業技術 開発や産 業界(特 に中小製造業向 け

に)へ の技術活用の促進策 を積極的に展開 してい る。

(b)NIIとCALS

CALSの 国内外 と中小製造企業への普及 にっいて、商務省 とNISTの 役 割が重要

視 され、その活躍 も顕著にな って きた。CALSの 民 間への移転 と中小企業への普及 を

担 うNISTへ は、予算面で も強力なバ ックア ップ(増 額の措置)が 見込 まれ、NII

構想 の推進面か らも、標準化の中心で あるNISTの 支援 ・強化が図 られて いる。情報
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イ ンフラ整備後の議論(情 報 イ ンフラを使 って何をなす べ きか)の 中で もCALS、E

DI、ECは 注 目されてお り、CALSの 側か らは通信 基盤 としてのNIIが 期待 され

てい る。

(c)DoCのCALS関 連組 織 と担 当分 野

DoCのCALS関 連 組 織 と、 そ の業 務 の 内容 を以 下 に紹 介す る。

*コ ンピュー タ ・システ ム研 究 所(ComputerSystemsLaboratory)

IGES、SGML、Raster、CGM適 合 テ ス トの 実 施 とCALSを サ ポ ー トす

るため に必要 なSQL3イ ンフ ラス トラ クチ ャの開 発 と構 築 に必 要 な デ ー タ管 理 。

*PDESテ ス トベ ッ ド(NationalPDESTestbed)

STEP(StandardfortheExchangeofProductModelData)ア プ リケ ー シ ョ

ン ・プ ロ トコル(AP)開 発 環境 の提供 、AP計 画 用 の 技術 デ ー タの提 供 、ST

EPに 関 す るテ ス ト方 法 の確 立 と ツール やパ ー ツお よ び ドキ ュメ ンテ ー シ ョンの

構築 、STEPプ ロ トタイ プ計 画 の実施 。

*PDEイ ニ シ アチ ブ(NationalInitiativeforProductDataExchange)

政府 が 支 援 す る産 業 界 主 導 のデ ィ ジタル製 品 デ ー タ交 換 の 開 発 と利 用 に関 す る3

年計 画 の 実 施 。

*NTISCALS/CE情 報 セ ンター

CALS/CE関 連 情 報 に関 して 、電 子 掲示 板 を利 用 した情 報 提供 、 出版 物 や ビ

デ オ テ ー プの 販売 、教 育 訓練 、 セ ミナ ーの実 施 等 、 マ ル チ メデ ィア に よ る情 報 の

提供 。

*DoC/CALSオ フ ィス

DoCに お け るCALS関 連 活 動 の総 合 調整 事 務 を 担 当。CALS/CE-IS

Gを 通 じ、 国 内 各地 域 にあ るイ ンタ レス トグ ル ー プに対 す る教 育 支 援 、USCALS

ExecutiveSu㎜aryの 執 筆編 集 、普 及 啓 蒙活 動 の 計 画立 案 、 世 界 各 国 との 国 際 交

流 の推 進 、 事 務局 機 能 の 援助 を行 う。 また、 産 業 界 に お け るCALS利 用 の経 験

を連 邦 政 府 全 体 の調 達 業務 の デ ィ ジタル 化政 策 に反 映 させ る こと。 た だ し、IS

Gに 対 して 運 営 費 を補 助 して い るか ど うか は不 明 。

一77一



(4)そ の他行政機関の導入状況

米国政府 は、DoDやDoCの みな らず全省庁 にわたって、行政事務 の高度化 とコス ト

削減 の観点 か ら、 さらに、資源保護の発想 によ り、政府の調達業務 にCALS標 準 の採用

を後押 しす るとともに、CALSの 採用 した標準の一つであ るSGMLに 基づ く文書 の電

子 化 とマルチ メディア ・データベースの構築を積極的 に進めてい る。

CALSは 、政府調達や行政文書 の電子取 引化を促進する。行政文書の電子化 にCAL

Sを 利用す る省庁が増え、関連企業(文 書交換を行 って いる企業)に もCALS採 用を義

務付 けるに伴 い、民間に もCALS市 場が形成 されっっある。

運輸省(DoT)の 運輸 システムセ ンターはDoDの 後方支援 イ ンフラの開発を支援 し

てお り、NASAで も技術文書にCALSを 導入 し、建設省、薬 品庁、エネルギー庁 も申

請書 の文書電子化にCALS規 格を採用 して いる。 その他の省庁において も、次のよ うな

導入例が見 られる。

〈各省庁のCALS導 入例〉

・エネルギー省 一 政府規制に基づ き義務づけ られた石油漏 れに関連す る工学情報(申 請)

・食 品医薬品局 新薬 申請

・運輸省(DOT)一 航空宇宙、 自動車の製造、設計 図、技術情報、訓練マニ・アルの自動(電 子)化

・環境保護庁 環境影響 プラ ン

・内国歳入庁 財務諸表

・証券取引委員会 一 財務情報の電子化、SGMLの 金融業界への浸透

・連邦通信委員会 一 ラ ジオ免許 申請
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2.6産 業界の取 り組み

CALSの プロモー ションでは連邦政府が最大の影響力を もち、その開発 もまだDoD

と政府機 関が中心 であるが、一般の民間企業への普及を促進 し、国際規模での展開 を図 ろ

うと してい る。

民間企業において も、政府調達に関連す る技術文書のSGMLに よる電子化のみな らず、

あ らゆる企業活動、す なわち、製品の設計、開発、製造、調達、販売、保守、運用、教育

訓練 にいた るあ らゆ る局面 にお いて、CALS標 準 を採用 し、業務の改善を図ろ うとす る

動 きが大手企業 を中心 と して 出て きている。いわゆる、CALSに よる リエ ンジニ ア リン

グで ある。 このよ うな動 きは、DoDと の取引金額が多 い大手 防衛産業にとどまらず、全

産業へ と水平的に広が りっっあ り、 さらに、部品産業や周辺のサー ビス産業へ と垂 直的な

展 開が図 られ ようと して いる。CALSを 採用 してい る米国企業の数や実態に関す る正確

な情報 はまだ余 り報道 されていないが、採用す る企業数が増えてい ることは事実であ る。

CALSの 今後の普及動向は、大 き く区分すれば次の三つであ ろう。

①政府調達のCALS化 → 製造業全般 に普及

②行政文書のCALS化 → サー ビス産業 に普及

③対米輸 出量の多 い国へのCALS普 及 → 世界戦略(CALSに よる"系 列化"?)

既にCALS対 応 を実現 してい る例 もあ る。以下 に示す ように、SGMLベ ースでの政

府 との行政文書の交換 がその主な ものであ る。

〈業界のCALS対 応例 〉

・金融業界(SGMLに よる財務情報の報告義務)

・自動車 業界(排 気 デー タをSGMLで 提出)

・半導体産 業(コ ンピュータ支援設計者のための電子 データブ ック出版戦略)

・ソフ トウェア(オ ー プ ンソフ トウェア財団のベ ンダの文書交換)

・薬品(新 薬申請、新薬開発 コス ト軽減)

・製造業(製 造物責任訴訟 の回避手段)

・出版(電 子出版 ソフ ト商社のCALS評 価 は向上 してお り、次世代電子出版 システムの

中心標準 とみな されっっ ある)

CALSの 最 も新 しい動向 と して は、政府機関か らその契約企業へ、そ して、契約企業
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が民間CALSベ ンダー とな って一般企業へ と普及拡大す る流れが出て きた ことであ る。

CALSコ ンセプ トの拡 張によって、CALS技 術 はよ り幅広 いプログラム支援 に適用

されるようにな った。DoDと 取引のあ る企業 はDoDと の取引以外に もCALSを 利用

し、一般政府機関 もまた資材購入等の ためにCALSを 利用 して、その取 引先 もCALS

を利用す るといったよ うに、CALSの 利用は拡大 して い く方 向にある。そ こに ビジネス

チャ ンスが生 まれて きた。

その ような動 きに注 目 して、政府のCALS関 連 システムの納入実績 を持つSRA、P

RCの 二つの民 間企業を訪 問 し、各社のCALSに 対す る考え方 とCALS対 応 の開発 シ

ステムにっいて ヒヤ リング調査を行 うと もにデモを見学 した。

また、CALSの 国際化の動 きも顕著であ る。 この点を踏まえて、産業界 と政府のパイ

プ役 としてCALSプ ロ ジェク トのスター ト時か ら普及活動を してきたCALS/CE-

ISGを 訪問 し、CALSの 現状 と今後 の活動方針 な ど総括的な調査を行 った。

(1)CALS/CE-lSG(lndustrySteeringGroup)の 活動

民 間のCALS推 進 グループCALS/CE-ISGの 組織概 要、活動内容 は以下の とお りである。

①1986年12月11日 、NSIA(米 国防衛産業協会)の 執行委員会が承認 したCALSプ

ロジェク トの初期 の憲章で設立。NSIAが 事務 局。

②CALS/CE構 想 の制度化 を図 る官民 の事務 レベル接点で、規格や調達戦略を策定

し、実施す る。

・防衛産業におけるCALS/CE構 想を制度化 し、政府、産業界、学術界が一丸 と

なって対応 しよ うとい う世界 レベルの試み。

・CALS/CE構 想 に適合す るように、それぞれの手続 き、規格/仕 様、調達戦略

の制定 と実施 に関 し、政府のCALS/CE関 連部署 と産業界側 との事務的な接点

としての任務を行 う。

③運営はボランティア形式。加入無料。無報酬。活動時間 は平均週4時 間。

④参加企業数123社+賛 助会員 一・200社以上

米国の主要な防衛 関連企業(Westinghouse、Northrop、Boeing、Lockheed等)、 コン

ピュータ企業(IBM、DEC等)な どが参加

⑤参加者(ボ ラ ンテ ィア作業者総数)1000～1800名

⑥5つ の部会(製 品 と工程 の統合/企 業情報管理/教 育 ・コ ミュニケーシ ョン/規 格S

－80一



TEPに よ る製 品デー タ交換/調 達 ・ビジネス)、 部会の下 に20の タスクグループを

設 けて活動

(a)CALS/CE-ISGの 最近 の動 き

1994年1月 、 ブラウン商務長官宛 にCALS/CE-ISGの 代表が次の趣 旨の草案

書 を提出 した。

・商務省の指導 によるCALS省 庁間調整審議会の設立を勧告

・この審議会 はCALS/CE-ISG行 政諮 問委員会(EAC)と 協力 して米 国内の

CALS活 動 を調整 し、国際CALS活 動 における政府間関係 を支援す る もの とす る。

・関係政府機i関内に、本局級 のCALS統 合局を設定す る(例 えば、教育省、NASA、

運輸省)。

・ISGに は、資金(見 合 い基金)支 援 を行 う。

(b)CALS-EnterpriseIntegrationSpringWorkshopの 開催状況

(1994年3月16-17ジ ョー ジタウ ン大学 において開催)

・CALS/CE-ISGの 主要業務の一つにWorkshopの 開催があ り、産 ・官 ・学 に対

してCALS/CEプ ロジェク トの活動の情報や対話の場 を提供 してい る。

・今回の メインテーマは"CALSの 国際化"で あ り、そのための組織化を決定 したの

が最大の成果 といえ る。

・CALSの 国際化 について は、 ともか く、まず、組織 を固めるところか ら着手。欧州

、 日本、ア ジアに対 し、産 業界代表の参加 、働 きかけを積極化 して いる。

・諸国の対応 は、CALSの 考 え方 には賛同す るが、米国のイニ シアティブで動 か され

るのには抵 抗を示 し、対等な基盤 に立 って議論 したい と している。

・CALSシ ステムに必要な規格 のセ ッ ト化にっいて は、欧州 は トップダ ウン型で入 っ

てい きたい とす る。一方、米国は、産業界の意見集約によ る要請 に基づ くボ トムア ッ

プ型で、必要 の都度、規格化を図る方針である。

(2)SRA,Corp.(SystemsResearchandApplicationsCorp.)

SRAは 、JCALS(技 術 マ ニ ュア ルの 情報 管理 システ ム)をCSCと と もに開 発 し

た実 績 を持 って お り、 また 統 合 シス テ ム に関 す るアー キテ クチ ャや 暗号 化 技 術 の開 発 も行
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って いる。特 に、 自動 イメージ ・ライブラ リやEDIを 専門 と して いる。

JCALSの 開発実績 を基 に、CSCは 民間向けのCALSシ ステムを開発 した。 その

商品名がECALS(企 業CALS)で ある。ECALSは 、利用者が、 プラ ッ トフォー

ム、OS、 デー タベースの種類 にかかわ りな く情報 を共有 で きる情報管理 システムであ る。

SRAに お いて はこれ に相当す る商品 は開発 して いない。

①JCALSの 主要 な統合契約業者 はCSCで あり、CSCの 下請 け企業であ るSRAが 、

機密保護 と通信 に責任を負 う。

② 米国ではすべての国防契約が、DoDの 方針および連邦政府情報処理基準(FIPS)

に従わなけれ ばならない。特認の申 し出が ないか、 またはテス トのため非標準処理手順

が求められ ない限 り、 コメ ン トのため公表 された基準草案 は使用で きない。

③JCALS計 画の場合 もこの例外ではない。現行の契約仕様 は、COTS製 品にかかわ

るSBUデ ータの保護 のためのJCALS機 密保護 アーキテ クチャを制限 している。

④データ暗号 化機 器は、JCALSの サ イ ト間およびサイ ト内の機密保護通信の実行に利

用 されて いる。WANお よびLANの トラフィック(通 信)は 暗号化 されている。中軸

(バ ックボー ン)ト ラフィ ックは暗号化 されていない。現在で はSBUデ ータのデー タ

暗号 はデータ暗号化基準(DES)を 使用 しなければな らない し、またキー管理 はANSI

X9.17に 準拠 した ものでな ければな らない。データ暗号化構成要素 は論理サ ブシステム

を形成 し、他の さまざまなサブシステムの間に分散 されてい る。LAN暗 号装置は当該

LANに 接続 されてい るが 、データ暗号化サブシステムの一部 と して定義 され る。WA

N暗 号化装置 とLAN暗 号化装置 とい う2通 りの タイプのデー タ暗号化装置が ある。W

AN暗 号化装置は、X.25経 由でWAN環 境 とイ ンタフェース し、 またV.35経 由で 当該サ

イ ト特定のパケ ッ ト組立 ・分解装置(PAD)と イ ンタフェースす る。LAN暗 号化装

置 は、装置のEthernetポ ー トとLANケ ーブル との 間に挿入 され る。

⑤JCALSが 導入 されて いるサ イ トの大部分 は米国本土(CONUS)の 軍事施設であ るが 、

一部の海外地点 も今後 は含 まれ ることにな る。JCALSシ ステムは政府所有 また は政

府が賃借 した施設への導入 に も取 り組んでい る。

⑥最終的 にJCALSは 機密 データを支援す る目的を持つ ものであ る。JCALS計 画管

理局は、IEEE803.3ま たはTCP/IPパ ケ ッ ト・レベルのいずれかで暗号化す るNS

Aタ イプ1終 端暗号装置の利用 による この実行を考えて いる。 このアプローチ は 「機密

保護エ ンクレー プ(飛 び地)」 を提供 し、機密 システムによる同 じ媒体の利用を可能 に
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す る ものである。"B1"信 頼計算ベース(TCB)の ための要件 はそのままになるか

または強化 され なければな らな いだろ う。

⑦要す るに、現行 のガイ ドライ ンに基づ く機密保護アーキテ クチャのための統一信頼計算

ベース(TCB)の 設定を狙 った、JCALS機 密 保護計画には、一部機密業務のため

に開発 され た、比較 的高価な システムおよび製品への多額の投 資が求め られ る。

⑧ ディジタル署名基準 とエス クロ暗号化基準 の即刻の確認および、CPU外 部、NSA認

定の信頼 に足 るSmart-CardsとCrypto-Cardsの これ らの基準を具現 した製 品の市中販売

は、JCALS、EDI、 および電子取引(EC)の ための機密保護 アーキテ クチ ャを

大幅 に変え ることになるだろ う。 しか し、 この技術 の全面的な利益 は、新 しい複数 レベ

ルの機密保護(MLS)製 品 と、機密 ドメインへの上方互換が、認証 され信頼のおける

メーカか ら入手で きるよ うにな ったとき享受で きるようにな る。

また、SRAで は、CALS導 入支援 のためのCIRC(CALSInformatinandResource

Center)計 画 を進めてお り、海外市場の開拓 を開始 した。 日本が どうい う技術 に関心を持

っているか、 日本側の協力組織、技術文書の翻訳な どのサー ビスにっいて強い関心 を持 っ

て いる。CIRCは 、政府主導のCSRCが 国内向けであるのに対 して、海外 向けのサー

ビスを ビジネス と して行 うもので、 日欧のパー トナーを求めている。

① 米国内には膨大 な量 のCALS情 報が存在す る。そ こで、そ う した情報を見つ けるの に

利用で きる中央CALS情 報 セ ンターを持つ必要があ る。米国や他国内のCALS情 報

を見つけようと期待 して いる外国 にとって、共同エ ンジニア リングや電子データ交換情

報を含んで いるCALSへ の迅速で正確なアクセスを提供す る単一 のセ ンターが あれば、

その国が国際市場で競争す るのを必ず助けることがで きる。

②セ ンターの主眼点 は、情報移転を最適化 し、それを最終利用者 に合わせて カスタム化す

ることである。

③ 日本独 自のCALS情 報 資源セ ンター(CIRC)を 米国内に設立 し、そ こでCALS

情報 にア クセス し、記憶 し、配布す る ことを勧 める。

④SRAは 長年 にわ た りCALS計 画にかかわ って きてお り、 また事業の中心 を情報技術

に置 いてい るので 、CIRCの 創設 と運営 はSRA社 が担当で きる。SRAは 、 さまざ

まな政府機 関、業界団体、情報サー ビス会社 との調整を行 い、CALS情 報への接続権、

データ権、およびア クセス権の提供に責任を負 うことになる。

⑤CIRCは 日本 のニーズに合 わせてカスタム化 され、例えば、英/和 翻訳、COTs製
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品情報の収集、記憶、配布 、また電子取 引に必要な通信サー ビスの定義な ど、技術サー

ビスでの利用者の支援 といったサー ビス も含む ことになろう。 その他のサー ビスと して

は、研修 と製品評価 などが考 え られ る。

(3)PRC,lnc.(PlanningResearchCompanylnc.)

PRCは 、JEDMICSと 呼ば れ る イ メー ジデー タを含 め た デ ー タベ ー ス シス テ ムを

海軍 を中心 とす る政 府機 関 に納 入 して い る。 この システ ムで は軍 の施 設 情報(地 図 な どを

含 む)や 工 事 入札 状 況 、製 造 管理 情 報 な どが管 理 ・利 用 で き、CALSで の デ ー タ交 換 機

能 やAPイ ンタ フ ェー ス をJEDMICSに 付 加 したDDMS(DigitalDataManegement

System)を 民 間用 に開 発 し、 これ に よ ってCALSで の統 合 デー タベ ー ス化 の実 現 を図 る

計 画 であ る。 な お、 下 図 に示 す とお り、JCALSとJEDMICSはDoDの シス テ ム

で あ り、ECALSとDDMSは その 民 間 バ ー ジ ョン(CALS適 合 システ ム)と い え る。

(政府) (民 間)

標準 (CALS)
J-£ALS E-CALS

JEDMICS DDMS

CSC

PRC

①PRCの 成功 したEDMICSプ ログラムは、国防総省が承認 し、使用 してい る唯一の主要な

CALS適 合 システムである。

②CALSの 成功 の秘訣 は、PRCが 次 のよ うな技術 的能 力、っ まり、 イメージ管理、開

放型 システム統合、通信 およびネ ッ トワーキ ング、 ソフ トウェア ・エ ンジニ ア リング、

および技術移転 に焦点を合 わせ強化 しているということにある。 これ らの領域 はCAL

S専 門知識の構成要素であ り、あ らゆ る分野の経験 を提供す ることにより、製品設計、

更新、 または修正 に関す るさまざまな環境 をよ りよ くサポー トす るものである。

③PRCは この基礎 に基づ き、証明済 みの実世界 におけ るCALSソ リューションを提供

して きた。政府 および商業用CALSア プ リケーシ ョンの両方 について、情報 システム

設計および統合 の第一人者 としての名声 を得て いる。

④ トータル情報 システム ・ソ リュー シ ョンの重要性 は、他 の二つの重要 な連邦政府の提言

を組み込む ことによって一層強化 され る。 それ は、企 業情報管理(CIM:標 準情報技

一84一



術 のアプ リケ ーシ ョンを介 して ビジネス ・プロセスを改良 しよ うとす るもの)と 総合品

質管理(TQM:真 のユーザーの 目を通 して利点を分析 し、評価す ることによ って、生

産性 と品質 プロセスを絶えず改良 しようとする もの)で ある。CALSの 作業 はCIM

とTQMの 原理 とともに進行す る。それぞれの原理 は互 いをサポー トし、生産性向上、

費用削減、および配送時間の短縮 という共通の目標 を持 って いる。

⑤PRCは 、CALSに よって設定 された標準に適合す るシステム、製品、およびサー ビ

スを提供す る。EDMICSで 証明 されたよ うに、完全に 自動 化 され即時にアクセス可能 な環

境 において、多量の図面お よび技術データの走査、品質保証、保管 、処理、検索、複写、

および配布を可能にす ることによ って、 クライア ン トの生産性を向上 させ るシステムを

提供す る。

⑥ デ ィジタル ・データ管理 システム(DDMS)は 、画像処理ベ ースの ソフ トウェア ・シ

ステムであ り、CALS適 合製 品であ る。

⑦PRCのCALSシ ステム部は、CALSの ツール と技 術が ビジネス ・プロセスを改良

で きるのかを判別するの に役立 っよう設計 された広 範なサー ビスを提供す る。CALS

実現の戦略に関す るア ドバ イスか らユーザーの トレーニ ングにいた るまでの専 門知識を

駆使 して、 ビジネスを迅速かっ効果的 に、より高 い新たな レベル に移すための手助 けを

いつで も行 うことがで きる。

(4)CALS市 場

CALSの 市場規模 は、DoD(CALSStrategyforChange)の 見積 もりによると、19

90年 の75億 ドルか ら1995年 には351億 ドルへ と4.68倍 の伸 びが予測 されている。その内訳

は、 コンカ レン トエ ンジニ ア リングが47億 ドルか ら200億 ドルへ と4.26倍 、プロダ ク トデ

ータ ・マネジメ ン トが22億 ドルか ら79億 ドルへ と3
.59倍 、技術資料分野が6億 ドルか ら82

億 ドルへ と13.67倍 にな っている。

一方
、民間調査機関のデー タによると、図 了にみ るとお り、 システム&サ ー ビス市場 に

おけるCALSの 売上げは、91年 の15.6億 ドルか ら96年 には23.8億 ドルへ と52%の 伸 びが

予測 されている。収益ベースで は、図8に み るとお り、0.89億 ドルか ら12.95億 ドル と14

倍の伸びである。

二つのデータは、 ともに算 出根拠 が不明で照合がで きないが、前者 はCALSに かかわ

る全てを対象 と した数値 であ り、後者 は システム&サ ー ビス市場 に範囲が限定 されてい る。
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図 了 システム&サ ー ビス市場 におけ るCALSの 売上 げ と予 測(1991～1996)

(百 万 ドル)3,000

2,500
一23

.8億 ドル

2,000 一 Co㎜ercial

15.6億 ドノレ

1,500
一 Civillian

1,000
一

DoD・

500 一

SalesSources 1991 1992 1993 1994 1995 1996

CALSTotalSales十 1,560 1,288 1,636 2,126 2,225 2,380

Co㎜ercialother[==コ 35 70 100 200 350 500

Co㎜ercialDef-rel[=コ 25 45 75 126 175 225

CivillianAgenciesE===コ 0 23 161 300 400 455

DefenseAgencies[=====] 1,500 1,150 1,300 1,500 1,300 1,200

(出 典:G2Research lnc. 1991)

図8 システム&サ ー ビス市場 にお けるCALSの 収 益 と予 測(1991～1996)

(百 万 ドル)1,400

12.95億 ドノレ

1,200
一

1,000 一

800
.

600 一

400
.

200
0.89億 ドノレDoD一

RevenuesSources 1991 1992 1993 1994 1995 1996

CALSTotalRevenues≠ 一一 89 299 500 741 1,023 1,295

Co㎜erclalother〔=コ 12 35 50 100 175 250

Co㎜ercialDef-rel[==コ 8 23 38 63 88 113

CivllllanAgencies[二=====] 0 5 35 70 100 130

DefenseAgencles〔=====] 69 236 377 508 660 802

(出 典:G2Research 1nc. 1991)
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2.了 各 国 のCALS動 向

(1)CALSの 国際化

CALSEXPO'93に おける新 たな動向と してCALS国 際化の促進が あげ られ る。会議名

称 もCALSEXPO'931nternationalに 変更 され、世界各地域の活動報告 も活発 に行われた。

CALSに 関す る国際的な活動 を調整す る正式 な機関は現在 の ところ存 在 していない。

また、国別 に見て も、それぞれの国を代表す る組織が正式 に決ま って いるの はわずかで あ

り、複数 の団体が独 自にCALSに っ いて研究、組織化を図 ってい るのが実情であ る。 し

か しなが ら、米国 として は、CALSに 関す る国際的な組織づ くりが、CALSを 国際的

に普及 させ るためには必要不可欠であるとの認識か ら、CALS/CE-ISGに 相 当す

る正式な組織づ くりを各国 に要請 しているところであ る。

CALSを 国際的な情報 インフラに しよ うとする米国の戦略に対 し、諸国の対応 もさま

ざまであるが、今後 、その普及拡大 に伴 いCALSを 巡 る国際的な駆 け引 き も活発化す る

のは必須で ある。

そ うした中で、 日本のCALS対 応が最 も遅れていると言 える。

(2)諸 国 のCALS活 動

英 国:93年 春 、7団 体 のCALS活 動 をChalfont卿 が 統 合 し、UK-CIC(UKCALSInterest

Council)を 設 立 。

米 国 以外 で は最 も積極 的。CALSのISO化 を主 張(ISO9000的 な認 証 策?)。

仏 国 防 省CALSフ ラ ンス事 務 所 と電 力 が主 導 。

CICALS(CoordinationIntersyndicatepourCALS)。

94年9月 にCALSExpoEurope'94(パiJ)開 催 予 定 。 米 国主 導 の 動 き に は抵 抗 を 示 す 。

独 民 間 主 導 。93年9月 にCALSExpoEurope'93を 開 催 。

BDI(BundesverbandderDeutshenIndustrie)にCALS委 員 会 を 設 立 済 み 。

NATOCALS担 当 はNIAG(NATOIndustryAdvisoryGroup、AC301SG/D)。

一87一



EU:EUCIG(EuropeanCALSIndustryGroup)。 欧州代表 として発言で きるに至 って いない。

カナダ:93年 春、既存EDI組 織がCALS組 織 に参加。

オース トラ リア:CALSEXPOPACIFICを3年 前 か ら開催。国防省が主導。

台湾:国 防省が民間EDI組 織を支援 し、CALSの 組織化 中。

韓 国:国 防省 と財閥系が調査 を開始。

日本:94年9月 晴海データシ ョウにCALSEXPOJAPAN'94を 併設予定 〔閲電子協主催〕。

(3)日 本 のCALS対 応

日本 におけるCALS関 連活動 として は、 コ ンピュータメーカ中心 の調査研究が2年 前

か らス ター トしてお り、以下に、 これ までの動 きを列挙す る。 また、宇宙 開発、防衛産業

等の関係者 間においては、かねてよ り注 目され、文書 フォーマ ッ トと してのSGMLの 採

用 も進展 して きて いる。 しか し、一般的 にはその名称 もな じみが薄 く、新 聞記事等で紹介

され るに至 ったの も1994年 に入 ってか らと言 える。

・1992 .6間 日本電子工業振興協会 内にrCALS研 究会」設置。

文献 中心の調査活動開始。

・CALSPacific'92
、CALSEurope'92、CALSEXPO'92にCALS研 究会 よ り代表者派遣。

・1993 .4CALS研 究会がrCALS技 術 セ ミナー」を開催。

・ 同 .11CALS研 究会や アジア評議会(防 衛 ・戦略問題の研究組織)か らCALSEXPO

'93に 代表者派遣
。

・ 同 .12富 士通 鳴戸常務がCALS/CE-ISGのEAC(最 高諮問評議 会)の 日本代表 メ ン
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バ ーに推薦 され る。

・1994 .1電 子 協 内 に新生rCALS研 究 会 」 設置 。

・ 同 .9CALSEXPOJAPAN'94開 催 予 定(デ ー タ シ ョウに併 設)。

(a)DoD調 達に関連す る企業においては、既 に対応の動 きが見 られ る。 また、米国製の

通信機、 コンピュー タ、 ソフ トの操作マニ ュアル、航空機 や自動車の保 守整備 マニ ュア

ルの作成で はSGMLが 標準的に使用 されてお り、 日本国内の販売業者 に米国 と同 じ文

書作成 ソフ トの使用を要求す るケースが増加 中であ る。

(b)防 衛庁が米国よ り調達 したパ トリオ ッ ト等 の装備に付随す るソフ トウェアな どで は、

確実にCALS対 応(機 械翻訳 システムを利用 した 日本語版CALSの 構築)を 迫 られ

るであろ う。

(c)米 国政府の調 達手続 きな どが電子化 され る方 向は間違 いな く、その際、直接政府調達

に入札す る企業だ けでな く、米国企業 との共 同受注や下請 け業務 を行 う日本企業 は、原

則 と して技術情 報の交換な どをCALSで 行 うことになろ う。

その場合、SRAの 構想にあ るよ うなCIRCを 一種のVANセ ンターと して利用す

るか、社内の システムをCALS対 応に変更す るかの二者選択が考 え られ る。

(d)CALS/CE-ISGで は、CALS推 進のための世界的な組織化 を図 って いる。

日本 と して も、わが国独特 の業務 プロセ スや システム要求を早 い段 階か ら提案す るため

に、製造業を中心 と した検 討の場 の組織化の是非が重要 な課題であ る。

(e)CALS自 体 は、まだGOSIPの よ うな情報 システムの調達基準 にはな っていない。

しか し、政府 や民 間でCALSの 利用が実質的 に推進 されれば、少 な くとも標準規格 に

っいて は対応 しない機器は米国の市場 で不利で あり、また積極的に市場 を求 め るとすれ

ば、 日本企業 や米 国企業のニーズを取 り込ん だ製品開発が必要であ る。
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2.8今 後の課題(CALS導 入諸国 に共通す る課題)

10年 の歴 史があるとはいえ、新 たな ビジ ョンによるCALSは スター トしたばか りであ

る。 したが って、 これ まで述べて きた こと も含めて、すべてが今後の課題だ とも言 いうる。

今後 を展望す る観点か らいえば、現段階で想定 され るCALSの 発展 ス トー リーは次の

よ うな ものであろ う。 まず、ペーパー レスのイ ンフラづ くりが基礎 とな る。次 に、共通 プ

ロ トコルを定義 して コ ミュニケー ションの統一を図 る。 それ は技術分野 とビジネス分野 の

両面か らのアプローチ となる。 さらに、社会 システムをデ ィジタルな システムに見合 うも

のに改めて行 かねばな らない。例えば、各種規制の緩和や法律改正 などが必要になろ う。

また、そ こに移行す る段階ではさまざまな社会変革の痛みを伴 うであろ う。 そ うして 出来

上 が った社 会基盤の上 に立 って、情報 ネ ッ トワー クを使 った ものづ くりなど、産業の新 し

い形態が創 出され る。 これ らの過程は、順次 というよ りも重な り合 うよ うに進展 してい く。

今後、CALSの 展開 を図 るうえか らは、以上の点 と自国の社会環境条件 とを踏 まえて、

利用者主導 のグラ ン ドデザイ ンを描 いてか ら取 り組む ことが望 ま しい。 しか し、当面 は先

行す る米国のCALS動 向を参考 としっつ対応を図 って い く必要があ る。

CALSの 導入 に伴 う課題 は、諸国 に共通す るものが ある。 それ は、次の よ うに整理 さ

れよ う。

(a)利 用者主導 によるオープ ン化 ・標準化

①ハー ド/ソ フ トに非依存の情報蓄積 ・利用法

②情報の管理 ・保護の方法

③他の標 準化活動 との連携(EDI、STEP、FCIM他)

CALS規 格

(技術文書)

十

EDI

(取 引書類)

EC:電 子 商取引

(製造業へ展開)

CALS構 想

FCIM構 想

一一(DoD版)・ …

STEP規 格

十

CE:

コ ンカ レン ト ・

エ ン ジニ ア リ ング

手 法

21世紀

の

製造業
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(b)行 政 関連情報 の電子化

①デ ータベース化 、オ ンライ ン化

②公報、閲覧

③ 申請 ・報告書(環 境、廃棄物、建築工事、薬品、特許 、財務他)

(c)情 報利用技術 の リソースセ ンターの設置

①CALS関 連規格 、各種 エ ンジニア リング手法

②文献、ツール展示 、普及活動

(d)国 際展開

①国際活動の組織化

②国際標準化(米 国軍事規格MILの 民需化 ・国際化(ISO化?))
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1.韓 国 の 情 報 化 動 向

1.1韓 国政府の行政情報 システムの推進

韓 国 で は1987年 に 、政 府 行政 情 報 シス テム(GAIS:GovernmentAdministration

InformationSystem)の 基 本計 画 が 策定 され 、 これ を ベ ー ス に コ ン ピュー タ統 合 国 家

情 報 システ ム(CINIS:ComputerIntegratedNationalInformationSystem)プ ロ ジ

ェク トが進 め られ て い る。 この プ ロ ジ ェ ク トは 、① 行政 、② 教 育 ・研 究 、③ 金 融 お よ

び財 務 、④ 国 防、 ⑤ 福祉 の5系 統 の 中核 的 ネ ッ トワ ー ク構築 を 目的 に して い る。

同 プ ロ ジ ェ ク トは、 二 つ の段 階 に分 か れて お り、 第1段 階 は1991年 に成 功 裏 に終 了

し、1992年 か らは第2段 階 に入 って い る。韓 国MOC(MinistryofCo㎜unication)

発 行 の"1992AnnualReportonTeleco㎜unication"よ り、行 政 、 教育 ・研 究 、金

融 関連 プ ロ ジ ェ ク トの 概 要 を紹 介 す る。

(1)政 府行政情報 システム(GAIS)

本 システムは、 コンピュータによる市民サー ビスの向上 と行政処理 の効率 ア ップを

目的に した ものであ る。第1段 階で は、以下の6項 目が優先的 に実施 され、初期 の 目

的を達成 した。

①住民登録:4300万 人の国民に関す る個人情報がデ ータベース化 され、住民登録 管理

システムが実現 され た。情報 と して は、住所 、兵役状況、軍内階級な ど

が入力 されて いる。 アクセスはオ ンライ ンで、市、町、村の行政窓 口か

ら可能である。

②不動産:森 林や土地 などの所有権を はじめ とす る18項 目、3200万 件の不動産関連

情報 をデータベース化 した不動産 管理 システム。1991年 以降は全国規模

のオ ンライ ン検索が可能 にな ってい る。

③ 自動車:400万 台の 自動車の登録、車検記 録、納税状況をデー タベ ース化 した自

動 車管理 システム。1990年 以降、 自動車 登録 ・管理 セ ンターな ど全国

100ケ 所の関係官庁で利用可能になって いる。

④通関業務:航 空貨物の通 関業務 および輸出入品 目に関す る情報を コンピュータ化 し

た通 関業務管理 システムであ る。付随す る民政サー ビスは90年 に開始 さ

れた。

⑤雇 用:全 国43ケ 所 の労働省地 区事務所 と雇用 関連施設を接続 したオ ンライ ン雇

用管理 システム。付随す る民政サー ビスは90年 以来提供 されて いる。

⑥経済統計:人 口統計、経済 ・貿易関連統計な どをデータベ ース化 した経済統計管理
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システム。91年 よ り稼働 してい る。

GAISプ ロジェク トの第2段 階で は、34官 庁か ら提唱 された56の 案件および38官 庁の

73の 既存業務の コンピュータ化が進め られてい る。特 に、①福祉 システム、② 統合郵

政 サー ビス、③海運貨物業務、④知的財産権管理、⑤気象情報管理、⑥商品管理、⑦

漁船 管理 システ ムが優先権 が与え られて いる。

(2)教 育 ・研究 情 報 シス テム(ERIS:Education&ResearchInformationSystem)

本 システ ム は、学 術分 野 にお け る積 極 的な研 究 ・交 流 を 行 うた めの 環境 整 備 お よ び

学 校 現 場 での コ ン ピュー タ教 育 を一 段 と推 進 す るた め の基 盤 整 備 の ため にス タ ー トし

た 。 この実現 の た め に、MOCは ① 学 校 で の コ ン ピュー タ教 育 の 充実 、② 大学 運 営 と

図 書 館 の コン ピュー タ化 、③ 全 大学 を連 結 す る教 育 行 政 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク

の設 立 に取 り組 ん で い る。

一 方 、研 究用 ネ ッ トワー クの拡 充 に よ り、 国 内 のR&D機 能 の強 化 を 目的 に した 研

究情 報 シス テム ・プ ロ グラ ム も進 め られ て い る。 同 プ ログ ラム に参 加 して い る研 究 施

設 の一 例 と して 、SERI(SystemEngineeringResearchInstitute)が あ る。92年 以 来 、

このSERIの ス ーパ ー コ ン ピュー タ と国立 大学 や研 究 施 設 に設 置 され た あ らゆ る コ ン ビ
4

ユータが相互 に接続 されて いる。

ERISプ ロジェク トでは、様々なアプ リケーシ ョンの開発に焦点 をあて るため、当面

の間、教育用ネ ッ トワー クと研究用 ネ ッ トワークを分割 した形 で開発を進 め ることに

な って いる。第2段 階では、研究用 ネ ッ トワー クにっいて、分野別に特化 したデータ

ベースの開発 に重点が置かれる予定。 なお、二つの ネ ッ トワー クは、90年 代中 ごろに

は統合 され ることにな ってい る。

(3)金 融情報 システム(FIS:FinancialInformationSystem)

大手銀行の全国的 ネ ッ トワーク展開 によ って、金 融業界の競争力ア ップのみな らず

市民 サー ビスの利便性 も増大 してい る。 ちなみに、88年7月 以来、ATMで どの銀行

か らで も現金の引 き出 しが可能 にな った。 また、89年4月 か らは自動応答 サー ビスの

導入によって、残高照会や ク レジッ トカー ドの照会が可能 にな った。 さ らに、89年12

月 には、他の銀行あ るいは地域への 自動送金がで きるよ うにな った。

第2段 階では、一般 銀行以外の金融関係企業、すなわち保険、証券 および投資関連

企業を相互に接続す ることにな っている。ちなみ に、証 券監視委員会用の コンピュー

タ ・ネ ッ トワー ク構築が予定 されてい るが、 これ には、証券監視委員会 、証券取 引所、

証券会社31社 、投 資信託会社8社 、その他関連6社 が参画す ることにな ってい る。
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1.2情 報産業の動向

(社)韓 国情 報 産 業 連 合 会(FKII:FederationofKoreaplnformationInstitute)

に よれ ば、 同 国 の情 報 産 業 は順 調 な発 展 を 見せ て い る。 以 下 、 同連 合 会が 取 りま とめ

た 「1992韓 国 情 報産 業 の現 況 、1993年4月 」 よ り、 そ の概 略 を紹 介 す る。

1992年 の韓国のGNPは2945億USド ル(以 下 ドル表示 は全て米 ドル)で 、前年比4.5

%ア ップ した。一方、情報産業の生産額 は228億7700万 ドルで、同10.4%増 大 した。

この結果、GNPに 占める情報産業生産額 の比率 は7.8%と な り、前年 より0.4ポ イ ン

トのア ップとな った。 なお、 ここでい う情報産業には、① コンピュータ ・周辺端末機

器、②通信機器、③半導体、④ 情報サー ビス、⑤情報通信サー ビス(電 気通信 を含む)

の5部 門が含 まれている(表1参 照)。

情報産業の生産額を部 門別 にみると、情報通信サー ビスが80億 ドルで全体の35%を

占め最大市場 を形成 している(た だ し、 この部門には電信 ・電話等の基本通信サー ビ

スが含 まれている)。 半導体部門 も、76億 ドルで全体の33%を 占めてい る。

表1.韓 国情報産業の国内経済上の比重

(単 位:百 万USド ル、%)

項 目 1991 1992 増減率 比 重 1991 1992

国民総生産額(GNP)(A) 281,700 294,500 4.5 G/A 7.4 7.8

国内総輸出(B) 71,870 76,632 6.6 H/B 13.1 14.2

国内総輸入(C) 81,525 81,775 0.3 1/C 9.0 9.6

電子工業生産額(D) 33,104 33,404 0.9 G/D 62.6 68.5

電子工業輸出額(E) 19,334 20,683 7.0 H/E 48.8 52.6

電子工業輸入額(F) 11,246 11,650 3.6 1/F 65.2 67.1

情報産業生産額(G) 20,728 22,877 10.4
一 一 一

情報産業輸出額(H) 9,438 10,887 15.4
一 一 一

情報産業輸入額(1) 7,336 7,818 6.6
一 一 }

注:① 本 表 か ら情報 産 業 は コ ン ピ ュー タ、周 辺 機器 、 通信 機 器 、 半 導体 、情 報 サ ー ビス(SW)、

情 報 通 信 サ ー ビス(電 信 、電 話 等 の基 本 通信 サ ー ビス含 む)を 言 う(以 下 同一)。

② 情 報 産 業 の生 産額 中、 情 報 サ ー ビス(SW)、 情 報通 信 サ ー ビス部 門 は売 上 額 を 基 準 とす る。

資 料:韓 国 情 報 産 業 連 合 会 「1992韓 国 情 報 産 業 の 現 状 」(1993.4)
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一方
、1988年 か ら92年 までの年 間平均伸 び率で は、情報サー ビスが31%で トップ。以

下、半導体26%、 情報通信サー ビス17%、 コンピュータ ・周辺端末機 器および通信機

器がそれぞれ10%と なって いる(表2参 照)。

(1)コ ン ピュータ ・周辺端末機器

1991年 の生産額で前年比10.2%増 と快復気配 を見せて いた コンピュータ ・周辺端末

機器部門は、92年 には同4.2%増 と僅かな伸 びに留まった。 しか も、 この部 門を形成

してい るコンピュータ本体 と周辺端末機器分野で、極 めて対象的 な結果を示す ことに

な った。 すなわ ち、パ ソコンが主体 とな っているコンピュー タ本体分野で は、米国の

パ ソコン市場の景気不振 と国産製品の対外競争 力快復の失敗によ って、92年 の生産額

が8億4900万 ドル と前年比43%の マ イナス とな った。

一方
、周辺端末機器では、大 きな比重を 占めて いるモニ ターの国内外での需要拡大

とHDD(HardDiscDrive)、 プ リンタの輸 出増大によ って、前年比39.9増 と増減率

で コ ンピュータ本体 と逆の数字 を示 した(表3参 照)。

コ ンピュータ ・周辺端末機器の輸 出額において も、 コンピュータ本体 は前年比53%

強おマイナスとな った。 これ は輸 出の主力であ ったパ ソコンの うち、16ビ ッ ト機種の

輸 出が激減 し、 これに替わる上位機種 による輸 出拡大がで きなか ったためであ る。

表2.韓 国情報産業生産の推移

(単位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年 平 均

増 減率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

コンピュータ・周辺機 器

通信機 器

半導体

情報 サー ビス(SW)

情報通信 サー ビス

2,473

1,825

3,063

297

4,306

3,179

2,394

4,796

506

5,525

3,175

2,456

5,113

620

6,439

3,499

2,648

6,394

762

7,425

10.2

7.8

25.1

22.9

15.3

3,646

2,681

7,622

866

8,062

4.2

1.2

19.2

13.6

8.6

15.9

11.7

33.3

3.8

35.2

10.2

10.1

25.6

30.7

17.0

合 計 11,964 16,400 17,803 20,728 16.4 22,877 10.4 100.0 17.6

①

②

③

注 ソフ トウ ェア、 情 報通 信 サ ー ビス は売 上 額 基 準 で あ る。

情 報 通信 サ ー ビスに は電 信 ・電 話 等 の基 本 通 信 サ ー ビス 含 む 。

ソ フ トウ ェア部 門 の1992年 度 の数 値 は計 画 値 で あ る。

資料:韓 国 情 報産 業連 合 会 「1992韓 国情 報 産 業 の現 状 」(1993.4)
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これ に対 して、周辺端末機器で は、モニ ター、HDD、 プ リンタの輸 出が好調で、

前年比28.6%増 を達成 した(表4参 照)。

(2)通 信機器産業

1992年 の生産額 は、有線通信機器分野の不振によ って、前年比僅か1.2%増 の留 ま

った。同分野 は91年 の17億3500万 ドルか ら92年 には16億6400万 ドルへ と4.1%の マ イ

ナスを記録 して いる。

一方、無線通信機器分野 は堅調 で、88年 以来の年間平均伸 び率が16.9%。92年 に も、

11.4%と 二桁の伸 びを達成 して いる(表5)。

(3)半 導体産業

この部門 は、海外半導体市場の活況 に助 け られ、生産 ・輸 出 ・輸入のすべての領域

で高 い成長を遂 げ、情報産業全体を拡大す る牽 引役を果 た した。生産額 は前年比19.2

%で76億2200万 ドルとな った。88年 以来 の年間平均伸 び率 も25%を 上回 る高率 を示 し

表3.コ ンピュータ ・周辺機器生産実績推移

(単 位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年 平 均

増 減 率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

本 体

周辺 ・端末機器

1,173

1,300

1,756

1,423

1,342

1,833

1,500

1,999

11.8

9.1

849

2,797

▲43.4

39.9

23.3

76.7

▲7.8

21.1

合 計 2,473 3,179 3,175 3,499 10.2 3,646 4.2 100.0 10.2

資 料:韓 国 情 報産 業 連 合 会 「1992韓 国 情 報産 業 の現 状 」(1993.4)

表4.コ ン ピュー タ ・周 辺機 器輸 出推 移

(単位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年 平 均

増 減 率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

本 体

周辺 ・端末機器

941

1,456

976

1,593

635

1,889

718

2,014

13.1

6.6

336

2,589

▲53.2

28.6

11.5

88.5

▲22.7

15.5

合 計 2,397 2,569 2,524 2,732 8.2 2,925 7.1 100.0 5.1

資料:韓 国情報産業連合会 「1992韓 国 情 報 産 業 の 現 状 」(1993 .4)
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表5.通 信機器生産実績推移

(単 位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990 1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

'88 ～'92

年 平 均

増 減 率

有 線通信機器

無線通信機器

1,281

544

1,754

640

1,623

833

1,735

913

6.9

9.6

1,664

1,017

▲4.1

11.4

62.1

37.9

6.8

16.9

合 計 1,825 2,394 2,456 2,648 7.8 2,681 1.2 100.0 10.1

資 料:韓 国 情 報産 業 連 合会 「1992韓 国情 報 産 業 の現 状 」(1993.4)

表6.半 導体生産実績推移

(単位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年 平 均

増 減 率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

超小型組立回路 ・
集積回路

個別素子 ・部分品

2,501

562

4,036

760

4,410

733

5,645

749

28.0

2.2

6,852

770

21.4

2.8

89.9

10.1

28.7

8.2

合 計 3,063 4,796 5,113 6,394 25.1 7,622 19.2 100.0 25.6

資料:韓 国情 報 産 業連 合 会 「1992韓 国 情 報 産 業 の現 状 」(1993.4)

表 了.情 報サ ー ビス(S/W)産 業売上 ・輸出入推移

(単 位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年平 均

増 減率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

売 上

輸 出

輸 入

297

13.8

46.9

506

16.1

75.4

620

14.5

88.3

762

13.9

114.3

22.9

▲4.1

63.4

866

15.9

154.1

13.6

14.4

6.8

30.7

3.6

34.6

注:1992年 売 上 額 規模 は計 画 数 値 で あ る。

資料 韓 国情 報 産 業連 合会 、関 税 庁
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て いる。品 目別では、SRAM、DRAMを 含めた超小型回路 ・MOSメ モ リおよび

その他IC分 野が前年比21.4%増 大 して68億5200万 ドルとな った。 この分野で半導体

産業のほぼ90%を 占めている(表6)。

輸出 も米国 ・EC市場 における需要増で、20%以 上の高い伸び率 を達成 している。特

に、超小型電子回路の輸 出は、21.4%増 大 して62億3400万 ドル とな った。

(4)情 報 サー ビス産業

情報サー ビス産業 は、国内の情報化の進展 と高度化に伴 う需要創出によって、88年

以降年間平均30%以 上のペースで市場が拡大 している。 しか し、情報産業全体 に占め

る比率 は、3.8%と 小 さな規模 に留 ま っている。

91年 には、総合情報サー ビス企業が システム ・イ ンテ グ レー ション(SI)事 業を

拡大 した こと、また、パ ソコン用の応用 ソフ トウェアの需要 の活性化を きっかけに、

パ ッケージソフ トの開発、販売が拡充 したことなどによって、市場規模は前年比22.9

%増 大 して7億6200万 ドル とな った。92年 にも13%を 超え る成長が見込まれ、8億66

00万 ドル と9億 ドルに迫 る規模 に達 したと予測されて いる。

ソフ トウェアの輸 出は、90年 、91年 と連続 して削減傾向にあ ったが、92年 には前年

比14%増 が期待 されてい る。 しか し、技術不足により開発が低調 なこと、あるいはま

た、海外輸 出戦略の不在 によ って、 ソフ ト輸出は不活発であ る。 ソフ トの輸 出入を比

較す ると、92年 の輸入額が輸 出額の9.7倍 に達す る入超 にな ってい る(表 了)。

なお、92年 における情報サー ビス産業の業務区分別の市場規模推移 は表8の とお り

である。

(5)情 報通 信サー ビス産業

92年 の情 報通信サ ー ビスは、企業通信 ・VAN等 の高度サー ビスと専用回線 リース

・工事な どのその他通信サー ビスが前年比二桁の伸びを達成 し
、全体で は8.6%増 で

80億 ドルの大台に乗 った。

電信、電話 、移動体通信 などの基本サー ビスは、同7.7%伸 びて63億5900万 ドル と

全体の約80%を 占有 してい る(表9)。
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表8.業 務形態別情報 サー ビス市場の推移

(単位:百 万USド ル、%)

区 分 1990 1991 前年比
増減率

構成比
1992 前年比

増減率

SW自 体開発販売 138 169 22.5 22.2 199 17.8

SW受 託開発販売 125 148 18.4 19.4 166 12.2

SW輸 出販売 41 52 26.8 6.8 66 26.9

受託計算サービス 68 86 26.5 11.3 90 4.7

データ提供 サー ビス 26 28 7.7 3.7 30 7.1

資料穿孔 8 9 12.5 1.2 9 0.0

システム管理 ・運営受託 44 54 22.7 7.1 60 11.1

マシンタイム販売 1 2 100.0 0.3 2 0.0

コ ンサ ル テ ィ ン グ ・調 査 9 11 22.2 1.4 12 9.1

システ ム イ ンテ グ レー シ ョン 149 191 28.2 25.1 220 15.2

教育 ・研修 ・その他 11 12 9.1 1.6 12 0.0

合 計 620 762 22.9 100.0 866 13.6

資料:韓 国情報産業連合会 「韓国情報処理産業実態 と競争力強化法案 に関す る研究」(1992.9)

表9.情 報通信サ ー ビス産業の売上推移

(単 位:百 万USド ル、%)

区 分 1988 1989 1990

'88 ～'92

年 平 均

増 減 率

1991 前年比
増減率

1992 前年比
増減率

構成比

基本サ ー ビス

(電話、電信、移動

体通信、情報転送)

高度 サー ビス

(企業通信、VAN)

その他の通信サービス

(専用 回線、工事お
よび用役)

3,620

128

558

4,499

233

793

5,149

315

975

5,907

380

1,138

14.7

20.6

16.7

6,359

437

1,266

7.7

15.0

11.2

78.9

5.4

15.7

15.1

35.9

22.7

合 計 4,306 5,525 6,439 7,425 15.3 8,062 8.6 100.0 17.0

資料:韓 国 電子 通 信研 究 所 「情報 通 信 産 業 の 動 向分 析 及 び 市場 展 望 」(1992,12)
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1.3電 気通信分野 の動向

(1)概 況

MOC(MinistryofCo㎜unications)発 行 のAnnualReportonTeleco㎜unication

1992に よれ ば、 第6次 社 会経 済 発展5ケ 年 計 画(6thFiveYearSocio-EconomicDe-

velopmentPlan)が 終 了 した1991年 に は、 電 気通 信 サ 一一ビス産業 の売 上 高 はGNPの

2.6%に 達 した(91年 のGNPは5兆3319ウ ォ ン)。 第4次 経 済発 展5ケ 年計 画 が終 了

した81年 に は、 この 比 率 が1.6%で あ ったか ら、 韓 国 の電 気 通信 サ ー ビスの急 成長 ぶ

りが分 か る。 な お、GNPと 電 気通 信 の成 長 率 は、 図1の とお り安定 した 比率 関係 を

維 持 しっ っ進 展 して い る。

なお 、87年 ～91年 の 韓 国 の国 内電 気 通信 施 設(回 線)の 状 況 は、 図2の とお り、 デ ィ

ジタ ル化 が急 速 に進 ん で い る。

図1.GNPと 対比 した電気通信事 業の成長率(%)

(単位:%)
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資 料:1992AnnualReport

MinistryofCommunlcatlons(MOC)
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図2.国 内電気通信施設の現状(198了 年から1991年)

(単 位:1万 回線) 睡旙:デ ジタル
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機械式タイプ 286 258 246 189 142

合 計 1,022 1,125 1,336 1,529 1,751

資 料.1992AnnualReportonTelecommunlcations,

MlnlstryofCommunicatlons(MOC)
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(2}2000年 に向けた通信政策

MOCで は、2000年 の高度 な福祉社会 に対応するため、90年 代 を重要 な準備期 間 と

位置づ けている。 そのため、 「情報化社会の実現("RealizationofInformation

Society")」 とい う緊急 政策 目標を設定 した。 この中では、①産業構造 の高度化、②

生産性向上 による競争 力増 強、③ 国民生活の質の向上、④社会的平等 と福祉の推進 、

⑤国際時代へ の積極的対応 、⑥ 自由市場経済の推進 と制度 の高度化 とい った目標を設

定 してい る。

さ らに、MOCで は、第5次 および第6次 の社会経済発展5ケ 年計 画の成果を踏 ま

えて、第7次 情報/電 気通信5ケ 年計画の基本推進 目標 を設定 してい る(表10)。

この中で は特 に、①電気通信の強化、② 情報化の促進 、③情報/電 気通信産業の育

成、④電波利用の推進、⑤国際化の促進に力を入れて行 くことに してい る。

(3}国 内電気通信サー ビス

韓 国の最初の電気通信 サー ビスは、1885年 にハ ンスンとチェムルポ との間の電信施

設 の開設であ った。60年 代初頭 まで、電話サー ビスの民 間利用 は希 であ ったが、第1

次社会経済発展5ケ 年計画以後、民間部門の利用が急増 した。 このため、70年 代 には、

電話加入契約 の慢性的な遅延現象が起 こった。MOCで は、 こう した事態 を打開す る

ため、第5次5ケ 年計画(1982～86年)以 後 、電気通信設備の近代化 に力を傾注 した。

この一環 と して、82年 に は通信の政策立案機能 と事業の運営機能 を分離 した。 また、

表10.第 了次情報/電 気通信5ケ 年計画の基本推進目標

政策分野

産業構造の調整および技術革新
を通 じた開発可能性の拡大強化

国民生活水準の質の向上および
社会の平等と福祉の推進

国際化時代への積極対応

－ISDNの 早期導入
一無線電気通信施設の拡大と技術開発の促進
一国内電気通信/放 送衛星の確保の推進

一無線利用の促進

一ハイテク電気通信網の建設、発展と普及
一地方の情報化の促進
一電気通信料金と利用 システムの改善

一発展途上国と旧ソ連邦諸国との協力強化
－URお よび国際電気通信交渉への積極的な参加
一国際標準化活動の強化

自由市場経済の定着と市場 シス ー電気通信事業の競争原理の導入の強化
テムの強化 一公正な競争システムの確保

資 料:1992AnnualReportonTelecommunications,

MinistryofCommunications(MOC)
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KT(韓 国 テ レコム)とDACOMの 設立 等 に よ って、 通 信事 業 の 専門 化 を推 進 した。

この結 果 、韓 国 の電 気 通信 施 設 と加 入 状 況 は、表11の よ うにな って い る。

韓 国で は、電 気通 信 基 本法(Teleco㎜unicationBasicLaw)お よ び電 気 通 信事 業 法

(Teleco㎜unicationBusinessLaw)の 改正 に伴 い、電 気 通 信 サ ー ビス事 業 者 はそ の

ネ ッ トワー クの維持 方 式 に よ り、① ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス事 業 者 と② 付加 価 値 サ ー

ビス事業 者(VAN)に 分類 され る。 さ らに前 者 は、 サ ー ビス地 域 、 サ ー ビス タイ プ、技

術特 性 に よ って、 ① 一般 サ ー ビス事 業者 と②特 定 サ ー ビス事 業 者 に分 かれ る。

1991年 末 現 在 、韓 国 に は、 主 要通 信 サ ー ビス事 業者4社 の ほか に、登 録 され た30の

VAN事 業者 が あ る。 主要4社 とは以 下 の とお り。 ①KT、 ②DACOM、 ③KMT

C(KoreaMobileTeleco㎜unicationsCo.,)、 ④KPTC(KoreaPortTelephone

Co.,)。 また、 この他 に も、 デ ー タベ ース や デー タ処 理 な どの 基 本 サ ー ビス を提供 す

る未 登録 サ ー ビス業者 が 約190社 あ る。

表11.主 要な韓国電気通信施設とその電気通信サービス加入契約者の現状

内容内訳 設備(回 線数) 加入者(人 数) 供給比率(%)
設備の増加率(%)

(1987年 から1991年)

住宅用電話 17,511,411 14,572,585 33.7 14.4

公衆電話 259,074 一 6.0 12.8

可動式 352,000 166,198 3.8 119.5

ペ ー ジ ング 1,990,000 850,516 19.7 103.9

資)ド斗:1992AnnllalReportonTelecommunications,

MinistryofCommunications(MOC)

表12.移 動式電話加入者数の増加

(単位:加 入者数)

内 訳 1988 1989 1990 1991

自動車電話

携帯電話

合 計

19,572

781

20,353

34,053

5,665

39,718

53,799

26,206

80,005

74,308

91,890

166,198

料金弓1き上げ(%) 98.3 95.2 101.4 107.7

資 料:1992AnnualReportonTelecommunications,

MinistryofCommunications(MOC)
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[1]移 動 通 信 サ ー ビス

① 移 動 電 話 サ ー ビス

1984年 に、 セ ル ラ ー電 話3000回 線 が ソウル首 都 圏 に設 置 され た。 翌85年 に は、 さ ら

に5000回 線 が 増 強 され 、 サ ー ビス地 域 も拡 大 された 。88年 に は、移 動 電 話 サ ー ビスを

提 供 す る独 立 公 共 サ ー ビス機 関 と して、KMTC(KoreaMobileTeleco㎜inication

Co.,)が 設 立 され た。 また、 回 線 数 も、88年 に は2万9500、90年 に は13万5000、91年

に は35万2000回 線 に達 した。91年10月 に は、 移動 電 話 サ ー ビスの 品 質 向上 を 目的 に、

COMB(CentralizedOperationsandMaintenanceBureau)が 設 立 され た。

ソウル ・オ リン ピ ックが 開催 され た88年 に は携帯 電 話 が導 入 され た。 この結 果 、84

年 に はわ ず か2700だ った ソ ウル首 都 圏 の加 入 者 数 は、88年 に は2万 を越 え 、 そ の後毎

年100%の 成 長 を遂 げ て い る(表12)。

② ペ ージ ング ・サー ビス

1982年 に信号音 モー ド・サー ビスが初めて ソウルに導入 された。88年 には、表示モ

ー ド・サ ー ビス も導入 され、サー ビス地域 も主要都市 の拡大 された。 ペー ジング施設

も、84年 の2万 回線 か ら88年 には15万 回線 、 さらに91年 には199万 回線 に拡充 された。

加入者 も急劇に拡大 してお り、84年 の1万5600か ら91年 には85万 を越 えてお り、ホ

ワイ トカラーや個人 の利用 も増 えて いる。

図 付加価値通信 サー ビス(VAN)

韓国の付加価値通信サー ビスは、法的 には84年9月 に施行 されたが、91年 の改正電

気通信法 に基づ き、データ通信 が付加価値サー ビス と改称 された。付加価値通信サー

ビスには、ベ ーシ ックなデータ処理/デ ータバ ンク、電子 データ交換(EDI)、 電

子 メール などの通信処理サー ビスが含 まれ る。91年 におけるDB、DPお よびVAN

を含む付加価値通信 サー ビスの市場規模 は、2兆1100億 ウォンであ ったが、 これ は90

年 の1兆3620億 ウォンと比較 して55%増 であ った。

国内のVANサ ー ビスは、 コモ ンキ ャ リアとVAN業 者 によって提供 されて いる。

前者 には、KT(韓 国テ レコム)とDACOMが 含 まれ、独 自に設置 した施設 を通 じ

て サー ビスを提供 して いる。一 方、VAN業 者は、 コモ ンキ ャリアか ら回線を リース

してサ ー ビス している。VAN業 者 と して は、アシアナ航空 などを含む30社 があるが、

この他 にDBやDPな どの基本 サー ビスを提供す る未 登録 の企業が190社 程 ある。

以下、VANサ ー ビスの うち、 コモ ンキ ャ リア(KTお よびDACOM)が 提供 し

て いるサー ビスの主 な状況を紹介す る。 まず、サー ビスの大枠 と して は、①パ ケ ッ ト

交換サー ビス、②特定専用線 サー ビス、③デ ィジタル専用線サ ー ビス、④ その他 サー
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ビスに大別 され る。

① パケ ッ ト交換サー ビス

DAcoMが 提供す るDAcoM-NETサ ー ビス(DNS)とKTに よるHiNET-Pサ ー ビス

があ る。DNSの 加入者数 は、91年 末 に7322(前 年 比34.7%増)と な って い る。Hi

NET-Pサ ー ビスは、既存の公衆電話網 では入手で きない非音声情報 を、データベース

検索や電子 メール ・ネ ッ トワー クな どのPC通 信のパケ ッ ト交換 サー ビスを通 じて提

供す るものであ る。

② 電子 データ交換(EDI)サ ー ビス

VANサ ー ビスの大枠 では、④ その他 に分類 されてい る。同サー ビスの皮切 りは、

87年12月 にDACOMが 開始 した鉄鋼VANで ある。 これは、POSCO(Pohang

IronandSteelCompany)と その顧客を コ ンピュータ ・ネ ッ トワー クで結 び、受発注、

商品価格、出荷記録 に関す る取 引の相互情報の提供 を 目指 した もの。 このサー ビスは

88年 に商用化 され、現在で は、情報交換サ ー ビスと財務情報交換サー ビスの2種 類の

EDIサ ー ビスが提供 されて いる。

なお、91年 末現在、874社 がEDIサ ー ビスの契約を結んで いるが、 この うち86%

の企業 は流通業 である。

一方、KTは 、94年 まで にEDIシ ステムの国際標準化の開発を完了 し、95年 には

商用サー ビスを開始す る予定である。

③ デ ー タバ ン ク ・サ ー ビス

オ ンライ ン ・デ ー タバ ン ク ・サ ー ビス の 商用 利 用 は、83年2月 に 、DACOMが

DACOMNetServiceと 称 す る国際 網 を 導 入 した時 に可 能 にな った。91年 現 在DACO

Mは 、ChullianIお よ びllと い う国 内 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス とDIALOG、JOIS、

LEXIS/NEXISな ど の海 外 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を提 供 して い る。
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2.台 湾 の 情 報 化 動 向

2.1ハ ー ドウ ェ ア 産 業

(1)概 況

III(InstituteforInformationIndustry)発 行 の"InformationIndustry

Yearbookl992Edition"に よれ ば、 台湾 の情 報 関連 機 器 の 総 生産 額 は91年 に69億100

万USド ル に達 した(表1)。 これ は前 年 比12.3%増 だ が 、 特 に生 産額 が 増 え たの は、

パ ソ コ ン、 モニ タ ー、 コ ン ピ ュー タ部 品の分 野 で あ る。

一 方
、 情報 関 連 機 器 の輸 出額 は65億5000万USド ル で 、90年 比11.4%の

増 で あ った。 特 に、 パ ソ コ ン、 モニ ター、 その 他 周辺 機 器 は、 過去 最高 の成長 率 とな

った 。

次 に 、情 報 関連 機 器 の 生 産額 に 関す る幾 つ かの 指標 をみ る と、 先ず 、GNPに 占め る

比 率 は、91年 が3.9%と 数 年来4%前 後 を維 持 して い る。 また、 国 内産 業 の規 模

で は、9位 に相 当す る。 さ らに、 台湾 全体 の輸 出額 に 占め る比 率 は8.9%で 、輸 出

表1.1991年 の情報産業の製造 と販売 の分析

単位:百 万USド ル

年

製 品

1990 1991 成長率

生産高 輸出高 生産高 輸出高 生産高 輸出高

パ ー ソ ナ ル ・ コ ン ピ ュ ー タ 1,566 1,403 1,900 1,729 21.3% 23.2%

ディスク駆動装置 72 118 61 59 一15
.3%

一19
.0%

プ リンタ 25 25 18 10 一28
.0%

一60
.0%

端末 379 362 255 243 一32
.7%

一32
.8%

モニ タ 1,612 1,550 1,950 1,870 20.9% 20.6%

その他の周辺装置 272 231 568 549 109.0% 137.5%

コ ンピュ ー タ部 品 2,223 2,184 2,156 2,086 一3
.0%

一4
.5%

合 計 6,149 5,873 6,908 6,546 12.3% 11.4%

注:*表 の 数 字 は 、 積 替 え と 間 接 輸 出 を 含 ま な い 。

*コ ン ピ ュ ー タ 部 品 は 、 マ ザ ー ボ ー ド、 グ ラ フ ィ ッ ク ・ カ ー ド、 電 力 供 給 と キ ー ボ ー ド を

含 む 。

*そ の 他 の 周 辺 装 置 は 、 イ メ ー ジ ・ス キ ャ ナ 、 マ ウ ス 、LANカ ー ド ま た は ネ ッ ト ワ ー ク

・カ ー ドを 含 む 。 モ デ ム と フ ァ ッ ク ス 機 器 は 含 ま な い 。

(出 典:MIC、III)
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額 順 位 は第3位 と健 闘 して い る(表2)。

情 報 関連 機 器の トップ10は 、 表3の とお りで あ る。 この うち 、モ ニ ター、 パ ソ コ

ン、 イ メー ジス キ ャナ ー、 マ ウ ス、 ネ ッ トワー ク ・カ ー ドは、 過去 最 高 の伸 び率 を達

成 して い る。 また、 モ ニ タ ーの 生 産 台数 は981万 台 を超 え 、 世 界市 場 の39.7%

を 占め た。 パ ソ コン も、265万 台 で 同10.1%と な って い る。

(2)ノ £ソコン

パ ソコンの販売および輸 出状況 につ いての要点 は以下の とお りである。先ず、89

年か ら91年 にかけてのパ ソコンの総生産額、輸 出額、国内販売額の推移 は表4の よ

うになっている。 また、91年 にっ いて見ると、輸出額17億2900万USド ルの う

ち、OEMベ ースが49%、 自社 ブラ ン ドが46%、 残 り5%は 外国企業 によ る自国へ

の販売分 となってい る。90年 と比較す ると、OEMと 自社 ブラン ドがそれぞれ16ポ

イ ン ト、5ポ イン ト増 大 して いる一方で、外国企業 による自国販売が21ポ イン ト下

げている(図1)。

パ ソコンの タイプ別の生産分布で は、91年 の総生産台数2653万 台の うち、 デ

スク トップ型が79.9%で 最大の シェアを持 って いる。以下 、 ノー トブ ック型が1

8.6%,ラ ップ トップ型が1.5%と な ってい る。 しか し、89年 以降の3年 間の

傾向を見 ると、かな りの変化が 出て きて いる。

表2.情 報産業の開発に関する主要な指標

指 標 1986 1987 1988 1989 1990 1991

合計生産高(百 万USド ル) 2,134 3,839 5,324 5,484 6,149 6,908

GNPに 占める割合(%)
/

2.7 3.7 4.2 3.6 3.8 3.9

産業順位 23 18 13 10 6 9

輸出高(百 万USド ル) 2,063 3,701 5,152 5,244 5,873 6,546

輸出高に占める割合(%) 5.2 6.9 8.5 8.1 9.1 8.9

輸出順位 7 4 3 3 3 3

生産高世界順位 7 7 6 6 6 7

世界市場 シェア 1.5% 2.4% 3.1% 3.0% 3.0% 3.1%

注:1.表 に 示 さ れ て い る 情 報 産 業 は ハ ー ド ウ ェ ア だ け を 含 む 、 ソ フ トウ ェ ア は 含 ま な い 。

2.世 界 市 場 の ハ ー ド ウ ェ ア 合 計 額 は 、1991年 は2240億USド ル を 超 え た 。

(出 典:MIC、III)
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表3.10大 主要情報製品の生産高 と世 界市場 シェア

単 位:百 万USド ル、1000セ ッ ト、%

順位 製 品
1990

生産高

1991

生 産 高
成長率

1991
生産台数

世界市場
生産台数

ROCの 世界

市場 シェア

1.モ ニ タ 1,612 1,950 20.9% 9,810 24,731 39.7%

2.パ ー ソ ナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ 1,566 1,900 21.3% 2,653 26,296 10.1%

3.マ ザ ー ボ ー ド 926 891 一3
.8% 4,446 6,597 67.4%

4.ス イ ッチ ング電 力供給 414 447 8.0% 9,900 50,524 19.6%

5.イ メ ー ジ ・ス キ ャ ナ 122 279 129.0% 1,385 1,980 69.9%

6.端 末 379 255 一32
.7% 1,016 5,810 17.5%

7.グ ラ フ ィ ッ ク ・カ ー ド 215 230 7.0% 6,780 19,088 35.5%

8.マ ウ ス 136 162.3 19.3% 14,500 20,800 70.0%

9.キ ー ボ ー ド 244 140 一42 .6% 5,500 30,600 18.0%

10.ネ ッ ト ワ ー ク ・カ ー ド 82 119 45.0% 1,648 8,478 19.4%

注:マ ザ ー ボ ー ドの 世 界 市 場 生産 量 は、IBM互 換 のPCメ ー カ が 、必 要 な マ ザ ーボ ー ドの

30%を 外 部 業 者 か ら購 入 す る と い う前 提 で計 算 されて い る。

(出 典:MIC、III)

表4.PC産 業の製造 と販売

単 位:百 万USド ル 、1000台

1989 1990 1991
1990-1990

成 長 率
、

総販売
販売高 1,398 1,566 1,899.8 21.3%

販売量 2,228 2,295 2,653.4 15.6%

輸出
販売高 1,244 1,403 1,728.8 23.2%

販売量 1,983 2,141 2,378.4 11.0%

国内販売
販売高 154 163 171.0 5.0%

販売量 245 240 275.0 14.6%

情報産業全体販売高に対
するPC総 販売高の割合

26.0% 26.0% 27.5% 一

注:輸 出高 の 増 加 は、 主 に 、高 価格 の ノー トブ ック型PCの 急 激 な販 売 増 加 に よ る。

(出 典:MIC、III)
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図1.PCと モニタの輸出事業 の分析
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つ ま り、 デ ス ク トップ型 は、最 大 の シ ェアを保 有 して い る こ とで は変 わ りが な いが 、

そ の比 率 は94%、90.5%、79.9%と 減少 の 一途 を辿 って い る。 ラ ップ トッ

プ型 は、89年 か ら90年 にか けて は、6%か ら8.5%と シ ェアを増 大 した が 、9

1年 に はわ ず か1.5%に 減 少 した。 これ に対 して ノー トブ ック型 は、89年 が0%、

90年 も1%し か なか ったが 、91年 に18.6%と 躍 進 して い る(図2)。

図2.1991年ROCのPC産 業の販売台数分析

〔=コ:デ ス ク トップ[=]:ラ ップ トップ':ノ ー トブ ック

単位:千 台

2,500

2,000

1,500

1,000
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0
198919901991年

注:*デ ス ク ト ッ プ 型PCの 販 売 台 数 は 安 定 し て お り 、 ノ ー ト ブ ッ ク 型PCが 大 き な

成 長 要 因 に な っ て い る 。

*1991年 第4四 半 期 に は 、 携 帯 用PCの 販 売 が 、PC販 売 全 体 の25%を 占 め た 。

(出 典:MIC、III)
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(3)イ メー ジスキ ャナ

ハ ンデ ィ ・イメー ジスキャナは、台湾の代表的な産業 にな っている。ちなみ に、9

1年 にお ける生産台数 は60万2000台 で、前年比50%増 と急成長 した うえ、世

界市場における生産台数 の65%を 占めた。92年 には、 さらに45%伸 びて、世界

市場で69%の シェアにな ると見込 まれ る(図3)。

また、デスク トップ型 イメー ジスキ ャナの91年 の生産台数 は7万500台 で、前

年比120%の 大幅伸 び となった。 同型 は世界市場に占める シェアは19%に とどま

ってお り、 また、92年 に もハ ンデ ィ型 ほどの成長 は見込まれていない(図4)。

図3.ハ ンデ ィ ・イ メ ー ジ ・スキ ャナ のROCと 世 界 の生産 傾 向

単 位:1,000台
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注:*ROCの ハ ンデ ィ ・イ メ ー ジ ・スキ ャナ 産 業 は 、成 長 段 階 の産 業 と して 、1991年 は

S字 型 カー ブで50%成 長 した。1992年 は さ らに45%成 長 す る と予 測 され る。

*()内 の数 字 はROCの 世 界 市 場 に 占 め る割 合 を示 す 。

(出 典:MIC、III)
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図4.デ スク トップ型イメー ジ ・スキ ャナのROCと 世界 の生産傾向
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注:*世 界 の デ ス ク トップ型 スキ ャナ の生産 の成長 率 は 、徐 々 に 低下 して い るが 、

1991年 は な お56%の 成 長 率 を記 録 した 。

*1991年 はROCの デ ス ク トップ型 ス キ ャナ製 品 は 、S字 型 カ ー ブで120%の

成 長率 を記 録 し、 世 界 市 場 の19%を 占 め る。

*()内 の 数 字 はROCの デ ス ク トップ型 ス キ ャナ製 品 の 世 界 市 場 に 占 め る

割 合 を示 す 。

(出 典:MIC、III)
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2.2情 報 サ ー ビス産 業

(1)概 況

1991年 の台 湾 の情 報 サ ー ビス産 業 の総 売 上 高 は220億NTド ルで 、前 年 比16

%増 で あ った。 伸 び率 は88～89年 の38%、89～90年 の22.5%の 比 較 す

る と小 さ いが 、世 界 的景 気 後 退 の 中 で これ だ けの 成 長 を達 成 した ことは特 筆 に値 す る

(図5)。

IIIのMIC(MarketIntelligenceCenter)で は、 情 報 サ ー ビス を以下 の6っ の分 野

に分 類 して い る。

① パ ッケ ー ジ ・ソフ トウ ェア

② プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル ・サ ー ビス

③ プ ロセ ッ シ ング ・サ ー ビス

④ ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス

⑤ ター ンキ ー ・サ ー ビス

⑥ システ ム ・イ ンテ グ レー シ ョ ン

図5.ROC情 報サ ー ビス産業の収益成長
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(出 典:MIC、III)
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システム ・インテグ レーシ ョンが最大の市場 シェア(30%)を 保有 してお り、パ

ッケー ジ ・ソフ トウェアが27%で これに続いて いる。 さらにター ンキー ・サ ー ビス

が20%で 続 いてい るが、 これ ら3分 野 は92年 に も大 きな成長が見込 まれて いる。

また、付加価値 ネ ッ トワー ク ・ビジネスの開始およびEDIの 普及によ って、ネ ッ トワ

ーク ・サー ビス分野 の急成長 も期待 されている
。

情報サー ビス産業の総売上高(220億NTド ル)の 内訳の うち、最 も大 きいには民

間企業分野で61%を 占めている。次 いで、政府および政府運営企業が26%と な っ

て いる。また、民間企業 分野の産業別 シェアをみ ると、①金融業23%、 ②製造業1

7%、 ③ サー ビス業7%、 ④流通業6%な どとなっている(図6)。

91年 の情報 サー ビスの輸出額 は13億6800万NTド ルであ ったが、 これ は90

年 の8億6200万NTド ル より59%増 と大 きく伸 びた。91年 の輸 出内訳 の うち最

も大 きいのは、パ ッケー ジ ・ソフ トウェア分野 で40%、 以下、プ ロフェ ッシ ョナル

・サー ビス33% 、 ター ンキー ・サー ビスおよび システム ・イ ンテ グレーシ ョンの合

計額16%な どと続 いて いる。 これを90年 の状況 と比較 す ると、かな り大 きな変化

がでて いる。 つま り、パ ッケー ジ ・ソフ トは40%で 最大輸 出分野を維持 したが、そ

の シェアは63%か ら後 退 した。一方、プロフェッショナル ・サー ビスは、7%か ら

図6.1991年 情報サー ビス産業の収入源の割合
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(出 典:MIC、III)

一115一



33%へ と、 ま た、 ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス は2%か ら11%へ とそ れ ぞれ 飛 躍 的 な

伸 びを達 成 した(図 了)。

(2)主 要分 野 別動 向

① パ ッケー ジ ・ソ フ トウ ェア

パ ッケ ー ジ ・ソ フ トの売 上 高 は、情 報 サ ー ビス全 体 の売 上 高(220億NTド ル)の

27%(60億NTド ル)に 相 当す る。 また 、パ ッケ ー ジ市場 の51%は 、特 定 業界 向

け あ るい は ツー ルな どの ア プ リケ ー シ ョン ・ソフ トで り、残 り49%が シス テ ム ・ソ

フ トとな って い る(図8)。

パ ッケ ー ジ ・ソフ トの販 売 を 、①PC、 ② ワー クス テー シ ョン、③ 大 型 ・中 型 ・小 型

汎 用機 向 け に内訳 を と る と、PC向 け が全 体 の 丁度50%を 占めて い る。 な お、 この う

ち中 国語 ベ ー スのPC用 パ ッケ ー ジが7億5000万NTド ル の売 上 高 を あ げて い る。 ワ

ー クス テ ー シ ョン向 けのパ ッケ ー ジ売上 高 は7%と まだ 小 さい(表5)。

図 了.情 報サ ー ビスの各種事業の輸出比較(1990～1991)

専 門家サー ビス

7%

ターンキー・システム十

システム.インテグレーション

28%

パ ッケ ー ジ ・ソフ トウェア

63%

2%ネ ットワーク

・サービス ◇
成長率58.7%

専門家 サー ビス
33%

ターンキー●システム十

システム●インテグレーション

16%

ネッ}ワーク●サービス

11%

パ ッケ ー ジ ・ソ フ トウ ェア

40%

1990年 輸 出高:8億6200万NTド ル1991年 輸出高:13億6800万NTド ル

情報 サー ビス産業全体収入に対す る割合:4.5%情 報 サー ビス産 業全体収入に対す る割合:6.2%

(出 典:MIC、III)
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図8.パ ッケ ー ジ ・ソ フ トウ ェア市場 の状 況

デ

処

サ ー ビス ・サ ー ビス

1991年 合計 収 入:220億NTド ル

(出 典:MIC、III)
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界による
使用

表5.ROCパ ッケ ー ジ ・ソ フ トウ ェア市場 の状 況

単位:百 万NTド ル

コンピュータの 種類

分 類
PC

ワ ー ク
ー

ス ァ ー シ ョ ン

'

大 型 、 中 型 、

小 型 コンビ・一タ

合 計

(パ ー セ ン ト)

シス テ ム ・ソ フ トウ ェア 1,365 150 1,425 2,940(49%)

ツー ル 1,220 80 200 1,500(25%)

特定業界用 ソフ トウェア 417 170 973 1,560(26%)

合 計(パ ーセ ン ト) 3,002(50%) 400(7%) 2,598(43%) 6,000(100%)

(出 典:MIC、III)

② プロフェッシ ョナル ・サー ビス

同サー ビスには、①注文生産 ソフ トウェア、② コ ンサルティング ・サー ビス、③教

育/訓 練、④ フ ァシリティ ・マネ ジメ ン トの4部 門があ る。 プロフェシ ョナル ・サー

ビス全体 の売上高 は、情報 サー ビス全体 の10%で22億NTド ル。 この分野 は これま

で比較的安定 した成長を遂 げて いたが、今後 は コンサルテ ィングと教育/訓 練部 門の

需要が高 まるため、急速な伸 びが期待 されて い る。
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③ ターンキ ー ・システ ム

ターンキー ・システムとシステム ・イ ンテ グ レー ションは、一括 して 「イ ンチ プ レ

ーテ ッ ド・システム」 と呼ばれ る。91年 の イ ンチ プレーテ ッ ド・システムの売上高

は110億NTド ルで、情報 サー ビス全体 の50%を 占めた。同分野の顧客 と しては、

政府 および公共機関が最大で、以下、金融、製造、サー ビスなどの民 間市場が続いて

い る。

ター ンキー ・システム単独の売上高 は91年 に45億NTド ル(前 年比19%増)に

達 した。 これは情報 サー ビス市場全体 の20%で 、第3位 に相当す る。92年 には前

年比28%増 の57億NTド ルが見込 まれてい る。

④ システ ム ・イ ンテグ レー シ ョン

システム ・イ ンテグ レーシ ョンは、 ソフ ト、ハー ド導入、お よび異な るブラン ドの

コ ンピュータあ るいはネ ッ トワー クな どの結合 といった統合情報 システムを顧客に提

供す るサー ビスであ る。91年 の市場 規模 は65億NTド ルで、情報サー ビス全体の3

0%を 占有 して最大の シェアを持 って いる。III/MICの 予測では、92年 の売上高 は

23%ア ップ して80億NTド ルに達す る見込みであ る。

将来の システム ・イ ンテ グ レー シ ョンの市場機会 として、行政情報 システムが位置

づ けられて いる。例 えば、治安や国土 資源 にかかわ る行政情報 システムへ の期待が特

に大 きい。 さらに、民 間分野で も、金 融業、製造業(自 動化)、 流通 業、第6次 国家

開発計画関連 プロジェク トなどへの期待 もあ る。 この結果、 システム ・イ ンテ グレー

シ ョン分野 は、今後 と も情報 サー ビス産業の最大の領域 として発展 して い くもの と思

われ る。MICで は、 この分野 の92～96年 の年間平均成長率を25%、96年 の売

上高を203億NTド ル と見込んでい る。

⑤ ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス

付 加 価 値 ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビスの 売 上 高 は91年 に22億NTド ル(情 報 サ ー ビス

全 体 の10%)で あ った。91年 現 在 、台 湾 に は50社 の ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス 企

業 が あ る。

ネ ッ トワー ク ・サ ー ビスの 市 場 内 訳 で は、金 融 が62%を 占めて トップ。以 下 、 輸

送10%、 流 通8%な ど と続 いて い る(図9)。

台湾最 大 の ネ ッ トワー ク ・サ ー ビス業 者 は、DCI(DataCo㎜unicationsInstitute)

で 、パ ケ ッ ト交換 網 、 ビデ オ テ ッ クス網 、Pip-Mai1ネ ッ トワ ー ク、ハ イ ウエ イ ・モ ニ

タ リング網 、 航 空座 席 予 約 網 な どを運 用 して い る。
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図9.ネ ッ トワーク ・サー ビス市場 の部門別 内訳(売 上高合計22億NTド ル)
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(出 典:MIC、III)
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